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～データで探るユーザー企業のIT動向～



一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）

 沿革
1962年4月 日本データ・プロセシング協会創立
1992年7月 社団法人 日本情報システム・ユーザー協会に拡充改組
2012年4月 一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会

 役員
理事42名 （会長1名、常任理事12名） 監事3名
会 長 石原 邦夫 東京海上日動火災保険株式会社 相談役

 事務局
専務理事 金 修
常務理事 浜田 達夫
常務理事 山田 信祐
所在地 東京都中央区日本橋堀留町1-10-11

 会員数 ：2,126社 （2014年4月1日現在）
正会員Ａ ： 201社 ＋6社 （13年度の増減）
正会員Ｂ ： 143社 ＋6社
正会員Ｃ ： 2,126社 ＋341社
準会員 ： 14社 （C）JUAS 2014 2



ＪＵＡＳ活動

フォーラム
・ＣＩＯフォーラム（３）
・IT部門経営フォーラム（５）
・IT企業ＴＯＰフォーラム（３）
・ITｸﾞﾙｰﾌﾟ会社経営フォーラム（３）
・IT部門経営フォーラム関西
・IT企業TOPフォーラム関西
・ITｸﾞﾙｰﾌﾟ会社経営フォーラム関西
・関西ミドルマネジメントフォーラム
・グローバルフォーラム

研究会

ＩＴインフラ研究会
ＩＴサービスマネジメント研究会
企業リスクマネジメント研究会
ビジネスプロセス研究会
データマネジメント研究会
組織力強化研究会
ＩＴ人材キャリア形成研究会

研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
ｼｽﾃﾑ開発・保守QCD研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
JIIP（Japan industry Innovation project)
ビジネス共創研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

オープンセミナー

オーダーメイド研修

教材開発・出版

研修事業
会員活動

海外研修・調査

ユーザーの要求が未来を切り拓く
－イノベーションで企業を変える、日本が変わる－

会員研修会
JUASアカデミー
関西アカデミー

公開事業
サマースクエア

ＪＵＡＳスクエア
JUAS FUTURE ASPECT

政策企画委員会

調査事業
・企業IT動向調査
・ソフトウェアメトリックス

政策研究・調査
・IT経営協議会

（CIO戦略フォーラム）
・IT経営調査
・IT融合フォーラム
・CIO育成カリキュラム
・重要インフラの信頼性
・IT投資可視化

セキュリティ・センター
・プライバシーマーク

審査・認証

組織力強化普及・調査
－ＵＩＳＳセンター－

・情報ｼｽﾃﾑユーザースキル標準
・IT人材モデルキャリア開発

ＪＵＡＳラボ
JUASソリューションラボ
JUASトレンドラボ

イノベーション
経営カレッジ
（IMCJ)

教育研修事業

新人・配転者セミナー

アドバンスト研究会
情報共有研究会
サービスサイエンス研究会
10年後も生き残れるSE研究会
サービスにおける知覚プロセスの考察研究会
Future’20 競争優位・付加価値創出モデル研究会

テーマ型研究会

ケース型研究会
ケース研究会

ワークショップ型研究会
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アンケート調査
定点観測＋重点テーマ

13年11月に実施

インタビュー調査
重点テーマ中心に

13年11月～14年1月に実施

• 94年度以来過去20年間継続して実施、
経年変化をふまえた分析

• アンケートとインタビューの複合効果
• 年度別に、重点テーマを設定

・ユーザー企業IT部門長：47社

JUAS調査の特徴

・転換期に求められる
IT部門の役割とは

今回の重点テーマ

調査報告
2014年3月発表

• ユーザー企業IT部門4000社対象 24P
有効回答：1016社（回答率25％）

調査委員会、調査部会
による分析

企業IT動向調査2014（2013年度調査）の概要
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調査委員会（全体的な方針等を審議）
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※敬称略、企業名五十音順

（2014年3月現在）

1 委員長 村 林 聡 株式会社三菱東京UFJ銀行 常務取締役

2 委 員 三谷慶一郎
株式会社ＮＴＴデータ経営研究所

パートナー・情報戦略コンサルティング本部長

3 委 員 西川 清二 株式会社NTTドコモ 常務執行役員 CIO 情報ｼｽﾃﾑ部長

4 委 員 山野井 聡 ガートナージャパン株式会社 リサーチ部門 日本統括

5 委 員 寺嶋 一郎 積水化学工業株式会社 経営管理部 情報システムグループ長

6 委 員 柴内 哲雄 株式会社野村総合研究所 理事

7 委 員 山本 康裕 東日本旅客鉄道株式会社 総合企画本部ｼｽﾃﾑ企画部長

8 委 員 川 上 宏 株式会社三菱ケミカルホールディングス グループ基盤強化室 部長

9 委 員 吉本 康徳
UCCホールディングス株式会社

専務取締役 システム推進室 室長 兼 グループシステム担当



調査部会（分析・執筆を担当）
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事務局： 浜田 達夫 一般社団法人 日本情報ｼｽﾃﾑ・ユーザー協会 常務理事
各務 京子 一般社団法人 日本情報ｼｽﾃﾑ・ユーザー協会 事務局

※敬称略、企業名五十音順

（2014年3月現在）

1 部 会 長 西 川 清 二 （株）NTTドコモ 常務執行役員 CIO 情報システム部長

2 委 員 瀬 川 将 義 （株）ＮＴＴデータ経営研究所 情報戦略コンサルティング本部 アソシエイト パートナー

3 委 員 中 尾 晃 政 ガートナージャパン（株） リサーチ部門 シニア アナリスト

4 委 員 冨 満 康 之 全日本空輸（株） 業務プロセス改革室 企画推進部 企画チーム リーダー

6 委 員 山 本 弘 二 東京海上日動火災保険（株） ＩＴ企画部次長 兼 ＩＴ予算グループリーダー

7 委 員 志 村 近 史 （株）野村総合研究所 人材開発センター 上席

8 委 員 後 藤 丈 徳 東日本旅客鉄道（株） 総合企画本部ｼｽﾃﾑ企画部 課長

9 委 員 根 岸 公 一 （株）ブリヂストン ITネットワーク本部 IT戦略企画部 ＩＴ基盤ユニット 主任部員

10 委 員 暦 本 文 哉 （株）三菱東京ＵＦＪ銀行 システム部 システム企画室 ＥＡグループ 次長

11 委 員 灰 谷 公 良 （株）リコー IT／S本部 情報戦略企画センター 戦略企画室 シニアスペシャリスト

12 委 員 村 岡 義 晴 （株）菱化システム 企画統括部 システム企画室 技術企画グループ チームリーダー

5 委 員 弘 田 倫 夫 (一社)日本情報システム・ユーザー協会 研究員

13 オブザーバー 鹿 嶋 康 由 日本たばこ産業（株） ＩＴ部 部長

15 オブザーバー 平 本 健 二 内閣官房 政府CIO補佐官
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企業IT動向調査2014（2013年度調査）のテーマ

転換期に求められるIT部門の役割とは

企業を取り巻く環境が激変しています。このような時代では、ユーザー企業
のIT部門は、従来に増して全方位的な役割が求められています。クラウドや
ビッグデータなど多様化するIT環境への対応、巧妙化するセキュリティ脅威へ
の対策、さらには、ビジネスイノベーションを誘発するIT活用の提案といった経
営に直結する役割も求められるようになってきます。当然のことながら、既存
のｼｽﾃﾑの保守・安定運用なども手を抜くことはできません。

しかし、こうした高度化・複雑化する要求に応えるには、課題も多いのが現状
です。情報子会社やパートナー企業も含めたIT推進体制のあり方、幅広い分
野の目利き力を備えた人材の育成方法、グローバル化への対応など、理想と
現実のギャップを感じている企業も少なくないでしょう。

こうした転換期における課題解決の一助となるために、今回の調査（2013
年度調査）では調査項目を一新しました。IT投資マネジメント、システム開発
の実態やIT組織、IT人材などの定点観測は残しつつ、新たな観点を追加。さ
らにビッグデータやビジネスイノベーションなどの調査項目をさらに拡充しまし
た。
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1. 回答企業のプロフィール

2. トピックス
① ITトレンド（ビッグデータ）
② IT基盤
③ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメントとビジネスイノベーション
② システム開発
③ IT推進組織・IT人材

4. 定点観測
① IT予算
② グローバルIT戦略
③ 情報セキュリティ

主な調査結果
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＜回答企業の業種別割合＞
（ 09年度までの業種区分「20業種」を、10年度より業種区分を変更し、日本標準産業
分類（平成19年11月改定）を参考に定めた業種に1業種を加え「27業種」とした）

9

13年度 13年度

件数 割合 件数 割合

製
造
業

1．食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 37 3.6%

非
製
造
業

14．農林漁業・同協同組合、鉱業 4 0.4%

2．繊維工業 14 1.4% 15．建築業 83 8.2%

3．パルプ・紙・紙加工品製造業 4 0.4% 16．電気・ガス・熱供給・水道業 10 1.0%

4．化学工業 51 5.0% 17．映像･音声情報制作･放送･通信業 10 1.0%

5．石油・石炭・プラスチック製品製造業 8 0.8% 18．新聞・出版業 9 0.9%

6．窯業・土石製品製造業 15 1.5% 19．情報サービス業 63 6.2%

7．鉄鋼業 14 1.4% 20．宿泊、飲食、旅行サービス業 20 2.0%

8．非鉄金属・金属製品製造業 32 3.1% 21．運輸業・郵便業 43 4.2%

9．電気機械器具製造業 58 5.7% 22．卸売業 116 11.4%

10．情報通信機械器具製造業 18 1.8% 23．小売業 65 6.4%

11．輸送用機械器具製造業 26 2.6% 24．金融業・保険業 71 7.0%

12．その他機械器具製造業 50 4.9% 25．医療業 9 0.9%

13．その他の製造業 93 9.2% 26．教育、学習支援 9 0.9%

27．その他の非製造業 84 8.3%

小計 420 41.3% 小計 596 58.7%



＜業種の特性を把握するため「7つの業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ」にまとめて分析＞
※12年度より従来の「重要インフラ」を「社会インフラ」に変更

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ 件数 割合 属する業種

建築・土木 83 8.2 15．建設業

素材製造 175 17.2

1．食料品、飲料・たばこ・飼料製造業、 2．繊維工業
3．パルプ・紙・紙加工品製造業、 4．化学工業
5．石油・石炭・プラスチック製品製造、 6．窯業・土石製品製造業
7．鉄鋼業、 8．非鉄金属・金属製品製造業

機械器具製造 245 24.1
9．電気機械器具製造業、 10．情報通信機械器具製造業
11．輸送用機械器具製造業、 12．その他機械器具製造業 13．その他の製造業

商社・流通 181 17.8 22．卸売業、 23．小売業

金融 70 7.0 24．金融業・保険業

社会インフラ 72 7.1
16．電気・ガス・熱供給・水道業、 17．映像･音声情報制作･放送･通信業、
18．新聞・出版業、 20．運輸業・郵便業

サービス 189 18.6
14．農林漁業・同協同組合、鉱業、 19．情報サービス業、
20．宿泊、飲食、旅行サービス業
25．医療業、 26．教育、学習支援、 27．その他の非製造業

全体 1016 100.0% 
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8.2

8.0

17.2

18.9

19.3

24.1

25.3

25.0

17.8

17.4

18.9

6.9 7.1

6.7

6.5

18.6

18.5

15.6

7.4 5.7

6.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

13年度（n=1015)

12年度（n=1030)

11年度（n=1039)

建築・土木 素材製造 機械器具製造 商社・流通 金融 社会インフラ サービス
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33.8

24.4

25.3

31.0

44.1

32.4

21.4

45.7

34.1

31.6

26.6

29.1

39.9

26.3

27.5

49.2

34.2

37.8

36.7

34.7

33.5

25.0

28.6

36.0

34.6

36.8

36.5

34.5

39.9

22.8

29.0

32.8

32.0

37.8

38.0

34.3

22.4

42.6

50.0

18.3

31.2

31.6

37.0

36.4

20.2

50.9

43.5

18.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=970)

建築・土木（n=82)

素材製造（n=166)

機械器具製造（n=239)

商社・流通（n=170)

金融（n=68)

社会インフラ（n=70)

サービス（n=175)

全体（n=1022)

建築・土木（n=76)

素材製造（n=192)

機械器具製造（n=261)

商社・流通（n=178)

金融（n=57)

社会インフラ（n=69)

サービス（n=189)

1
3
年

度
1
2
年

度

300人未満 300～1000人未満 1000人以上

＜回答企業の従業員数＞
大企業（1000人以上）が1/3、中堅企業(300～1000人未満）が1/3、中
小企業（300人未満）が1/3と、ほぼ同じ割合

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 従業員数
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2.7

1.2

3.6

2.5

0.0

1.1

2.0

3.5

6.0

26.8

11.1

19.9

28.9

18.5

32.3

17.6

47.9

27.3

18.4

22.6

25.0

19.7

24.1

17.6

50.8

47.3

58.0

49.1

49.6

53.0

36.9

44.1

37.1

48.0

57.9

50.0

51.2

50.9

46.3

47.1

35.5

18.9

24.7

26.7

15.9

22.0

16.9

25.0

7.8

18.0

21.1

23.2

17.1

23.1

18.5

19.1

7.1

4.4

3.9

4.2

2.6

3.2

4.8

2.9

9.3

16.2

0.0

1.7

4.6

0.0

6.0

1.9

0.0

6.2

3.1

3.0

9.2

13.2

1.2

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=942)

建築・土木（n=81)

素材製造（n=161)

機械製造（n=232)

商社・流通（n=168)

金融（n=65)

社会インフラ（n=68)

サービス（n=167)

全体（n=996)

建築・土木（n=76)

素材製造（n=190)

機械製造（n=252)

商社・流通（n=173)

金融（n=54)

社会インフラ（n=68)

サービス（n=183)

1
3
年

度
1
2
年

度

10億円未満 100億円未満 100～1000億円未満 1000億円～1兆円未満 1兆円以上

＜回答企業の売上高＞
売上高1兆円以上の超大企業(4.4%)を分析すると今後の動向が見える
「ｻｰﾋﾞｽ」は、売上高100億円未満が半数と規模の小さな企業が多い

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 売上高
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＜業種ｸﾞﾙｰﾌﾟと主たる商品・サービスの取引形態＞
非製造業では企業向け、一般消費者向け双方にビジネスを展開して
いる企業の割合が高い

（参考）売上高別
主たる商品・サー

ビスの取引形態

（C）JUAS 2014

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 主たる商品・サービスの取引形態

60.4

54.3

74.4

79.8

52.8

14.3

43.7

55.5

17.2

14.8

8.7

4.1

29.5

34.3

26.8

21.4

20.3

25.9

16.3

13.6

17.0

48.6

29.6

19.2

2.1

4.9

0.6

2.5

0.6

2.9

0.0

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=994)

建築・土木（n=81)

素材製造（n=172)

機械器具製造（n=242)

商社・流通（n=176)

金融（n=70)

社会インフラ（n=71)

サービス（n=182)

BtoB企業（ビジネスユーザー向け） BtoC企業（一般消費者向け） BtoBかつBtoC その他

66.3

63.2

56.6

41.5

14.8

16.4

19.4

14.6

15.6

19.1

24.0

43.9

3.3

1.4

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=270)

100億～1000億円未満（n=440)

1000億～1兆円未満（n=175)

1兆円以上（n=41)

BtoB企業（ビジネスユーザー向け） BtoC企業（一般消費者向け） BtoBかつBtoC その他

13



＜主たるﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙとITの位置づけ＞
特に金融において「ITなしではビジネスモデルが成り立たない」と回答
した割合が顕著

（C）JUAS 2014

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 主たるビジネスモデルとITとの関係

41.8

18.1

30.4

38.3

43.4

82.9

47.9

48.1

29.8

39.8

38.6

30.0

29.7

7.1

31.0

24.9

23.7

33.7

25.7

26.7

22.9

10.0

19.7

21.1

4.7

8.4

5.3

4.9

4.0

0.0

1.4

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=998)

建築・土木（n=83)

素材製造（n=171)

機械器具製造（n=243)

商社・流通（n=175)

金融（n=70)

社会インフラ（n=71)

サービス（n=185)

ITなしではビジネスモデルが成り立たない どちらかといえばITなしではビジネスモデルが成り立たない

どちらかといえばITがなくてもビジネスモデルが成り立つ ITがなくてもビジネスモデルが成り立つ

14



＜回答企業の設立年数＞全体では設立して30年以上90年未満の企
業が65.1％と大半を占めた。業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別では、ｻｰﾋﾞｽの4割を超える
企業が設立して30年未満。産業の新陳代謝の違いがうかがえる
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業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
企業の設立年数 1.2

4.1

0.8

1.7

2.9

0.0

2.2

11.1

6.5

6.7

19.5

18.6

12.5

38.6

28.4

18.8

39.3

35.6

24.3

23.6

39.7

40.7

43.5

38.1

36.2

28.6

36.1

12.0

18.5

27.1

15.1

6.9

25.7

27.8

7.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建築・土木（n=81）

素材製造（n=170）

機械器具製造（n=239）

商社・流通（n=174）

金融（n=70）

社会インフラ（n=72）

サービス（n=184）

設立して5年未満 5年以上30年未満 30年以上60年未満 60年以上90年未満 90年以上

企業の設立年数
1.9

2.2

1.7

16.5

6.6

23.4

32.1

30.8

33.0

33.2

40.3

28.2

16.3

20.0

13.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=990）

製造（n=409）

非製造（n=581）

設立して5年未満 5年以上30年未満 30年以上60年未満 60年以上90年未満 90年以上

注： 企業合併等により企
業が消滅した場合、その
存続会社の設立年数を
回答いただいた。
また、経営統合による
ホールディング設立の場
合、事業会社に在籍する
場合は事業会社の設立
年、持株会社に在籍する
場合は持株会社の設立
年で回答いただいた
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1. 回答企業のプロフィール

2. トピックス
① ITトレンド（ビッグデータ）
② IT基盤
③ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメントとビジネスイノベーション
② システム開発
③ IT推進組織・IT人材

4. 定点観測
① IT予算
② グローバルIT戦略
③ 情報セキュリティ

主な調査結果
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＜新規ﾃｸﾉﾛｼﾞｰやﾌﾚｰﾑﾜｰｸの導入状況＞
「基盤系ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ」「ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ」「ｻｰﾋﾞｽ」「方法論・ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ」に分類

4.3

4.8

4.7

2.1

3.9

2.8

0.9

0.6

7.1

3.7

2.5

2.1

2.3

2.6

15.2

11.4

5.9

6.0

5.1

2.8

17.8

21.2

10.6

15.1

9.4

8.8

5.5

4.7

9.0

6.0

0.9

2.9

1.7

2.2

1.4

1.1

1.0

7.4

3.9

5.1

1.8

2.8

2.2

2.3

0.7

1.0

3.2

1.7

1.6

75.4

78.5

85.5

84.9

89.6

91.3

94.8

58.6

59.8

69.3

70.5

79.5

83.8

83.8

93.3

92.6

80.8

90.4

93.2
0.3

0.7

4.3

1.2

1.0

3.1

6.0

4.6

1.9
0.8

9.9

8.0

11.1

8.8

5.7

1.4

1.2

0.5

0.7

2.0

2.1

1.8

6.2

3.9

3.5

4.3

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①HTML5（n=994）

④インメモリ･データベース管理システム（n=991）

⑥3Dプリンティング（n=993）

②マシン対マシン･コミュニケーション･サービス（n=995）

⑦AR（拡張現実）（n=988）

③メッシュ･ネットワーク･センサー（n=998）

⑤自然言語による質疑応答システム（n=998）

⑩経営ダッシュボード（n=982）

⑪社内SNS（n=996）

⑫社外SNS（n=994）

⑬マスターデータ管理（n=988）

⑨PLM（製品ライフサイクル管理）（n=997）

⑧タレントマネジメント（n=993）

⑭マネージド･プリント･サービス（n=992）

⑯BPaaS（ビジネスプロセスアズアサービス）（n=997）

⑮アプリケーション･テスティング（n=998）

⑰エンタープライズアーキテクチャー（EA）（n=997）

⑱BABOK（n=999）

⑲IT-CMF（IT能力成熟度フレームワーク）（n=997）

検
討

期
誕

生
期

普
及

期
検

討
期

検
討

期
誕

生
期

検
討

期
誕

生
期

基
盤

系
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
ア

プ
リ

ケ
ー

シ
ョ

ン
サ

ー
ビ

ス
方

法
論

、
ﾌ
ﾚ
ｰ

ﾑ
ﾜ
ｰ

ｸ

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討



＜ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞｱｰｷﾃｸﾁｬｰ(EA）＞企業のﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽ、ﾃﾞｰﾀ、ｱﾌﾟﾘｹｰ
ｼｮﾝ、IT基盤全体を体系的に整理し、包含するEA。 「導入済み」が4.2
％に過ぎないが、1兆円以上の企業では3割が導入済み
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年度別 ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞｱｰｷ
ﾃｸﾁｬｰ(EA）の導入状況

・導入率は頭打ち。一度EAを
構築したもののその後のﾋﾞｼﾞ
ﾈｽやｼｽﾃﾑの変化に対応でき
なかったり、検討したものの
自社の手に余るという判断で
あきらめたり、などの理由が
考えられる。

売上高別 ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ
ｱｰｷﾃｸﾁｬｰ(EA）の導入
状況

・業務が複雑な大企業ほど
必要性が高まることを反映
して、売上高1兆円以上の
企業では、「導入済み」が
30.0％、「試験導入中・導入
準備中」が12.5％、「検討
中」が22.5％となった。

4.2

0.4

1.8

10.2

30.0

6.2

12.5

8.8

2.9

6.7

20.3

22.5

3.0

1.5

2.3

4.5

15.0

81.4

94.9

87.8

58.8

20.0

2.5

0.4

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=927）

100億円未満（n=274）

100億～1000億円未満（n=436）

1000億～1兆円未満（n=177）

1兆円以上（n=40）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

4.2

5.0

6.6

4.9

2.7

2.4

3.1

8.8

11.9

13.8

17.7

2.5

0.0 10.0 20.0 30.0

エンタープライズアーキテクチャー（EA）
　13年度（n=927）

　12年度（n=965）

　11年度（n=996）

　10年度（n=1112）

（％）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中



企業内のさまざまなﾃﾞｰﾀから重要な情報を集約し、経営者に対して数
値やｸﾞﾗﾌなどで視覚化して表示する経営ﾀﾞｯｼｭﾎﾞｰﾄﾞ。企業規模を問わ
ず 「検討中」の割合も高く、関心が高い。
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売上高別 経営ﾀﾞｯｼｭﾎﾞｰﾄﾞの導入状況

8.2

3.3

4.9

18.6

30.8

6.8

6.1

14.7

12.8

21.4

14.4

22.3

29.9

20.5

4.1

4.8

3.5

4.5

2.6

59.5

75.6

63.1

32.2

33.3

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=912）

100億円未満（n=270）

100億～1000億円未満（n=426）

1000億～1兆円未満（n=177）

1兆円以上（n=39）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

・全体では「導入済み」が8.2％、「試験導入中・導入準備中」が6.8％、「検討
中」が21.4％であった。売上高別にみても、いずれも「検討中」の割合も高く、
関心の高さがうかがえる。一方で、「検討後見送り」も全体で4.1％である。
また、1000億円以上の企業では、いずれも「導入済み」～「検討中」の合計
値が6割強となり、ほぼ同じであった。



社内SNSは企業内でのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ促進や情報共有を目的に導入・検
討する企業が多い。顧客とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝやﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞなどで活用する
社外SNSは売上高1兆円以上の企業では約4割が導入済み。
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売上高別 社内
SNSの導入状況 10.1

9.1

6.5

14.8

35.0

6.2

4.8

11.9

20.0

17.8

14.9

14.5

27.3

32.5

7.5

6.9

8.3

6.8

5.0

58.5

66.5

65.9

39.2

7.5

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=925）

100億円未満（n=275）

100億～1000億円未満（n=434）

1000億～1兆円未満（n=176）

1兆円以上（n=40）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

売上高別 社外
SNSの導入状況 10.3

8.4

6.7

14.8

43.6

3.7

2.3

7.4

5.1

10.5

11.0

7.8

13.6

23.1

5.3

3.3

6.2

5.1

10.3

70.2

74.0

77.0

59.1

17.9

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=923）

100億円未満（n=273）

100億～1000億円未満（n=435）

1000億～1兆円未満（n=176）

1兆円以上（n=39）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

・「導入済み」は100億
円未満の企業の方が
若干多い。小規模の
企業でも比較的導入
しやすいﾃｸﾉﾛｼﾞｰであ
ると言える

・売上高1兆円以上で
は約4割の企業で導入
済みの反面、「検討後
見送り」も約1割。 「炎
上」などのﾘｽｸを警戒
している可能性もある
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ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ促進を期待しているｷｰﾜｰﾄﾞ上位は経営ﾀﾞｯｼｭﾎﾞｰﾄﾞ、社内
SNS、ﾏｽﾀｰﾃﾞｰﾀ管理。経営判断の迅速化、社内のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ促進、
企業内の情報の整合性が狙いか。

21.9

12.5

6.3

8.6

5.9

7.1

8.5

3.7

3.8

4.8

4.4

1.8

1.4

10.6

10.2

6.9

6.9

3.7

3.2

4.5

4.1

1.9

3.3

7.7

7.1

10.4

4.1

5.2

4.1

2.6

3.0

2.9

4.0

3.2

2.3

1.0

0.3

0.4

2.9

2.6

2.1

1.1

1.1

1.1

1.4

1.9

3.4

15.2

2.2

2.5

1.0

1.8

1.9

2.7

2.2

1.8

2.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

経営ダッシュボード

社内SNS

マスターデータ管理

インメモリ・データベース管理システム

PLM（製品ライフサイクル管理）

HTML5

マシン対マシン・コミュニケーション・サービス

社外SNS

タレントマネジメント

エンタープライズアーキテクチャー（EA）

3Dプリンティング

マネージド・プリント・サービス

メッシュ・ネットワーク：センサー

AR（拡張現実）

BPaaS（ビジネスプロセスアズアサービス）

BABOK 

IT-CMF（IT能力成熟度フレームワーク）

アプリケーション・テスティング

自然言語による質疑応答システム

（％）

1位（n=729）

2位（n=729）

3位（n=729）

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ促進に期待
しているｷｰﾜｰﾄﾞ
（1位～3位の合計順）



＜ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀへの取り組み状況＞大企業中心に活用が進むと考えられ
る。2割の企業で「未検討（ﾆｰｽﾞあり）」。一方で約半数が「未検討（ﾆｰｽ
ﾞなし）」。ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀのﾆｰｽﾞが必ずしも顕在化するわけではなさそうだ

ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの活用状況
現状、今後（3年後）の予測

・本調査では、ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀを、単にﾃﾞｰﾀの量が巨大なだけではなく、多様性があり、処理の速さも求められ、処理の複雑性も高い対象
（ｾﾝｻｰ情報、ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱの投稿、ﾈｯﾄ上の写真や映像など）から、ﾋﾞｼﾞﾈｽへの貢献に役立つ情報を得ることと定義した

・売上高1兆円以上の企業は検
討中までの比率も極めて大き
く、ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの活用も大企業
から進んでいくと考えられる

売上高別 ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの
活用状況（現状）

・3年後の予測では、「導入済
み」が10.0％、「試験導入中・
導入準備中」が12.0％、「検討
中」が23.5％となり、検討中を
含めると45.5％の企業が検討
までの段階に進む

22

主たるｻｰﾋﾞｽ別 ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰ
ﾀの活用状況（現状）

4.8

10.0

3.6

12.0

14.9

23.5

1.8

0.8

22.1

16.3

52.9

37.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現状（n=1008）

今後（3年後）（n=994）

導入済み 試験導入中･導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討(ニーズあり) 未検討(ニーズなし)

3.3

7.3

19.5 14.6

8.0

12.7

24.2

36.6

1.5

1.8

2.8

0.0

22.5

20.4

24.2

19.5

63.3

58.6

34.8

9.8

3.6

1.5

2.9

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=275）

100億～1000億円未満（n=442）

1000億～1兆円未満（n=178）

1兆円以上（n=41）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討(ニーズあり) 未検討(ニーズなし)

現状

4.0

4.1

8.5

2.8

5.9

4.5

11.4

20.0

23.4

1.5

2.9

1.5

17.7

33.5

24.9

62.5

33.5

37.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

BtoB企業（ビジネスユーザー向け）（n=598）

BtoC企業（一般消費者向け）（n=170）

BtoBかつBtoC（n=201）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討（ニーズあり） 未検討（ニーズなし）

現状



ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ活用の取り組みの推進主体は、全体ではIT部門が36.6％、
事業部門が16.5％。「導入済み」の企業では専門組織で取り組んでい
る割合が他より多く19.6％となる
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36.6

41.3

65.7

60.5

61.1

40.6

24.6

16.5

37.0

28.6

22.4

22.2

21.9

9.6

4.2

19.6

6.1

5.6

4.6

2.2

2.2

15.7

8.2 1.4

9.1

45.9

2.9

0.4

0.5

0.0

1.4

0.0

0.6

5.6

0.0

2.9

23.3

17.3

0.0

5.6

0.0

26.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=973）

導入済み（n=46）

試験導入中・導入準備中（n=35）

検討中（n=147）

検討後見送り（n=18）

未検討（ニーズあり）（n=219）

未検討（ニーズなし）（n=508）

IT部門 事業部門 専門組織 その他 未定 取り組み予定なし

導入状況（現状）別 ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀへ
の取り組みの推進主体

・ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ活用の検討段階や試験導入段階はIT部門主導で進め、実運用は事業部門や専門組織と
いう傾向があるのかもしれない。別調査による推進の課題でも、体制／組織の整備や人材育成が
上位に挙がっている。



最大の課題は「導入する目的の明確化」。なお、導入が進むにつれて
課題は具体化し、「人材（データサイエンティスト）の育成」「データ分析
・活用のための体制／組織の整備」の割合が高くなる
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27.3

10.9

13.2

10.7

5.4

5.1

4.2

3.4

0.8

0.0

0.1

0.2

14.6

5.7

9.5

9.6

11.2

7.2

7.5

6.3

12.0

8.4

7.1

11.5

6.7

10.3

7.2

0.3

4.5

13.8

2.2

0.4

0.7

1.5

0.8

12.0

0.1

1.3

2.5

2.4

0.9

1.5

0.8

0.0

0.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

導入する目的の明確化

データ分析・活用のための体制／組織の整備

ビッグデータ関連技術の習得や選択

人材（データサイエンティスト）の育成

費用対効果の説明

分析する対象の選定

分析対象となるデータの収集

経営層の理解

事業部門の理解

ベンダーの支援サービス

今までのＩＴ部門の取り組みとの違いの説明

公的機関などのデータ開示

その他

わからない

検討予定なし

（％）

1位（n=907）

2位（n=907）

3位（n=907）

ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ活用に
おける課題
（1位、2位、3位の
合計順）



ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ活用における課題は、導入の状況が「検討中」から「試験導
入中・導入準備中」「導入済み」に移ると、体制／組織や人材育成の
課題が増加
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導入状況（現状）別
ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ活用における
課題（1位）

・「導入済み」の企業では
「人材（ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝﾃｨｽﾄ）
の育成」が27.1％で一番
多く、次に「ﾃﾞｰﾀ分析・活
用のための体制／組織の
整備」が25.0％となった。
また、他の導入段階に比
べると、「分析対象となる
データの収集」を課題と捉
えている割合が10.4％と、
割合が高い。

18.4

16.3

12.2

26.5

8.2

0.7

2.7

8.2

5.4

0.7

0.0 20.0 40.0（％）

検討中（n=147）

14.3

31.4

8.6

25.7

5.7

0.0

5.7

2.9

2.9

0.0

0.0 20.0 40.0（％）

試験導入中・導入準備中（n=35）

10.4

27.1

25.0

14.6

6.3

2.1

0.0

2.1

10.4

0.0

0.0 20.0 40.0

ビッグデータ関連技術の習得や選

択
人材（データサイエンティスト）の

育成
データ分析・活用のための体制／

組織の整備

導入する目的の明確化

分析する対象の選定

事業部門の理解

経営層の理解

費用対効果の説明

分析対象となるデータの収集

公的機関などのデータ開示

（％）

導入済み（n=48）

10.8

6.5

7.9

26.1

3.6

0.2

3.4

3.4

2.7

0.0

0.0 20.0 40.0（％）

未検討（ニーズなし）（n=444）

14.9

8.8

13.0

33.5

5.6

1.9

3.7

8.8

5.1

0.5

0.0 20.0 40.0（％）

未検討（ニーズあり）（n=215）

18.8

6.3

18.8

31.3

0.0

0.0

6.3

6.3

6.3

0.0

0.0 20.0 40.0

ビッグデータ関連技術の習得や選

択
人材（データサイエンティスト）の

育成
データ分析・活用のための体制／

組織の整備

導入する目的の明確化

分析する対象の選定

事業部門の理解

経営層の理解

費用対効果の説明

分析対象となるデータの収集

公的機関などのデータ開示

（％）

検討後見送り（n=16）

※上位10項目抜粋



ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの捉え方はIT部門は「しばらくは静観」が約半数。売上高別
に見ると、企業規模が大きくなるにつれて前向きな捉え方が増加。 ま
た、BtoC企業のIT部門の方が前向きの割合が高い
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21.5

15.5

48.9

29.8

7.1

5.7

22.5

48.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門（n=991）

経営者（n=999）

前向きに捉えている しばらくは静観 懐疑的に捉えている わからない

10.7

18.2

35.2

71.1

50.7

49.2

52.3

21.1

5.9

8.8

4.0

5.3

32.7

23.8

8.5

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=272）

100億～1000億円未満（n=433）

1000億～1兆円未満（n=176）

1兆円以上（n=38）

前向きに捉えている しばらくは静観 懐疑的に捉えている わからない

IT部門

16.6

26.3

34.7

49.7

55.7

40.3

7.3

6.6

8.2

26.4

11.4

16.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

BtoB企業（ビジネスユーザー向け）（n=591）

BtoC企業（一般消費者向け）（n=167）

BtoBかつBtoC（n=196）

前向きに捉えている しばらくは静観 懐疑的に捉えている わからない

IT部門

ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの
捉え方

売上高別
(IT部門)

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ
別 (IT部門)

・経営者は「わから
ない」が約半数。
ただ、本調査はIT
部門向けのため
「経営者がわから
ない」と言ってい
るのか、経営者
の考えをIT部門
がわからないの
かは不明
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1. 回答企業のプロフィール

2. トピックス
① ITトレンド（ビッグデータ）
② IT基盤
③ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメントとビジネスイノベーション
② システム開発
③ IT推進組織・IT人材

4. 定点観測
① IT予算
② グローバルIT戦略
③ 情報セキュリティ

主な調査結果
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12.6

10.8

8.1

3.4

1.3

4.1

3.2

2.6

20.0

18.2

26.6

23.8

12.1

8.7

10.5

7.3

0.0

0.0

1.8

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

PaaS　13年度（n=984）

12年度（n=958）

11年度（n=1005）

10年度（n=1122）

09年度（n=966）

（％）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り

19.4

11.1

8.4

4.3

1.1

4.0

3.4

2.4

19.5

17.6

25.1

23.9

11.4

7.6

11.1

7.8

0.0

0.0

1.2

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

IaaS　13年度（n=987）

12年度（n=955）

11年度（n=1005）

10年度（n=1124）

09年度（n=964）

（％）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り

＜ｸﾗｳﾄﾞ導入状況＞
IaaSは踊り場から利用へと加速する。一方PaaSはIaaSほどの伸びは
なし。いずれも5年間、導入済み企業は順調に増加。

年度別 ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｸﾗｳﾄﾞ
（IaaS、PaaS）導入状況

・IaaSでは前回調査（12年度）
に比べて「導入済み」の割合
が8.3ポイント、「検討中」は1.9
ポイント増加。前回は、導入
の伸びが鈍ったことから踊り
場にあると見ていたが、今回
の調査では利用する方へ加
速しているといえる。

・一方PaaSは、導入済み企業
は前回より増加（1.8ポイント
増加）しているものの、IaaSほ
どの伸びはない。導入は進ん
でいるものの、勢いは鈍い。

IaaS

PaaS
※「検討後見送り」は11年度より調査開始
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自社構築できる体力があり自由度を求める場合はIaaS、コストを抑えて短期間で使用開始する場合は
SaaS、と棲み分けられる一方で、その中間的な位置づけにあるPaaSは選択しづらい状況にあるので
はないか



32.6

13.7

7.5

3.9

2.3

16.1

27.7

18.8

7.3 40.2

56.3

73.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

13年度（n=986）

10年度（n=1126）

09年度（n=968）

S
aa

S

導入済み 試験導入中･導入準備中 検討中 検討後見送り（※11年度より） 未検討

13.2

11.7

10.5

18.9

28.9

19.7

15.8

20.4

21.7

28.9

3.8

2.3

3.7

4.6

13.2

16.0

13.2

15.8

21.1

13.2

7.3

7.2

8.9

4.6

2.6

40.0

49.8

40.7

29.1

13.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=915）

100億円未満（n=265）

100億～1000億円未満（n=437）

1000億～1兆円未満（n=175）

1兆円以上（n=38）

導入済み（3年以上前） 導入済み（3年以内） 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

3分の1の企業がSaaSを利用。IaaS（19.4％）、PaaS（12.6％）に比べる
と、SasSの利用が進んでいる。特に大企業ほどSaaS利用に積極的。
全体でも3年前の調査と比較すると、導入の広がりが明らかに。

（C）JUAS 2014 29

年度別 ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ
ｸﾗｳﾄﾞ（SaaS）導
入状況

※2011年度、2012年度
は設問項目が異なるた
め、集計対象から除外

※12年度より導入時期も
調査。13年度の時点で
「3年以上前に導入済
み」が13.2％であり、こ
れは10年度調査の「導
入済み13.7%とほぼ
一致する

売上高別
ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｸﾗｳﾄﾞ
（SaaS）導入状況

・大企業ほど利用が進んでいる背景としては、大企業は様々なｼｽﾃﾑを保有しており、
ｼｽﾃﾑの特性に応じてIT基盤の使い分けていると考えられる。そのため、SaaSの利
用に適したｼｽﾃﾑであれば前向きに利用していると推測される。



13.9

9.9

19.6

15.7

17.9

4.4

4.7

3.0

16.5

14.0

22.6

7.3

8.4

5.9

38.2

47.2

50.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

13年度（n=991）

12年度（n=998）

11年度（n=1007）

導入済み（3年以上前） 導入済み（3年以内） 試験導入中･導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

13.8

7.5

10.3

22.7

55.0

19.8

13.6

16.9

35.2

25.0

4.6

2.6

4.8

6.8

5.0

16.5

16.2

18.2

13.6

12.5

7.4

10.2

7.3

5.1

0.0

37.9

49.8

42.6

16.5

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=920）

100億円未満（n=265）

100億～1000億円未満（n=439）

1000億～1兆円未満（n=176）

1兆円以上（n=40）

3年以上前に導入・構築済み 3年以内に導入・構築済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｸﾗｳﾄﾞも3分の1の企業が利用。大企業ほど導入が進み、
1000億円以上では約5割、1兆円以上では8割に達する。低価格化や
選択肢の広がりを受け、今後は中小企業への導入が進む兆しも
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年度別 ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰ
ﾄｸﾗｳﾄﾞ導入状況

※12年度より導入時期も
調査。

売上高別
ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｸﾗｳﾄﾞ
導入状況

本調査では、プライベートクラウド：自社および自社ｸﾞﾙｰﾌﾟのみ利用可能で、サーバーリソー
スなどを素早く柔軟に整備できるITインフラ環境やｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝサービスと定義した



海外進出に前向きな企業でのﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｸﾗｳﾄﾞ導入が進む。海外進出時
の世界各国の拠点でのｼｽﾃﾑ利用を考えた際に、同じｻｰﾋﾞｽをより早く
世界展開しやすいﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｸﾗｳﾄﾞを選択する傾向にあると推測される
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海外進出状況別
ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｸﾗｳﾄﾞ導
入状況

19.4

23.6

20.3

14.0

11.1

12.7

17.4

8.5

12.6

14.8

22.2

8.4

10.8

13.2

15.2

7.4

4.0

5.0

6.3

2.5

3.4

4.4

2.2

2.3

4.1

5.6

6.3

2.0

3.2

4.3

2.2

1.8

19.5

21.6

20.3

16.2

17.6

19.6

23.9

14.1

20.0

21.6

23.8

17.2

18.2

22.0

21.7

12.8

7.6

6.8

14.1

7.9

11.1

10.7

17.4

10.5

8.7

9.6

11.1

7.6

10.5

10.0

17.4

10.3

49.6

43.1

39.1

59.5

56.9

52.7

39.1

64.6

54.6

48.3

36.5

64.9

57.3

50.4

43.5

67.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=987）

既に海外進出している（n=501）

今後、海外進出を予定している（n=64）

海外進出の予定は当面ない（n=407）

全体（n=955）

既に海外進出している（n=505）

今後、海外進出を予定している（n=46）

海外進出の予定は当面ない（n=390）

全体（n=984）

既に海外進出している（n=499）

今後、海外進出を予定している（n=63）

海外進出の予定は当面ない（n=407）

全体（n=958）

既に海外進出している（n=508）

今後、海外進出を予定している（n=46）

海外進出の予定は当面ない（n=390）

1
3
年

度
1
2
年

度
1
3
年

度
1
2
年

度

Ia
aS

P
aa

S

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

・IaaSは既に海外進
出している企業で
の導入済みの伸び
が大きく（10.9ﾎﾟｲﾝﾄ
増加）、PaaSは今後
海外進出を予定し
ている企業での導
入済みの伸びが大
きい（7.0ﾎﾟｲﾝﾄ増
加）



＜業務ｼｽﾃﾑで利用するIT基盤＞全体としてまだｵﾝﾌﾟﾚﾐｽが主流。た
だし、Web・ﾌﾛﾝﾄ系では用途や目的に応じて他のIT基盤も比較的利用
が進む。IT基盤別では業務支援・情報系もｸﾗｳﾄﾞを一部利用
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各業務ｼｽﾃﾑで
利用しているIT基
盤（1位のみ）

1.6

2.3

3.5

7.9

2.4

3.5

5.8

4.8

3.7

4.0

2.6 2.7

2.0

4.5

2.7

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0

基幹系（個人情報あり）（n=854）

基幹系（個人情報なし）（n=886）

業務支援・情報系（n=891）

Web・フロント系（n=877）

管理業務系（n=881）
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基幹系（個人情報あり）（n=854）

基幹系（個人情報なし）（n=886）

業務支援・情報系（n=891）

Web・フロント系（n=877）

管理業務系（n=881）

（％）

1位 2位 3位

79.3
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69.5

40.4
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11.7
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3.5

7.9

1.2

5.3

8.0

2.2

13.0 19.4

2.3

1.6

2.4

1.5

2.7

5.5

2.7

3.1

4.3

4.3

3.6

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①基幹系（個人情報あり）（n=854）

②基幹系（個人情報なし）（n=886）

③業務支援・情報系（n=891）

④Web・フロント系（n=877）

⑤管理業務系（n=881）

オンプレミス プライベートクラウド パブリッククラウド（IaaS・PaaS）

パブリッククラウド（SaaS） サービス利用（ASPなど） レンタル（ホスティングなど）

IaaS・PaaSを利用
している業務ｼｽﾃ
ﾑの割合（1位・2
位・3位の合計）

SaaSを利用して
いる業務ｼｽﾃﾑの
割合（1位・2位・3
位の合計）



＜ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｸﾗｳﾄﾞの評価＞IaaS・PaaSの利用は価格や負担軽減に対す
る期待が群を抜いて高い。また、BCP対策の一環として「災害対策とし
て有効」の評価も高い
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導入時に期待し
たこと・導入して
良かったこと
（IaaS・PaaS）
1位～3位
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3.1

2.0

3.1

4.2

2.9

3.9

3.9

1.3

3.9

0.0 10.0 20.0 30.0

安価に利用できる

ハードウェア、ソフトウェアの購入、導入、保守の負担減

需要の増減に応じたHW、SW利用の拡大・縮小が容易

開発なしでアプリケーションの利用が可能

自社運用よりもセキュリティ対策が安心である

迅速にサービス（アプリケーション）を利用できる

障害対応が充実している

24時間365日サービスが利用できる

短期利用、試験的利用など気軽に使える

災害対策として有効である

安価に利用できる

ハードウェア、ソフトウェアの購入、導入、保守の負担減

需要の増減に応じたHW、SW利用の拡大・縮小が容易

開発なしでアプリケーションの利用が可能

自社運用よりもセキュリティ対策が安心である

迅速にサービス（アプリケーション）を利用できる

障害対応が充実している

24時間365日サービスが利用できる

短期利用、試験的利用など気軽に使える

災害対策として有効である
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（％）

1位（n=685）

2位（n=685）

3位（n=685）
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6.7

2.1

8.6

0.7

1.7

1.6

1.1

12.4

8.4

1.2

1.1

2.4

5.5

10.8

2.6

7.0

3.3

9.7

2.1

4.4

1.7

2.4

4.3

10.4

1.8

4.9

7.0

1.9

4.3

1.9

2.6

3.3

5.5

3.9

6.4

4.7

4.4

2.2

5.1

3.6

7.3

4.3

2.2

3.8

2.7

5.7

9.4

3.2

1.0

5.7

2.1 2.7

3.9

3.4

4.0

4.7

4.1

0.0 10.0 20.0 30.0

安価に利用できる

ハードウェア、ソフトウェアの購入、導入、保守の負担減

需要の増減に応じたHW、SW利用の拡大・縮小が容易

開発なしでアプリケーションの利用が可能

自社運用よりもセキュリティ対策が安心である

迅速にサービス（アプリケーション）を利用できる

障害対応が充実している

24時間365日サービスが利用できる

短期利用、試験的利用など気軽に使える

災害対策として有効である

安価に利用できる

ハードウェア、ソフトウェアの購入、導入、保守の負担減

需要の増減に応じたHW、SW利用の拡大・縮小が容易

開発なしでアプリケーションの利用が可能

自社運用よりもセキュリティ対策が安心である

迅速にサービス（アプリケーション）を利用できる

障害対応が充実している

24時間365日サービスが利用できる

短期利用、試験的利用など気軽に使える

災害対策として有効である

S
aa

S
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時

に
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待
し
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と
S

aa
S

を
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入
し

て
良

か
っ

た
こ
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（％）

1位（n=823）

2位（n=823）

3位（n=823）

SaaS

SaaSの利用ではｺｽﾄ重視、ｽﾋﾟｰﾄﾞ重視、そして自社内の負担軽減が
期待される。安価に利用でき、購入～導入～保守の負担が減り、迅速
にｻｰﾋﾞｽを利用できる点に期待と評価が集まった。
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導入時に期待し
たこと・導入して
良かったこと
（SaaS）
1位～3位
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13.5

21.8

2.2

3.7

4.1
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6.1

3.4

0.3
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3.2
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0.3

0.6
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0.5
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1.1

0.2
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2.8

2.0

1.2

0.8

1.4

4.5

0.6

0.6

1.2

1.1

0.5

0.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

セキュリティ対策が不十分

本当にコストダウンするか（したか）わからない

他社のサービスへの移行が困難

トラブル発生時の問題判別・対処が困難

導入、運用の負担が思ったほど減らない

障害による損害の補償内容が不十分

サービス提供者のサポートが不十分

個人情報を預けることに不安がある

自社システムとのデータ連携が行えない

システムの応答時間が実用的なレベルに達しない

障害が多い

監査の際の情報提供が不十分

国内・海外の法律への対応が不十分

自社の業務システムに合わない

セキュリティ対策が不十分

本当にコストダウンするか（したか）わからない

他社のサービスへの移行が困難

トラブル発生時の問題判別・対処が困難

導入、運用の負担が思ったほど減らない

障害による損害の補償内容が不十分

サービス提供者のサポートが不十分

個人情報を預けることに不安がある

自社システムとのデータ連携が行えない

システムの応答時間が実用的なレベルに達しない

障害が多い

監査の際の情報提供が不十分

国内・海外の法律への対応が不十分

自社の業務システムに合わない
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待
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だ

っ
た

こ
と

（％）

1位（n=651）

2位（n=651）

3位（n=651）

IaaS・PaaSの導入を見送った理由として最も多いのは「本当にｺｽﾄﾀﾞｳ
ﾝするかわからない」。以下、ｾｷｭﾘﾃｨや自社ｼｽﾃﾑとの連携など自社で
ｺﾝﾄﾛｰﾙできない不安から導入を見送っている。

35

導入を見送った
理由・導入したが
期待外れだった
こと（IaaS・PaaS）
1位～3位

・導入したが期待
外れだったことで
もｺｽﾄﾀﾞｳﾝへの懐
疑が最多。さらに
「導入、運用の負
担が思ったほど減
らない」「ﾄﾗﾌﾞﾙ発
生時の問題判別・
対処が困難」「他
社のｻｰﾋﾞｽへの
移行が困難」など、
IaaS・PaaSを使っ
て初めてわかる
不満が表れてい
る
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SaaS導入見送りも「本当にｺｽﾄﾀﾞｳﾝするかわからない」ため。SaaSは
基本的に自社業務ｼｽﾃﾑをｻｰﾋﾞｽに合わせる前提の利用、導入のｺｽﾄ
ﾒﾘｯﾄと業務ｼｽﾃﾑの変更負担を十分に比較、検討しておきたい。
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導入を見送った
理由・導入したが
期待外れだった
こと（SaaS）
1位～3位
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0.8

0.5
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0.0 10.0 20.0 30.0

セキュリティ対策が不十分

本当にコストダウンするか（したか）わからない

他社のサービスへの移行が困難

トラブル発生時の問題判別・対処が困難

導入、運用の負担が思ったほど減らない

障害による損害の補償内容が不十分

サービス提供者のサポートが不十分

個人情報を預けることに不安がある

自社システムとのデータ連携が行えない

システムの応答時間が実用的なレベルに達しない

障害が多い

監査の際の情報提供が不十分

国内・海外の法律への対応が不十分

自社の業務システムに合わない

セキュリティ対策が不十分

本当にコストダウンするか（したか）わからない

他社のサービスへの移行が困難

トラブル発生時の問題判別・対処が困難

導入、運用の負担が思ったほど減らない

障害による損害の補償内容が不十分

サービス提供者のサポートが不十分

個人情報を預けることに不安がある

自社システムとのデータ連携が行えない

システムの応答時間が実用的なレベルに達しない

障害が多い

監査の際の情報提供が不十分

国内・海外の法律への対応が不十分

自社の業務システムに合わない
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（％）

1位（n=643）

2位（n=643）

3位（n=643）

SaaS

・導入前に見送った
理由として高い「ｾ
ｷｭﾘﾃｨ対策が不十
分」「個人情報を預
けることに不安があ
る」「自社の業務ｼｽ
ﾃﾑに合わない」は、
導入後の期待外れ
ではそこまで回答
が多くない。これら
の観点での検討が
導入前にしっかりと
されているといえる



＜ｻﾎﾟｰﾄ期限切れへの対応＞Windows2003 Serverなど、ｻﾎﾟｰﾄ期限
が到来するｻｰﾊﾞｰOSやｻｰﾊﾞｰ用ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝへの対応は、半数を超え
る企業でﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟを実施。大企業ほど対応割合が増加する
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0.0
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24.8
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24.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=887）

100億円未満（n=256）

100億～1000億円未満（n=424）

1000億～1兆円未満（n=169）

1兆円以上（n=38）

システム更新（バージョンアップ） システム更新（クラウドへ移行） サポート切れのまま利用

システムを廃棄 状況を把握していない 対象なし

50.7

38.8

51.8

62.7

65.8

3.9

4.7

2.8

4.1

10.5

19.5

18.8

21.6

16.0

15.8

2.11.8

5.9

0.7

0.6

0.0

0.0

2.7

1.4

1.8

21.9

29.0

21.6

14.8

7.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=887）

100億円未満（n=255）

100億～1000億円未満（n=425）

1000億～1兆円未満（n=169）

1兆円以上（n=38）

システム更新（バージョンアップ） システム更新（クラウドへ移行） サポート切れのまま利用

システムを廃棄 状況を把握していない 対象なし

売上高別
ｻﾎﾟｰﾄ期限切れ
状況（ｻｰﾊﾞｰOS）

売上高別
ｻﾎﾟｰﾄ期限切れ
状況（ｻｰﾊﾞｰ用ｱ
ﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ）

・ｸﾗｳﾄﾞへ移行する
と回答した企業は1
兆円以上の企業が
最も多い
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1. 回答企業のプロフィール

2. トピックス
① ITトレンド（ビッグデータ）
② IT基盤
③ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメントとビジネスイノベーション
② システム開発
③ IT推進組織・IT人材

4. 定点観測
① IT予算
② グローバルIT戦略
③ 情報セキュリティ

主な調査結果
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＜ｻﾎﾟｰﾄ切れ対応状況＞ 2014年4月9日にｻﾎﾟｰﾄが終了した
Windows XP、Office 2003。2013年11月の調査時点では、いずれも終
了までに対応が完了する企業は50％に満たない予定
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Windows XP対応予
定状況

n=1011

対応せず、
Windows XPを使

い続ける
8.7

もともとWindows
XPを利用していな

い
1.8

対応予定だが、
2014年4月9日以

降にずれ込む
40.2

2014年4月9日ま
でに対応完了（予

定含む）
49.4

Office 2003対応予
定状況

n=1005

対応せず、Office
2003を使い続ける

11.2

もともとOffice
2003を利用してい

ない
8.2

対応予定だが、
2014年4月9日以

降にずれ込む
34.7

2014年4月9日ま
でに対応完了（予

定含む）
45.9



＜Windows XP対応＞全体の約90％の企業が課題として真摯に受け
止め取り組んでいるが、多くのﾛｰﾄﾞや多額の費用を要することから、
全体の約40％の企業が2014年4月9日までには間に合わない
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売上高別 Windows XP対応予定状況

・2014年4月9日に間に合わない企業からは対策として「Windows XPをサポートするウイルス対策
ソフトを使用する」といった声があるが、これだけでは十分ではない。今後発見されるWindows 
XPの脆弱性の穴には対応できない可能性もあり、ウイルス対策ソフトの過信は危険である。もし
もWindows XPの脆弱性を狙った攻撃を受けた場合、自社のみならず、他社にも迷惑を及ぼす可
能性もある。Windows XPをサポート終了後も使い続けることがリスクを高めることを認識した上
で、もう一度リスク対策を見直し、Windows XPの移行完了時期の見直しも含め、サポートがある
OSへの早期の切り替えが必要と思われる。

49.1

50.9

45.6

51.7

63.4

40.1

34.9

44.2

39.9

31.7

9.0

11.6

9.5

5.1

2.4

1.8

2.5

0.7

3.4

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=937）

100億円未満（n=275）

100億～1000億円未満（n=443）

1000億～1兆円未満（n=178）

1兆円以上（n=41）

2014年4月9日までに対応完了（予定含む） 対応予定だが、2014年4月9日以降にずれ込む

対応せず、Windows XPを使い続ける もともとWindows XPを利用していない

※調査は2013年11月に実施



49.4

40.0

41.6

47.8

51.4

47.2

69.9

44.6

44.6

48.2

37.2

38.6

50.0

23.1

3.6

12.6

9.4

11.7

8.6

2.8

5.9

2.4

2.9

0.8

3.3

1.4

0.0

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建築・土木（n=83）

素材製造（n=175）

機械器具製造（n=245）

商社・流通（n=180）

金融（n=70）

社会インフラ（n=72）

サービス（n=186）

2014年4月9日までに対応完了（予定含む） 対応予定だが、2014年4月9日以降にずれ込む

対応せず、Windows XPを使い続ける もともとWindows XPを利用していない

「2014年4月9日までに対応完了（予定含む）」と「対応予定だが、2014
年4月9日以降にずれ込む」をあわせた割合が高いのは、「社会インフ
ラ」（97.2％）「建築・土木」（94.0％）
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業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 Windows XP対応予定状況
※調査は2013年11月に実施



48.4

40.8

52.0

57.5

28.9

38.8

33.9

25.0

12.8

13.4

6.2

5.0

9.9

7.0

7.9

12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=273）

100億～1000億円未満（n=441）

1000億～1兆円未満（n=177）

1兆円以上（n=40）

2014年4月9日までに対応完了（予定含む） 対応予定だが、2014年4月9日以降にずれ込む

対応せず、Office 2003を使い続ける もともとOffice 2003を利用していない

50.6

36.0

41.2

45.5

38.6

36.1

66.1

41.0

38.3

39.9

29.5

40.0

51.4

18.3

3.6

14.9

13.2

14.2

10.0

6.9

8.1

4.8

10.9

5.8

10.8

11.4

5.6

7.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建築・土木（n=83）

素材製造（n=175）

機械器具製造（n=243）

商社・流通（n=176）

金融（n=70）

社会インフラ（n=72）

サービス（n=186）

2014年4月9日までに対応完了（予定含む） 対応予定だが、2014年4月9日以降にずれ込む

対応せず、Office 2003を使い続ける もともとOffice 2003を利用していない

1兆円以上の企業ではOffice 2003をもともと利用していない割合が
12.5％。OSであるWindows XPの変更は影響が大きいが、比較的影響
が小さいOfficeはすでにﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟを行っているのではないか
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売上高別
Office 2003
対応予定状況

※調査は2013年11月に実施

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
Office 2003
対応予定状況



7.7

4.7

6.1

12.4

24.4

6.0

3.6

4.3

12.4

12.2

9.3

4.7

7.7

17.4

22.0

21.5

20.0

23.1

20.8

17.1

24.0

22.9

24.7

25.3

19.5

31.5

44.0

34.2

11.8

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=936）

100億円未満（n=275）

100億～1000億円未満（n=442）

1000億～1兆円未満（n=178）

1兆円以上（n=41）

導入済み(3年以上前) 導入済み(3年以内) 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

＜ｼﾝｸﾗｲｱﾝﾄ導入状況＞導入済みは13.7％、約3割の企業が試験導
入・導入準備または検討中。導入には一定規模の投資（準備）が必要
なため、大企業を中心に今後も徐々にｼﾝｸﾗｲｱﾝﾄ化が進むと思われる
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売上高別
ｼﾝｸﾗｲｱﾝﾄ
導入状況

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
ｼﾝｸﾗｲｱﾝﾄ
導入状況

7.2

5.2

8.6

3.9

17.1

18.1

5.4

2.4

9.8

4.1

3.9

10.0

8.3

5.4

12.0

12.1

8.6

5.6

15.7

6.9

7.0

27.7

21.8

22.1

16.2

20.0

25.0

24.7

19.3

25.3

25.8

25.7

20.0

15.3

24.7

31.3

25.9

30.7

44.7

17.1

26.4

32.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建築・土木（n=83）

素材製造（n=174）

機械器具製造（n=244）

商社・流通（n=179）

金融（n=70）

社会インフラ（n=72）

サービス（n=186）

導入済み(3年以上前) 導入済み(3年以内) 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

・「導入済み」の
割合は「金融」
（27.1％）「社会
インフラ」
（26.4％）が高い



＜ｸﾗｲｱﾝﾄOS＞
Windows XP以前が大幅に減少、Windows 7が躍進。最も多いOSが初
めて「Windows 7」がWindows XP以前を上回る結果となった。
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2.8

49.7

1.3

1.3

65.4

28.3

0.2

2.0

1.3

84.0

3.3

10.4

1.5

0.8

92.7

3.0

2.6

1.0

0.6

44.9

2.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

Windows XP以前

Windows Vista

Windows 7

Windows 8

シンクライアント

その他OS  

（％）

13年度(n=932)

12年度（n=912）

11年度（n=925）

10年度（n=1016）

ｸﾗｲｱﾝﾄOSの導入割合（導入比率の単純平均）

・2009年9月に販売開始された「Windows 7」は、過去の企業IT動向調査の結果によると、導入
企業の割合が09年度は4.1％、10年度は35.5％、11年度は62.3％、12年度は80.0％、13年度
は93.2％と大幅に増加している。

・2012年8月に販売開始された「Windows 8」は、導入企業の割合が12年度は1.9％、13年度は
15.2％だった。

※調査は2013年11月に実施



Windows 7は13年度末までに75％超の企業が導入、14年度末までに
は90％以上の企業が導入見込み。
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年度別 Windows 7の本格的な導入（予定）時期

8.8

5.5

7.4

8.5

12.5

23.0

20.7

40.4

22.4

27.6

33.7

26.5

32.1

29.5

14.0

8.3

18.0

8.4

2.3

2.2

8.0

5.4

14.08.0

3.23.3

2.6

0.3

0.6

0.2

1.2

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

13年度（n=969）

12年度（n=983）

11年度（n=1022）

10年度（n=1100）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度以降 導入しない 未定

・本格的な導入（予定）時期を「Windows XP」のｻﾎﾟｰﾄが終了する「2014年度以降」と回答した企
業合計は21.4％となり、12年度の6.8％から大きく増加した。これは、導入に向けた取り組みは
進めているものの、当初想定したｽｹｼﾞｭｰﾙよりも実際には時間を要していることなどが原因と
なっていると思われる。

・「未定」の割合の現象は、「Windows 8」の発売から時間が経過し、「Windows 7」と「Windows 8」
といった選択肢の内容が詳細に把握でき、各社が対応方針が明確になったためと思われる。
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34.2

31.9

43.9

31.7

31.7

45.8

6.5

8.4

16.9

11.5

23.0

28.4

11.8

12.3

12.6

14.3

13.0

12.4

14.3

11.4

8.0

12.1

9.1

3.9

33.2

30.4

9.5

23.3

18.6

35.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人未満（n=322）

300～1000人未満（n=332）

1000人以上（n=301）

300人未満（n=322）

300～1000人未満（n=331）

1000人以上（n=306）

ス
マ

ー
ト

フ
ォ

ン
タ

ブ
レ

ッ
ト

端
末

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

・「未検討」に着目すると、従業
員数が大きくなるにつれて割
合が下がることからも、規模
の大きな企業がｽﾏｰﾄﾌｫﾝやﾀ
ﾌﾞﾚｯﾄ端末の導入を積極的に
検討していると考えられる

・ただし、別途調査した導入台
数の規模を見ると、大規模な
導入を行っている企業は限定
的である

＜ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ・ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末導入状況＞
導入企業は年々増加、13年度にはいずれも4割弱の企業が導入中。
企業規模が大きいほど導入に積極的だが、大規模な導入は限定的。
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37.3

28.0

19.0

11.3

36.3

27.0

13.8

6.2

10.7

12.3

16.1

12.7

21.0

19.0

19.9

11.8

12.0

19.3

29.7

25.3

13.2

21.6

32.2

26.4

10.9

9.5

4.7

8.3

5.5

4.4

29.1

50.7

55.6

30.9

30.5

21.2

26.9

29.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

13年度（n=1000）

12年度（n=1015）

11年度（n=1011）

10年度（n=1124）

13年度（n=1005）

12年度（n=1004）

11年度（n=1010）

10年度（n=1123）
ス

マ
ー

ト
フ

ォ
ン

タ
ブ

レ
ッ

ト
端

末

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

年度別
ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ・ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末
導入状況

従業員数別
ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ・ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末
導入状況



(倍）

0.98

2.48

1.26

1.70

0.00 0.50 1.00 1.50 2.00 2.50 3.00

モバイル端末（メール、スケジュール）

モバイル端末（業務システムなど）

顧客へのプレゼンテーション端末

ペーパーレス（図面、マニュアルなど）
伸び率

77.1

25.8

54.9

33.1

75.8

63.9

69.1

56.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

モバイル端末（メール、スケジュール）

モバイル端末（業務システムなど）

顧客へのプレゼンテーション端末

ペーパーレス（図面、マニュアルなど）

（％）

現状（n=625）

今後（n=673）

＜ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末の利用目的＞現状では約8割で「ﾓﾊﾞｲﾙ端末（ﾒｰﾙ、ｽｹｼ
ﾞｭｰﾙ管理）」として利用、今後も引き続き利用予定。今後に対する期待
が大きいものは業務ｼｽﾃﾑの端末、ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ。
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ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末利用目的
現状と今後
（3年後） （複数回答）

・現状と今後の伸び率を調べる
と、「ﾒｰﾙ、ｽｹｼﾞｭｰﾙ管理」は
ほぼ変わらないのに対し、「業
務ｼｽﾃﾑの端末」は約2.5倍。
「業務ｼｽﾃﾑの端末」としての
活用に対する期待が大きい

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末利用目的
現状と今後（3年後）の
伸び率

・その他として自由記述された
回答には、「ｿﾌﾄｳｪｱ開発」「検
証機」等が多く見られた。各企
業でのﾀﾌﾞﾚｯﾄの活用が進み、
ﾀﾌﾞﾚｯﾄｱﾌﾟﾘの開発が増えてき
ていると推測される。



ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末を導入中～検討中の企業では「盗難・紛失」「ｾｷｭﾘﾃｨ」対
策として、5つの対策は1/3以上の企業が実施中。
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ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末
「盗難・紛失」「ｾｷｭﾘﾃｨ」対策状況（複数回答）

69.9

55.7

53.4

48.6

35.8

13.8

13.3

4.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

パスワードロックを必須としている

盗難・紛失時に遠隔でワイプ（データの消去）できるようにしている

タブレット端末にデータを保存させない

MDMを利用しアプリや機能を制限

ルールを定め、違反した場合には処罰する

保存領域を暗号化している

インターネット閲覧を制限している

その他

（％）

（n=625）

・別途調査したおよその導入台数別に対策状況を分類すると、導入規模が大き
くなるほど、対策を徹底している様子がうかがえる。
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1. 回答企業のプロフィール

2. トピックス
① ITトレンド（ビッグデータ）
② IT基盤
③ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメントとビジネスイノベーション
② システム開発
③ IT推進組織・IT人材

4. 定点観測
① IT予算
② グローバルIT戦略
③ 情報セキュリティ

主な調査結果
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19.2

22.1

8.2

8.1

4.8

4.0

3.9

6.7

5.1

2.2

5.9

2.9

2.0

7.3

9.5

6.7

8.6

9.0

7.6

6.5

4.5

3.2

4.3

4.8

3.4

1.0

11.0

9.2

7.9

9.6

10.1

7.3

8.1

6.0

4.7

8.2

2.9

3.9

2.83.8

0.9

20.3

3.4

3.4

5.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

業務プロセスの効率化（省力化、業務コスト削減）

迅速な業績把握、情報把握（リアルタイム経営）

営業力の強化

IT開発・運用のコスト削減

業務プロセスの質・精度の向上（ミス、欠品削減等）

業務プロセスのスピードアップ（リードタイム短縮等）

社内コミュニケーションの強化

グローバル化への対応

ビジネスモデルの変革

BCP（事業継続計画）の見直し

顧客重視の経営

企業間（グループ、業界、取引先間）の情報連携

企業としての社会的責任の履行（セキュリティ確保、個人情報の保護
等）

商品・サービスの差別化・高付加価値化

経営の透明性の確保（内部統制、システム監査への対応等）

（％）

1位（n=998）

2位（n=992）

3位（n=967）

＜IT部門がIT投資で解決したい中期的な経営課題＞
「迅速な業績把握、情報把握（ﾘｱﾙﾀｲﾑ経営） 」と「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率
化（省力化、業務ｺｽﾄ削減）」がIT投資の二本柱

IT投資で解決したい
中期的な経営課題
（1～3位）

・ IT投資の前提となる経
営課題を見ると、「業務
プロセスの効率化」、「リ
アルタイム経営」、「営業
力の強化」、「ITコスト削
減」、「業務プロセスの品
質向上」と全業種を通じ
た上位5傑は例年と変わ
らない



16.2

10.6

5.6

4.0

1.0

15.2

15.7

3.0

4.0

6.6

8.6

5.6

0.5

2.0

1.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0
（％）

BtoBかつBtoC（n=198）

13.0

8.9

4.7

2.4

3.6

8.9

21.9

2.4

3.0

6.5

14.2

5.9

1.2

2.4

1.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0
（％）

BtoC企業（n=169）

26.2

3.7

7.8

4.1

3.5

6.1

19.3

4.6

5.7

4.6

6.4

2.7

1.0

1.9

2.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

迅速な業績把握、情報把握（リアルタイ

ム経営）

顧客重視の経営

グローバル化への対応

社内コミュニケーションの強化

企業間（グループ、業界、取引先間）の

情報連携

IT開発・運用のコスト削減

業務プロセスの効率化（省力化、業務

コスト削減）

業務プロセスのスピードアップ（リードタ

イム短縮等）
業務プロセスの質・精度の向上（ミス、

欠品削減等）

ビジネスモデルの変革

営業力の強化

商品・サービスの差別化・高付加価値

化
経営の透明性の確保（内部統制、シス

テム監査への対応等）

企業としての社会的責任の履行（セ

キュリティ確保、個人情報の保護等）

BCP（事業継続計画）の見直し

（％）

BtoB企業（n=592）

企業の事業特性によってITで解決したい経営課題は異なる。主たるﾋﾞ
ｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙをBtoCに置く企業か、またBtoBに置く企業かによって、IT投
資の位置づけは大きく異なる
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主たるﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ別
IT投資で解決したい中期的な経営課題（1位のみ）
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・BtoC企業では顧客
重視や営業力の強
化を課題とする企業
が相対的に多く、多
様性に富んだ顧客と
の接点における情報
把握に関心が集まる。

・一方、製造業をはじ
めとするBtoBの企業
では、むしろ迅速な
業績や経営情報の
把握というﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛ
ｾｽの状況把握にIT
活用の焦点をあてる
企業が多いように見
受けられる
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グローバル化への対応

社内コミュニケーションの強

化

企業間（グループ、業界、取

引先間）の情報連携

IT開発・運用のコスト削減

業務プロセスの効率化（省力

化、業務コスト削減）
業務プロセスのスピードアッ

プ（リードタイム短縮等）
業務プロセスの質・精度の向

上（ミス、欠品削減等）

ビジネスモデルの変革

営業力の強化

商品・サービスの差別化・高

付加価値化
経営の透明性の確保（内部

統制、システム監査への対

企業としての社会的責任の

履行（セキュリティ確保、個人
BCP（事業継続計画）の見直

し

（％）

建築・土木（n=83）

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別に見ると、金融は顧客重視経営が、商社・流通は営業
力の強化に加え迅速な情報把握を重視、社会ｲﾝﾌﾗでは業務ﾌﾟﾛｾｽの
効率化など、それぞれの産業に顕著な特徴が見てとれる
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社会インフラ（n=70）

サービス（n=185）
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＜経営課題に対するIT投資の優先振り向け＞BtoC企業や金融では、
経営課題に対して重点的にIT投資を振り向けている企業が多く、BtoB
企業に比べITと経営の結びつきが強いと捉えることができそうだ
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業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
経営課題に対するIT
投資の優先振り向け
の状況

売上高別 経営課題
に対するIT投資の優
先振り向けの状況

・売上規模が大きいほ
ど、つまりは大きなIT
投資を行うところほど、
課題に対する優先的
投資に神経を配って
いる
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販売管理

経営情報・管理会計
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調達管理

eコマース（調達）

（％）

1位（n=950）

2位（n=950）

3位（n=950）

＜IT投資における中期的な重点投資分野＞「顧客情報・営業情報」、「
生産・在庫管理」、「経営情報・管理会計」、「販売管理」、「ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ・
社内情報ﾎﾟｰﾀﾙ」が上位、解決したい経営課題にほぼ対応している
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IT投資における中期
的な重点投資分野
（1～3位）

・3位に着目すると、最も回
答が多いのが「ｾｷｭﾘﾃｨ強
化（14.2%）、」「BCP（事業
継続計画）12.3%）。最優先
ではないものの、重点投
資分野の一つとして位置
づけていると考えられる。

・ 主たる商品のﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞ
ﾙ別に見ると、BtoB企業と
BtoC企業では、解決した
い経営課題の違いを反映
して、IT投資の重点分野
においてもやはり大きな
違いがある。
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建築・土木（n=80）

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別にみると、製造は「生産・在庫管理」、商社・流通は「販
売管理」、金融や社会ｲﾝﾌﾗ、ｻｰﾋﾞｽでは「顧客情報」をIT投資の重点
分野としており、産業別の特徴が表れる
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＜攻めと守りの投資配分＞現状は攻め（ﾊﾞﾘｭｰ・ｱｯﾌﾟ）2割、守り（ﾗﾝ・
ｻﾞ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ）8割。将来に向け、厳しい予算制約の中でﾗﾝ・ｻﾞ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ予
算の比率を低減し、IT投資の重心をﾊﾞﾘｭｰ・ｱｯﾌﾟ予算へ移す意向

（C）JUAS 2014 56

IT施策に要する金額（キャッシュベース）

①現行ビジネスの維持・運営
※1 現行ビジネスを維持、運営するた

めに必要な費用 （消費税対応も
含む）

※2 新たに起案して予算を確保する
もののうち、価値は変わらないも
の （ライセンス切れや保守切れ
なども含む）

②ビジネスの新しい施策展開
※3 新たに起案して予算を確保する

もののうち、価値を上げるもの、
ビジネスを伸ばす新しい施策の
展開

・IT予算を｢現行のﾋﾞｼﾞﾈｽや業務の維持・運営のために要する（ﾗｲｾﾝｽ切れや保守切れによ
るﾘﾌﾟﾚｰｽも含む）情報ｼｽﾃﾑの予算」（以下「ﾗﾝ・ｻﾞ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ予算」）と、「事業拡大や新規事業
を実現するために要する情報ｼｽﾃﾑの予算（以下「ﾊﾞﾘｭｰ・ｱｯﾌﾟ予算）」と分けて考えることと
する。

・調査結果は、ﾊﾞﾘｭｰ・ｱｯﾌﾟ予算はﾗﾝ・ｻﾞ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ予算を大きく下回った。全体平均でみると両
者の比率はおおよそ2：8である（平均値は、ﾊﾞﾘｭｰ・ｱｯﾌﾟ予算 20.9％、ﾗﾝ・ｻﾞ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ予算
78.9％）。企業経営にとって、情報ｼｽﾃﾑとは安定した業務やビジネスの基盤であってみれば、
この比率は十分理解できる。

・将来に向けては、ﾗﾝ・ｻﾞ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ予算の比率を低減する中でＩＴ投資の重心をﾊﾞﾘｭｰ・ｱｯﾌﾟ予
算に移して行こうという、明らかな意図がうかがえた。
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どちらかといえば
ITがなくてもビジネスモデルが成り立つ（n=203)

ITがなくてもビジネスモデルが成り立つ（n=43)

0％ 20％未満 20～50％未満 50～80％未満 80％以上

平均
22.9

22.1

17.1

16.5

高度に情報化の進んだ現在、ITなしではﾋﾞｼﾞﾈｽが成り立たないとする
企業は少なくないが、そうした企業であるほど、新たなﾋﾞｼﾞﾈｽ開発のた
めのﾊﾞﾘｭｰ・ｱｯﾌﾟ予算に手厚い傾向がある

57

ﾋﾞｼﾞﾈｽにおけるIT
の重要度別 ﾋﾞｼﾞ
ﾈｽの新しい施策
展開（ﾊﾞﾘｭｰ・ｱｯﾌﾟ
予算）比率（現
状）

9.9

12.6

17.8

16.8

7.5

8.3

15.3

50.7

36.4

25.5

35.5

37.7

35.0

26.1

31.0

41.1

42.8

35.5

43.4

43.3

47.8

12.0

11.6

11.3

11.7

0.0

9.3

10.2

8.5

0.6

0.6

1.7

1.9

0.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建築・土木（n=71)

素材製造（n=151)

機械器具製造（n=208)

商社・流通（n=155)

金融（n=53)

社会インフラ（n=60)

サービス（n=157)

0％ 20％未満 20～50％未満 50～80％未満 80％以上

平均
17.4

19.3

23.1

18.9

22.1

23.6

21.6

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
ﾋﾞｼﾞﾈｽの新しい
施策展開（ﾊﾞ
ﾘｭｰ・ｱｯﾌﾟ予算）
比率（現状）
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海外売上高比率が大きいほどﾊﾞﾘｭｰ・ｱｯﾌﾟ投資比率も高い。著しいｸﾞﾛ
ｰﾊﾞﾙ化の流れの中で海外売上高比率も拡大する中、国内中心のｼｽﾃ
ﾑに加えて、海外の新たなｼｽﾃﾑの確立が不可欠。
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10.9

9.5

12.4

9.2

9.1

14.3

34.8

38.9

25.7

21.5

0.0

14.3

43.5

40.0

49.6

49.2

63.6

57.1

8.7

11.1

11.5

15.4

27.3

14.3

2.2

4.6

0.0

0.9

0.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

海外売上比率　0％（n=46)

20％未満（n=190)

20～50％未満（n=113)

50～80％未満（n=65)

80～100％未満（n=11)

100％（n=7)

0％ 20％未満 20～50％未満 50～80％未満 80％以上

平均
20.7

21.3

22.9

29.2

32.9

26.4

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化（海外売上比率）別 ﾋﾞｼﾞﾈｽの新しい施策展開のためのIT投資割合（現状）

・海外での売上を拡大していくために、海外における新たなﾋﾞｼﾞﾈｽのためのﾊﾞﾘｭｰ・ｱｯﾌﾟ投資
が欠かせないことを示しているといえる



将来的にIT予算の配分を「守り（ﾗﾝ・ｻﾞ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ予算）」から「攻め（ﾊﾞﾘｭ
ｰ・ｱｯﾌﾟ予算）」に重点をｼﾌﾄするためのIT投資ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ基盤として「IT
資産の計画的管理」、「財源確保の取組」、「ITﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ人材の拡充」
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EA導入状況別 ﾋﾞｼﾞﾈｽの新しい施策展開のためのIT投資割合（現状）

0.0

12.0

6.3

9.4

16.4

25.0

8.0

31.3

31.3

34.5

52.8

60.0

48.8

46.9

38.8

22.2

20.0

12.5

9.4

9.4

0.0

3.1

1.3

0.0

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

EAを導入済み（n=36)

試験導入中・導入準備中（n=25)

検討中（n=80)

検討後見送り（n=32)

未検討（n=670)

0％ 20％未満 20～50％未満 50～80％未満 80％以上

平均
28.4

28.6

25.3

24.3

19.3

・IT資産の計画的管理のための方策として、ここではｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞｱｰｷﾃｸﾁｬｰ（EA）に注目する。EA
を導入した企業とそうでない企業の間で、ﾊﾞﾘｭｰ・ｱｯﾌﾟ投資配分に明確な差が認められ、EAは重
要な役割を果たすと考えることができる。

・興味深いのは、EAを導入済または準備中の企業の方が、IT部門から経営や事業部門に対して
様々な提案を行う仕組みを導入している企業の比率が大きくなるということである。ITによるｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝを推進するためには、その他にも様々な仕組みが必要であるが、EAを導入することはそう
した仕組みづくりを推し進めることと強く関わっていることが見てとれる



5.9

7.4

16.0

25.2

26.8

28.1

38.7

36.2

51.2

52.1

38.3

27.1

14.2

10.6

2.0

12.4

6.6

0.0

0.4

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

上流のプロジェクト予算の中で
IT財源の確保を

実施している（n=254)

計画中（n=121)

関心あり（n=256)

関心なし（n=218)

0％ 20％未満 20～50％未満 50～80％未満 80％以上

平均
26.7

22.7

17.6

16.8

38.6

29.1

27.0

17.9

16.8

14.3

15.8

9.5

22.1

29.0

36.4

25.8

22.6

27.6

20.9

46.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

④既存IＴ資産の更新費相当分を財源として見込む（n=983）

①上流のプロジェクト予算の中でIT財源を確保する（n=983）

②外部サービスに切り替えて投資を変動費化する（n=983）

③減価償却費相当額を新規のIT投資に振り向ける（n=982）

実施している 計画中 関心あり 関心なし

＜ IT投資の財源確保のための方策＞回答企業の3割は、既存IT資産
の更新費相当を枠組として計画的なIT投資を実施。攻めのIT投資の
ために“自由財源枠”を確保し、さらに新たな“戦略財源”を積み増す

60

IT投資の財源確
保のための方策
と実施状況（実施
割合順）

「①上流ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
の中でのIT予算
確保」の実施状
況別
ﾋﾞｼﾞﾈｽの新しい
施策展開のため
のIT投資割合（現
状）

（C）JUAS 2014



＜ITを活用したｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ＞従業員規模が大きくなるにつれ、改革に
取り組む企業の割合も増加。企業の成長に伴って事務などのｵﾍﾟﾚｰｼ
ｮﾝのﾌﾟﾛｾｽが複雑化し、変革が必要になることを示唆している
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00

～
49

99
人

50
00

～
99

99
人

10
00

0人
以

上

①新しい商品、サービスの創出（n=151)

②オペレーションのプロセス改革（n=296)

③サプライチェーンのプロセス改革（n=199)

④規制改革や新たな制度に応じた事業開
発（n=57)

⑤データ分析の高度化などによる情報活
用（n=110)

⑥集客・売上向上のための仕組みづくり
（n=41)

⑦ワークスタイル変革（n=85)

②

③
⑦
①

⑤
④

⑥

（％）

従業員数別 ITを活用したｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの取組状況（実施している企業の割合）

・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの実現におけるIT部門に対する期待も企業の成長と規模（従業員規模）の拡大に
伴って大きくなってくる。

・企業規模が大きくなってくると効率的に業務を行うためにITは欠かせないﾂｰﾙとして、その提
供を担うIT部門の技術力に期待が高まるのは当然と言える。複雑化し専門分化した大企業に
あっては、部門の枠を越えた業務知識や要求を明確にすること、そして内外の資源を連携す
ることまで、期待の幅が広がってくる実態が見て取れる。



＜ITを活用したﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの取り組み＞最も多くの企業で行
われているのが「②業務時間短縮などのｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝのﾌﾟﾛｾｽ改革」
（31.8％）。業種を問わないITによるｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの取り組みである
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ITを活用したｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの取り組み状況(実施割合順）

31.8

21.5

16.0

11.4

9.3

6.2

4.6

18.1

12.9

10.6

18.0

16.8

5.5

9.8

40.0

37.0

38.0

51.8

50.8

32.8

39.8

10.1

28.6

35.4

18.8

23.1

55.5

45.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

②業務時間短縮などオペレーションのプロセス改革（n=994)

③在庫削減などサプライチェーンのプロセス改革（n=988)

①新しい商品、サービスの創出（n=985)

⑤データ分析の高度化などによる情報活用（n=993)

⑦ワークスタイル変革（n=987)

④規制改革や新たな制度に応じた事業開発（番号制度、TPPなど）
（n=985)

⑥複数のチャネルを連携させるなど集客・売上向上のための仕組みづく
り（O2Oなど）（n=988)

実施している 計画中 関心あり 関心なし

・次いで多いのが「③在庫削減などのｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝのﾌﾟﾛｾｽ改革」（21.5％）と｢①新しい商品、ｻｰ
ﾋﾞｽの創出」（16.0％）であるが、これは業種の特徴によって分かれる。

・抜本的なﾋﾞｼﾞﾈｽの仕組みの変革を行う、本質的な意味でのｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの取り組みはまだま
だ少数にとどまっているのが現状である。



＜ITを活用したﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの取り組み＞
参考：業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 ITを活用したｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの取り組み状況①②
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①新しい商品、ｻｰﾋﾞｽの
創出

①新しい商品、サービスの創出

16.0

7.5

8.3

12.6

11.4

45.6

21.4

22.8

10.6

8.8

4.1

11.3

12.0

7.4

15.7

14.1

38.0

37.5

43.2

38.1

34.9

30.9

42.9

37.0

35.4

46.3

44.4

38.1

41.7

16.2

20.0

26.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=985)

建築・土木（n=80)

素材製造（n=169)

機械器具製造（n=239)

商社・流通（n=175)

金融（n=68)

社会インフラ（n=70)

サービス（n=184)

実施している 計画中 関心あり 関心なし

②オペレーションのプロセス改革

31.8

19.3

38.5

35.0

28.0

50.7

29.6

24.6

18.1

25.3

16.0

17.5

20.0

8.7

29.6

15.0

40.0

41.0

37.9

35.0

40.6

36.2

36.6

50.3

10.1

14.5

7.7

12.5

11.4

4.3

4.2

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=994)

建築・土木（n=83)

素材製造（n=169)

機械器具製造（n=240)

商社・流通（n=175)

金融（n=69)

社会インフラ（n=71)

サービス（n=187)

実施している 計画中 関心あり 関心なし

②業務時間短縮など
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝのﾌﾟﾛｾｽ改革
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③在庫削減などｻﾌﾟﾗｲ
ﾁｪｰﾝのﾌﾟﾛｾｽ改革

③サプライチェーンのプロセス改革

31.8

19.3

38.5

35.0

28.0

50.7

29.6

24.6

18.1

25.3

16.0

17.5

20.0

8.7

29.6

15.0

40.0

41.0

37.9

35.0

40.6

36.2

36.6

50.3

10.1

14.5

7.7

12.5

11.4

4.3

4.2

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=994)

建築・土木（n=83)

素材製造（n=169)

機械器具製造（n=240)

商社・流通（n=175)

金融（n=69)

社会インフラ（n=71)

サービス（n=187)

実施している 計画中 関心あり 関心なし

④規制改革や新たな制度に応じた事業開発

6.2

3.6

6.3

29.4

8.5

5.9

5.5

3.8

3.0

4.6

6.3

8.8

7.0

7.0

32.8

32.9

38.7

31.6

25.6

36.8

36.6

32.8

55.5

62.0

54.8

57.4

67.0

25.0

47.9

54.3

1.1

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=985)

建築・土木（n=79)

素材製造（n=168)

機械器具製造（n=237)

商社・流通（n=176)

金融（n=68)

社会インフラ（n=71)

サービス（n=186)

実施している 計画中 関心あり 関心なし

④規制改革や新たな制
度に応じた事業開発（番
号制度、TPPなど）

＜ITを活用したﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの取り組み＞
参考：業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 ITを活用したｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの取り組み状況③④
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＜ITを活用したﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの取り組み＞
参考：業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 ITを活用したｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの取り組み状況⑤⑥

⑤ﾃﾞｰﾀ分析の高度化な
どによる情報活用

⑤データ分析の高度化などによる情報活用

11.4

7.7

12.1

23.5

11.3

12.8

18.0

24.4

18.9

16.3

23.2

7.4

16.9

16.0

51.8

42.7

58.0

49.0

48.0

61.8

57.7

51.3

18.8

26.8

15.4

22.6

18.6

7.4

14.1

19.8

6.1

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=993)

建築・土木（n=82)

素材製造（n=169)

機械器具製造（n=239)

商社・流通（n=177)

金融（n=68)

社会インフラ（n=71)

サービス（n=187)

実施している 計画中 関心あり 関心なし

⑥集客・売上向上のための仕組みづくり

4.6

2.4

2.5

20.6

5.6

6.0

9.8

2.5

4.7

8.8

17.0

13.2

5.6

12.5

39.8

39.5

47.9

31.8

35.8

41.2

53.5

40.8

45.9

56.8

45.0

56.9

44.3

25.0

35.2

40.8

2.8

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=988)

建築・土木（n=81)

素材製造（n=169)

機械器具製造（n=239)

商社・流通（n=176)

金融（n=68)

社会インフラ（n=71)

サービス（n=184)

実施している 計画中 関心あり 関心なし

⑥複数のﾁｬﾈﾙを連携さ
せるなど集客・売上向上
のための仕組みづくり
（O2Oなど）
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＜ITを活用したﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの取り組み＞
参考：業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 ITを活用したｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの取り組み状況⑦

⑦ﾜｰｸｽﾀｲﾙ変革
⑦ワークスタイル変革

9.3

10.7

8.0

16.7

9.9

10.9

16.8

21.7

18.3

16.0

15.3

15.2

19.7

15.2

50.8

53.0

50.3

48.3

51.1

43.9

50.7

55.4

23.1

15.7

20.7

27.7

28.4

24.2

19.7

18.5

9.6

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=987)

建築・土木（n=83)

素材製造（n=169)

機械器具製造（n=238)

商社・流通（n=176)

金融（n=66)

社会インフラ（n=71)

サービス（n=184)

実施している 計画中 関心あり 関心なし
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70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

ＩＴ部門の強みとして期待されている

期
待

に
応

え
ら

れ
て

い
る

①技術力

⑥要求定義力

②業務の知識

③一元的把握と分析力

④プロジェクトマネジメント力

⑤調達力（資源の確保）

＜期待が高まるIT部門の役割＞IT部門に期待されている強みの筆頭
はやはり「技術力」。ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝのためのﾋﾞｼﾞﾈｽ要求をｼｽﾃﾑに落とし込
む局面での「要求定義力」への期待がこれに次ぐ。
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ITを活用したｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに
おけるIT部門への期待と
対応

・業務ﾌﾟﾛｾｽをもっぱら取り扱っ
てきたことを背景としてか、「業
務の知識」がIT部門の強みで
あるとするところも少なくない。

・情報を取り扱ってきたとはい
え、「分析力や一元的な経営
状況の把握」を強みと認識し
ている企業が相対的に少ない。
こうした「情報力」については
経営の期待に応えられていな
いと自己評価している企業が
多く見られる



＜ ITを活用したｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝのための新しい仕組み＞自社の強みを活
かすだけではなく、他社との連携や協力体制が欠かせない。ｲﾉﾍﾞｰｼｮ
ﾝのためには組織や企業の際(きわ)を越えた場づくりが必要となる
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ITを活用したｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進のための仕組みづくりの状況（実施割合の降順）

45.0

24.6

12.2

7.8

7.5

6.1

4.3

10.3

7.6

7.2

11.7

5.0

4.1

4.4

32.9

29.0

39.0

50.1

33.3

41.0

38.6

11.8

38.8

41.6

30.5

54.3

48.8

52.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ＩＴ部門から経営や事業部門への提案機会の確保（n=991)

⑥コアとなる業務システムのインソーシング（システム内製化）
（n=987)

②事業部門・ＩＴ部門の共同での新組織設置（n=989)

⑦エンタープライズレベルでのデータ一元管理（データフロー整
備）（n=985)

③IＴベンダーなど他社と共同で新規事業検討する場の導入
（n=988)

④高度な専門性（データ解析など）を持った企業との連携
（n=987)

⑤ビジネスプラットホーム開発など業界内での変革の取り組み
（n=987)

実施している 計画中 関心あり 関心なし

・最も多くの企業が
取り組んでいるの
は「IT部門から経
営や事業部門へ
の提案機会を確
保」。半数近く（計
画中を含めると過
半）の企業が行っ
ている。

・一歩進めて事業
部門とIT部門共同
でｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進
の新組織を設置し
たものはぐっと少
なくなる。



先進的なｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに取り組む企業はまだ少ないが、そうした企業ほ
ど要員を増加して補強して取り組んでいる。自社の業務改革やIT戦略
などの人材を増強することが重要となることが推察される
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ITを活用したｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの取り組み状況別
IT部門の要員の増減（増加している企業の割合）

11.0

14.7

12.9

19.6

9.7

20.3

21.8

25.0

8.4

10.6

8.5

17.4

9.6

15.5

17.9

20.0

22.8

9.5

19.7

11.9

10.4

12.7

17.5

12.2

45 .0

12 .2

7 .8

7 .5

6 .1

4 .3

24 .6

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

全体（n=985)

①提案機会の確保を実施している（n=446)

⑥コア業務のインソーシングを実施している（n=243)

②新組織設置を実施している（n=121)

⑦データ一元管理を実施している（n=77)

③他社と共同で新規事業検討を実施している（n=74)

④高度な専門企業との連携を実施している（n=60)

⑤業界内の変革の取り組みを実施している（n=42)

（％）

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

業務改革推進要員が増加

ＩＴ戦略担当要員が増加

システム企画担当要員が増加
各取り組みの実施割合

仕組みづくりの実施割合（全体）

━
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1. 回答企業のプロフィール

2. トピックス
① ITトレンド（ビッグデータ）
② IT基盤
③ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメントとビジネスイノベーション
② システム開発
③ IT推進組織・IT人材

4. 定点観測
① IT予算
② グローバルIT戦略
③ 情報セキュリティ

主な調査結果
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＜ｼｽﾃﾑ開発における工期・予算・品質の状況＞
04年度以降、工期・予算・品質とも改善ﾄﾚﾝﾄﾞにあったが、10年度から
は頭打ち感が見られる。依然として多くのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで遅延が発生
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年度別・ｼｽﾃﾑ
規模別
ｼｽﾃﾑ開発の
工期遵守状況

33.3

26.9

27.9

28.3
29.3

24.9

20.5

27.0

21.3

23.1
20.5

22.0

18.0

14.4

12.7

10.7

15.4

9.6

17.6

24.4

14.1

16.9

12.8

10.8
8.8

13.9

9.7

46.7

48.4

49.6

51.1
48.1

53.8

57.0

51.8

61.5

44.7
42.8

45.7

51.9

45.2

42.4

45.6

45.1

47.2

33.5

35.1

44.2

39.3

34.8

32.5
36.3

39.9

38.8

20.0

24.8

22.5

20.6
22.6

21.3

22.5

21.3

17.2

32.1
36.7

32.3

30.1

40.5

44.9

43.7

39.4

43.2

48.9

40.5

41.7

43.8

52.4

56.6
54.9

46.2

51.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

13年度（n=726）

11年度（n=610）

10年度（n=649）

9年度（n=805）

8年度（n=668）

7年度（n=494）

6年度（n=630）
5年度（n=705）

4年度（n=746）

13年度（n=333）

11年度（n=346）

10年度（n=341）

9年度（n=339）

8年度（n=299）
7年度（n=276）

6年度（n=327）

5年度（n=350）

4年度（n=447）

13年度（n=188）

11年度（n=205）
10年度（n=199）

9年度（n=178）

8年度（n=164）

7年度（n=166）

6年度（n=204）

5年度（n=208）

4年度（n=278）

1
0
0
人

月
未

満
1
0
0
人

～
5
0
0
人

月
未

満
5
0
0
人

月
以

上

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より遅延

・規模の小さなﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄほど、工期
の遵守度が高い。

・500人月以上のﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄでは13年度
は11年度に比べ
状況が悪化。設
計・開発ｽｷﾙやﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能
力の向上が容易
ではないことに加
え、ｼｽﾃﾑの複雑
化、要求の高度化
などから難易度の
高いﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが多
くなっていることも
考えられる。



予算を超過したﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄよりも、工期を延期したﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの割合のほう
が多い。予算が絶対的な制約事項となっていることも理由として想定
される。
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37.8

35.0

36.6

34.8
32.2

32.5

28.0

32.6

26.4

27.6
22.9

27.5

21.5

15.3

16.6

14.7

20.5

11.1

18.0

23.2

18.0

15.2

9.8

15.4
13.9

12.6

9.1

47.9

49.0

48.5

51.9
50.8

55.0

56.9

53.6

61.7

46.0
46.2

43.3

49.3

49.7

43.0

51.8

48.7

55.3

38.1

42.0

42.5

41.6

40.2

33.7
39.6

49.5

44.2

14.3

16.0

15.0

13.4
17.1

12.5

15.1

13.9

11.9

26.4
30.9

29.2

29.2

35.0

40.4

33.4

30.8

33.6

43.9

34.8

39.5

43.3

50.0

50.9
46.5

37.9

46.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

13年度（n=725）

11年度（n=612）

10年度（n=648）

9年度（n=800）

8年度（n=662）

7年度（n=489）

6年度（n=624）
5年度（n=700）

4年度（n=742）

13年度（n=337）

11年度（n=353）

10年度（n=342）

9年度（n=339）

8年度（n=300）
7年度（n=277）

6年度（n=326）

5年度（n=347）

4年度（n=443）

13年度（n=189）

11年度（n=207）
10年度（n=200）

9年度（n=178）

8年度（n=164）

7年度（n=169）

6年度（n=202）

5年度（n=206）

4年度（n=276）

1
0
0
人

月
未

満
1
0
0
人

～
5
0
0
人

月
未

満
5
0
0
人

月
以

上

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より超過

年度別・ｼｽﾃﾑ
規模別
ｼｽﾃﾑ開発の
予算遵守状況

・開発ﾍﾞﾝﾀﾞｰとの契
約内容によりﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄが遅延して
も支払額が変わら
ないｹｰｽがある場
合も想定される



500人月以上のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの48.9％が工期遅延、43.9％が予算超過、
32.4％が品質に不満という状況は、決して良好とは言えない。
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20.7

19.9

21.5

18.8
17.4

14.0

15.0

13.4

12.8

15.2
12.5

16.1

12.6

10.8

10.6

8.5

8.6

7.7

11.2

14.8

13.6

8.9

9.8

7.7
8.3

8.7

7.2

66.5

65.0

65.9

67.9
67.8

71.1

72.8

72.9

78.6

63.1
63.9

62.2

67.4

59.6

62.8

65.0

68.7

68.2

56.4

59.0

55.8

61.1

54.0

60.7
62.1

64.4

64.3

12.8

15.0

12.6

13.4
14.8

14.8

12.3

13.7

8.5

21.7
23.6

21.7

20.0

29.6

26.6

26.4

22.7

24.1

32.4

26.2

30.7

30.0

36.2

31.5
29.6

26.9

28.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

13年度（n=725）

11年度（n=612）

10年度（n=651）

9年度（n=800）

8年度（n=661）

7年度（n=485）

6年度（n=628）
5年度（n=702）

4年度（n=740）

13年度（n=336）

11年度（n=352）

10年度（n=341）

9年度（n=340）

8年度（n=297）
7年度（n=274）

6年度（n=329）

5年度（n=348）

4年度（n=444）

13年度（n=188）

11年度（n=210）
10年度（n=199）

9年度（n=180）

8年度（n=163）

7年度（n=168）

6年度（n=206）

5年度（n=208）

4年度（n=277）

1
0
0
人

月
未

満
1
0
0
人

～
5
0
0
人

月
未

満
5
0
0
人

月
以

上

満足 ある程度は満足 不満

年度別・ｼｽﾃﾑ
規模別
ｼｽﾃﾑ開発の
品質状況

・改善の仕組み整
備、人材育成・高
ｽｷﾙ要員の確保
に投資が振り向け
られない一方で投
資に見合う効果が
出せないと改善を
諦めている企業も
あるのではないか



100～500人月未満のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを企業規模別にみると、規模が大きい
ほど「工期遅延」「予算超過」「品質に不満」などの失敗ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが少な
い傾向にある。
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売上高別 ｼｽﾃﾑ開発の
工期遵守状況

23.1

17.9

18.3

21.6

51.5

44.5

41.0

47.5

44.0

39.4

32.5

41.0

34.2

34.5

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=308）

100億円未満（n=39）

100億～1000億円未満（n=120）

1000億～1兆円未満（n=116）

1兆円以上（n=33）

予定どおり完了 ある程度は予定どおり完了 予定より遅延

27.7

20.5

25.2

25.0

54.5

46.0

43.6

45.5

50.0

36.4

26.4

35.9

29.3

25.0

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=311）

100億円未満（n=39）

100億～1000億円未満（n=123）

1000億～1兆円未満（n=116）

1兆円以上（n=33）

予定どおり完了 ある程度は予定どおり完了 予定より超過

14.8

15.4

11.4

10.3

42.4

63.3

53.8

63.4

70.7

48.5

21.9

30.8

25.2

19.0

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=311）

100億円未満（n=39）

100億～1000億円未満（n=123）

1000億～1兆円未満（n=116）

1兆円以上（n=33）

満足 ある程度満足 不満

売上高別 ｼｽﾃﾑ開発の
予算遵守状況

売上高別
ｼｽﾃﾑ開発の品質

※ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ規模： いずれも
100～500人月未満

・1兆円以上の企業は工期・予
算・品質のいずれも極めて良好。
開発力の高さに加え、工期・予
算の遵守、品質確保に対する
企業としての要請が高いことも
うかがえる。



業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別では工期・予算・品質とも、金融と社会ｲﾝﾌﾗが他業種と
比べ良好。特に「工期遅延」「予算超過」「品質に不満」といった失敗ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄが少ない。
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業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 ｼｽﾃﾑ
開発の工期遵守状況

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 ｼｽﾃﾑ
開発の予算遵守状況

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 ｼｽﾃﾑ
開発の品質

13.0

19.4

14.1

26.5

50.0

33.3

19.6

60.9

41.8

41.0

42.9

34.4

48.5

52.9

26.1

38.8

44.9

30.6

15.6

18.2

27.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建築・土木（n=23）

素材製造（n=67）

機械器具製造（n=78）

商社・流通（n=49）

金融（n=32）

社会インフラ（n=33）

サービス（n=51）

予定どおり完了 ある程度は予定どおり完了 予定より遅延

20.8

25.4

21.8

32.7

36.4

45.5

20.8

58.3

40.3

39.7

51.0

51.5

42.4

50.9

20.8

34.3

38.5

16.3

12.1

12.1

28.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建築・土木（n=24）

素材製造（n=67）

機械器具製造（n=78）

商社・流通（n=49）

金融（n=33）

社会インフラ（n=33）

サービス（n=53）

予定どおり完了 ある程度は予定どおり完了 予定より超過

8.3

11.9

12.8

14.3

21.2

36.4

9.6

75.0

65.7

62.8

57.1

66.7

51.5

65.4

16.7

22.4

24.4

28.6

12.1

12.1

25.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建築・土木（n=24）

素材製造（n=67）

機械器具製造（n=78）

商社・流通（n=49）

金融（n=33）

社会インフラ（n=33）

サービス（n=52）

満足 ある程度満足 不満

※ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ規模： いずれも
100～500人月未満



＜競争優位性を確保する上で重視するｼｽﾃﾑ＞本調査では15種類の
業務ｼｽﾃﾑを提示し、1位～3位を回答。4分野に集約すると、製造業と
商社・流通は「基幹系」、非製造業は「業務支援・情報系」を最重視。
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業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 競争優位性を確保する上で重視する業務ｼｽﾃﾑ（1位）

34.2

67.5

62.3

62.3

34.8

35.7

37.9

43.4

20.7

24.7

26.3

47.8

40.0

35.6

3.3

6.9

10.1

8.6

4.5

14.5

8.3

4.6

4.0

4.3

13.6

5.3

1.8

5.0

5.8

11.4

8.5

2.6

1.8

1.4

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建築・土木（n=76）

素材製造（n=169）

機械器具製造（n=239）

商社・流通（n=175）

金融（n=69）

社会インフラ（n=70）

サービス（n=177）

基幹系 業務支援・情報系 Web・フロント系 管理業務系 その他

分析においては15の業務システムを4分野（「基幹系」「業務支援・情報系」「Web・フロント系」「管理業務系」）に分類した。

①基幹系

②業務支援・情報系

④管理業務系

③Web・フロント系

受発注、生産・在庫管理、仕入・調達管理、販売管理、勘定、資金決済など

経営情報、CRM（顧客管理）、営業支援、グループウェアなど

経理・財務会計、管理会計、人事・給与など

企業サイト、ECサイトなど



企業規模が大きいほど「営業支援」「CRM（顧客管理）」を重視、基幹系
ｼｽﾃﾑの重視度が減少。大企業では、既に一定水準以上の基幹系ｼｽ
ﾃﾑを装備しており、企業間の差が出にくい状況にあると推測される

（C）JUAS 2014 77

売上高別 競争優位性を確保する上で重視する業務ｼｽﾃﾑ（1位）

52.8

53.6

55.8

47.1

39.5

14.5

12.5

14.0

16.7

23.7

7.7

6.1

5.8

12.6

18.4

4.9

2.7

5.1

8.0

2.7

3.8

3.0

4.9

5.7

5.6

7.4

6.9

5.2

6.5

3.7

6.3

7.92.6

0.6

0.0

1.7

5.3

9.1

7.0

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=905）

100億円未満（n=263）

100億～1000億円未満（n=430）

1000億～1兆円未満（n=174）

1兆円以上（n=38）

基幹系 営業支援 CRM（顧客管理） 経営情報 グループウェア Web・フロント系 管理業務系 その他

※4つの業務システム分野のうち、「業務支援・情報系」のみシステムごとに表示、
それ以外は業務システム分野にまとめて表示した

①基幹系

②業務支援・情報系

④管理業務系

③Web・フロント系

受発注、生産・在庫管理、仕入・調達管理、販売管理、勘定、資金決済など

経営情報、CRM（顧客管理）、営業支援、グループウェアなど

経理・財務会計、管理会計、人事・給与など

企業サイト、ECサイトなど



企業規模が大きいほど、ｺｽﾄより開発ｽﾋﾟｰﾄﾞを重視する企業が増加。
既にｺｽﾄ削減を重ねており、現時点では業務戦略観点から開発ｽﾋﾟｰﾄﾞ
を上げることに目が向いているのではないだろうか
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56.4

56.8

58.0

62.2

34.1

35.9

29.9

37.8

22.7

19.2

19.9

16.2

39.5

30.3

24.1

27.0

1.5

5.8

5.0

13.5

11.2

16.7

28.7

29.7

9.1

6.9

5.5

2.7

12.4

12.7

12.6

2.7

10.2

11.3

11.6

5.4

2.7

4.5

4.6

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=264）

100億～1000億円未満（n=433）

1000億～1兆円未満（n=181）

1兆円以上（n=37）

100億円未満（n=258）

100億～1000億円未満（n=426）

1000億～1兆円未満（n=174）

1兆円以上（n=37）

基
幹

系
業

務
支

援
・
情

報
系

品質 コスト 開発スピード 変更の容易性 継承性

売上高別 ｼｽﾃﾑ構築時の重視事項（1位） ＜基幹系ｼｽﾃﾑ、業務支援・情報系ｼｽﾃﾑ＞

・あるいは、大企業ほど現在の開発ｽﾋﾟｰﾄﾞが遅く、それを課題視している可能性も考えられる。



62.6

55.2

53.1

47.7

35.9

33.2

34.8

22.7

18.3

18.2

26.8

25.0

30.2

27.6

35.3

47.7

5.2

5.2

2.2

6.8

20.2

21.2

12.2

13.6

4.5

10.8

5.8

6.8

11.0

12.4

12.2

13.6

9.4

10.5

12.1

13.6

2.7

5.7

5.4

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ITなしではビジネスモデルが成り立たない（n=404）

どちらかといえばITなしではビジネスモデルが成り立たない
（n=286）

どちらかといえばITがなくてもビジネスモデルが成り立つ（n=224）

ITがなくてもビジネスモデルが成り立つ（n=44）

ITなしではビジネスモデルが成り立たない（n=401）

どちらかといえばITなしではビジネスモデルが成り立たない
（n=283）

どちらかといえばITがなくてもビジネスモデルが成り立つ（n=221）

ITがなくてもビジネスモデルが成り立つ（n=44）

基
幹

系
業

務
支

援
・
情

報
系

品質 コスト 開発スピード 変更の容易性 継承性

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙがITに依存する企業ほど、品質と開発ｽﾋﾟｰﾄﾞを重視。基幹
系はもともと品質重視傾向が強いが、さらに強まり、業務支援・情報系
では開発ｽﾋﾟｰﾄﾞを重視する傾向（反面ｺｽﾄの重視度が下がる）。
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ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙとITの関係別 ｼｽﾃﾑ構築時の重視事項（1位）
＜基幹系ｼｽﾃﾑ、業務支援・情報系ｼｽﾃﾑ＞
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20.0

7.2

10.8

34.2

31.3

18.4

11.8

32.8

29.9

24.0

11.0

55.1

26.7

10.9

19.6

21.1

20.5

24.1

25.9

23.5

17.5

21.3

26.5

23.2

19.5

21.4

21.8

23.5

19.4

23.0

15.6

40.2

11.2

23.8

8.7

27.5

8.0

46.5

7.4

18.1

7.0

58.6

9.7

42.7

13.3

26.3

6.2

21.9

22.0

27.7

15.7

13.0

15.1

15.7

30.3

20.5

13.7

17.1

13.2

32.7

18.7

6.3

21.1

22.9

29.9

15.3

57.2

4.8

4.3

2.3

3.1

4.2

9.5

10.2

5.0

9.2

2.2

3.9

2.8

2.0

100% 80% 60% 40% 20% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

品質

コスト

開発スピード

変更容易性

継承性

品質

コスト

開発スピード

変更容易性

継承性

品質

コスト

開発スピード

変更容易性

継承性

品質

コスト

開発スピード

変更容易性

継承性

基
幹

系
業

務
支

援
・
情

報
系

W
e
b・

フ
ロ

ン
ト

系
管

理
業

務
系

n=989

n=966

n=963

n=974

5位 4位左： 1位 2位右：

＜ｼｽﾃﾑ構築時の重視事項＞すべての業務ｼｽﾃﾑで品質を最重視。業
務支援・情報系／Web・ﾌﾛﾝﾄ系では開発ｽﾋﾟｰﾄﾞも重視、品質や継承性
を多少犠牲にしても開発ｽﾋﾟｰﾄﾞを高めたい。基幹系は「ｺｽﾄより品質」

80

ｼｽﾃﾑ構築時の
重視事項
（右：1位・2位、
左：4位・5位）

・調査では「勘定系」
「業務支援・情報系」
「Web・フロント系」「管
理業務系」の4分野ご
とに、ｼｽﾃﾑ構築時に
何を重視するか、「品
質」「コスト」「開発ス
ピード」「変更容易性
※1」「継承性※2」に
対して1～5位の順位
をつけてもらった。

※1 ｼｽﾃﾑに機能の追加や変
更があったときに容易に修
正・ｶｽﾀﾏｲｽﾞできること

※2 長期間利用できること（技
術・製品・ｻｰﾋﾞｽの提供が継
続される、ｼｽﾃﾑを維持する
ためのｽｷﾙが継承できる）

と、それぞれ定義した。



競争優位性の確保に重要なｼｽﾃﾑに対しては、ｺｽﾄよりも開発ｽﾋﾟｰﾄﾞ
を重視。基幹系・管理業務系は、そもそも開発ｽﾋﾟｰﾄﾞが重視されない
ため、差は顕著には表れていない
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競争優位性の確保における重要度別 ｼｽﾃﾑ構築時の重視事項（1位）

57.4

57.0

36.6

33.0

36.2

32.6

59.7

54.8

19.6

20.5

24.4

34.4

17.0

30.6

25.0

26.8

5.3

25.1

15.4

38.3

23.3

6.9

7.6

6.7

10.6

12.4

8.5

11.1

10.1

11.7

11.2

4.1

2.8

1.4

4.4

3.3

4.8

0.0

2.4

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

競争優位性を確保する上で重視（n=526）

上記以外（n=463）

競争優位性を確保する上で重視（n=303）

上記以外（n=663）

競争優位性を確保する上で重視（n=47）

上記以外（n=916）

競争優位性を確保する上で重視（n=72）

上記以外（n=902）

基
幹

系
業

務
支

援
・
情

報
系

W
e
b・

フ
ロ

ン
ト

系
管

理
業

務
系

品質 コスト 開発スピード 変更の容易性 継承性



基幹系ｼｽﾃﾑでは金融の品質重視傾向が鮮明。製造業は継承性を重
視する傾向あり。業務支援・情報系では金融で開発ｽﾋﾟｰﾄﾞ重視。品質
重視の裏返しで開発ｽﾋﾟｰﾄﾞが遅くなっている可能性もある。

（C）JUAS 2014 82

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
ｼｽﾃﾑ構築時の重視事項
（1位）
※基幹系ｼｽﾃﾑ、

業務支援・情報系ｼｽﾃﾑ

61.3

56.4

52.1

53.1

73.9

57.4

60.7

41.8

37.6

29.1

33.3

30.4

35.3

36.0

18.8

16.9

19.6

23.7

14.5

29.4

19.1

24.1

29.4

30.3

35.7

30.4

36.8

31.5

6.3

6.4

4.2

5.1

4.3

2.9

3.8

17.7

19.4

19.2

14.9

29.0

14.7

17.4

6.3

9.3

6.3

7.3

1.4

5.9

9.3

10.1

10.0

13.7

14.3

5.8

8.8

12.9

7.5

11.0

17.9

10.7

5.8

4.4

7.1

6.3

3.5

7.7

1.8

4.3

4.4

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建築・土木（n=80）

素材製造（n=172）

機械器具製造（n=240）

商社・流通（n=177）

金融（n=69）

社会インフラ（n=68）

サービス（n=183）

建築・土木（n=79）

素材製造（n=170）

機械器具製造（n=234）

商社・流通（n=168）

金融（n=69）

社会インフラ（n=68）

サービス（n=178）

基
幹

系
業

務
支

援
・
情

報
系

品質 コスト 開発スピード 変更の容易性 継承性

・金融は、基幹系では徹底的に
品質重視する一方、業務支
援・情報系では品質・ｺｽﾄ・開
発ｽﾋﾟｰﾄﾞのﾊﾞﾗﾝｽを重視しよう
とする意向が表れているので
はないかと思われる。



25.9

23.2

18.1

12.3

11.2

37.3

35.2

31.6

26.9

18.7

24.4

33.4

26.4

35.3

35.9

9.6

7.4

17.4

20.4

26.8

2.9

0.8

6.5

5.1

7.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要件定義に関する主体性（n=877）

事業部門の要件定義スキル（n=878）

現行業務仕様の把握（n=879）

設計レビューへの参加（n=878）

テストへの参加（n=878）

1：低い/不十分 2 3 4 5：高い/十分

 平均

2.3

2.3

2.6

2.8

3.0

＜ｼｽﾃﾑ開発への事業部門の参画度＞ IT部門は事業部門の要求を
正しく把握し、ｼｽﾃﾑ開発を行う必要があるが、そのためにはまず事業
部門がしっかり要件を主体性を持って提示できるかがｶｷﾞとなる
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・ｼｽﾃﾑ開発への事
業部門の参画に
関するIT部門の評
価として高かった
のは「ﾃｽﾄへの参
加」。逆に、低いの
は「要件定義に関
する主体性」と「事
業部門の要件定
義ｽｷﾙ」であった

83

ｼｽﾃﾑ開発へ
の事業部門の
参画度（5段階
評価）

評価項目 レベル1 ・・・ レベル5

要件定義に関する主体性 ＩＴ部門が手取り足取り 事業部門が主体的に実施

事業部門の要件定義スキル スキル不十分 必要なスキルを充足

現行業務仕様の把握 IT部門に頼っている 事業部門が十分に把握

設計レビューへの参加 事業部門は関与せず 事業部門も適切にレビュー

テストへの参加 事業部門は関与せず 十分な受入テストを実施

38.7

34.2

16.4

6.6

4.1

15.8

27.9

22.7

17.8

14.9

14.1

10.9

17.7

22.4

30.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

現行業務仕様の把握

要件定義に関する主体性

事業部門の要件定義スキル

設計レビューへの参加

テストへの参加

1位（n=853）

2位（n=853）

3位（n=853）

開発成否に影
響を及ぼす、
事業部門の参
画に関する事
項（1位～3位）



「要件定義に関する主体性」と「事業部門の要件定義ｽｷﾙ」はどの企
業も抱える課題。「現行業務仕様の把握」「設計ﾚﾋﾞｭｰへの参加」「ﾃｽﾄ
への参加」は、企業規模が大きくなるにつれ評価が高くなっている
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売上高別
ｼｽﾃﾑ開発への
事業部門の参画度
（5段階評価）

26.8

27.4

24.1

10.8

20.9

27.1

20.1

10.8

19.3

21.7

10.9

2.7

14.2

10.9

12.6

13.9

13.4

11.6

8.0

5.6

31.5

41.3

35.6

40.5

30.7

35.4

38.5

48.6

26.4

34.3

34.5

24.3

24.8

30.2

25.9

8.3

18.1

19.6

20.1

5.6

29.5

20.1

24.7

35.1

40.2

30.3

31.6

29.7

32.3

21.7

27.6

32.4

40.6

36.2

27.6

25.0

40.9

34.8

32.2

30.6

9.1

8.7

12.1

10.8

6.7

7.0

9.2

8.1

13.4

17.6

20.1

29.7

15.7

18.8

28.7

30.6

22.0

27.8

30.5

30.6

3.1

2.4

3.4

2.7

1.6

0.2

0.6

2.7

8.7

4.6

6.9

10.8

4.7

3.9

5.2

22.2

5.5

6.3

9.2

27.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=253）（n=254）

100億～1000億円未満（n=410）（n=412）

1000億～1兆円未満（n=159）（n=174）

1兆円以上（n=31）（n=37）

100億円未満（n=253）（n=254）

100億～1000億円未満（n=410）（n=413）

1000億～1兆円未満（n=159）（n=174）

1兆円以上（n=31）（n=37）

100億円未満（n=253）（n=254）

100億～1000億円未満（n=410）（n=414）

1000億～1兆円未満（n=159）（n=174）

1兆円以上（n=31）（n=37）

100億円未満（n=253）（n=254）

100億～1000億円未満（n=410）（n=414）

1000億～1兆円未満（n=159）（n=174）

1兆円以上（n=31）（n=36）

100億円未満（n=253）（n=254）

100億～1000億円未満（n=410）（n=414）

1000億～1兆円未満（n=159）（n=174）

1兆円以上（n=31）（n=36）

要
件

定
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す
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握
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へ
の

参
加

テ
ス

ト
へ

の
参

加

1：低い/不十分 2 3 4 5：高い/十分

 平均

2.3

2.2

2.4

2.5

2.4

2.2

2.3

2.4

2.7

2.5

2.8

3.2

2.7

2.7

2.9

3.3

2.9

3.0

3.1

3.6

・「要件定義に関する主体性」
「事業部門の要件定義ｽｷﾙ」
は企業規模によらず低評価
である。

・なお、業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別にも見
てみたが、差は認められな
かった（図表は省略）



企業規模が大きいほど「要件定義に関する主体性」を重要視。一方、
規模の小さい企業では「現行業務仕様の把握」を1位に挙げた企業が
多い。
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売上高別 開発成否に影響を及ぼす、事業部門の参画に関する事項（1位）

34.3

23.3

35.2

45.1

44.1

16.0

18.3

16.7

13.9

11.8

39.1

47.1

37.7

30.6

32.4

6.5

6.7

6.7

6.9

2.9

4.1

4.6

3.7

3.5

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=919）

100億円未満（n=240）

100億～1000億円未満（n=406）

1000億～1兆円未満（n=173）

1兆円以上（n=34）

要件定義に関する主体性 事業部門の要件定義スキル 現行業務仕様の把握

設計レビューへの参加 テストへの参加

・事業部門が現行業務の仕様を把握できていることは、的確に要件を定義するための基礎である。
しかし、規模の小さい企業では現状が不十分であることから、これを1位とした企業が多くなったも
のと思われる。
規模の大きい企業は、事業部門の体制も厚く、現行業務仕様の把握はある程度満足できるﾚﾍﾞﾙ
にあることから、要件定義に関する主体性が低い点を課題と感じているものと思われる。



要件定義に関する事業部門の主体性が高い企業ほど、工期が守られ
ている。事業部門の主体性が的確な要件定義を生み、それが開発の
手戻り防止につながり、結果として工期遅延が減少したと思われる
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要件定義に関する事業部門の主体性（5段階評価）別
ｼｽﾃﾑ開発の工期遵守状況（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ規模：100～500人月未満）

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが予定どおり完了する割合には差が見られないものの、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが遅延する割
合は、事業部門の主体性が高い企業ほど遅延が少なくなる

・事業部門の主体性が低い場合に工期が遅延するということは、IT部門側の要件を引き
出す力が十分でないことの現れでもある。事業部門の主体性を高めてもらうとともに、IT
部門側も要件定義を引き出すスキルを向上させる必要があろう。

23.2

21.1

21.4

25.9

29.0

22.2

44.6

32.4

44.3

51.9

48.4

66.7

32.2

46.5

34.4

22.2

22.6

11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=323）

IT部門が手取り足取り ： 1
（n=71）

2（n=131）

3（n=81）

4（n=31）

事業部門が主体的に実施 ： 5
（n=9）

予定どおり ある程度予定どおり 遅延



＜内製志向／外注志向＞内製比率の全体平均は42％。企業規模が
小さいほど両極の回答が多い。開発規模が大きくなれば、要員繰りの
点から自社要員・情報子会社要員のみで開発することが困難になる
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売上高別
内製比率（ｼｽﾃﾑ
開発全体）

情報子会社の有
無別 内製比率
（ｼｽﾃﾑ開発全
体）

※内製率を、本調査では以下と定義した
各開発工程における開発要員を、「社内要員」「情報子会社要員」「外部委託要員」に分類
（外部委託要員は、外部委託コストを要員数に換算）。
このうち、「社内要員」および「情報子会社要員」で開発を行うことを「内製」と定義。
内製比率（％） ＝ （社内要員数＋情報子会社要員数）÷（全開発要員数）

28.9

21.2

13.2

9.7

12.3

15.1

15.7

19.4

15.8

14.4

23.3

32.3

9.9

11.7

20.8

16.1

12.6

12.9

15.7

16.1

20.6

24.6

11.3

6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=253）

100億～1000億円未満（n=410）

1000億～1兆円未満（n=159）

1兆円以上（n=31）

10%未満 10～19% 20～39% 40～69% 70～89% 90%以上

 平均

39.7

44.5

40.9

37.6

21.7

10.4

24.6

14.8

12.8

15.3

16.9

21.3

16.6

14.1

21.3

11.6

12.9

18.3

11.9

19.7

15.9

19.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=918）

情報子会社あり（n=164）

情報子会社なし（n=704）

10%未満 10～19% 20～39% 40～69% 70～89% 90%以上

 平均

46.8

39.8

41.6

・内製比率の平均値
は、売上高によって
大きな差はなく、内
製志向／外注志向
は企業規模にはよ
らないといえる



業務ｼｽﾃﾑ分野ごとの方向性は企業により異なるが、基幹系では大企
業ほど内製／外注の適正水準を探っている。開発ｽﾋﾟｰﾄﾞを重視する
企業ほど内製比率が高い傾向も見られる
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業務ｼｽﾃﾑ分野別
内製比率の今後

12.1

13.5

12.3

8.7

72.2

72.8

77.0

78.5

15.7

13.7

10.8

12.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

基幹系（n=879）

業務支援・情報系（n=869）

Web・フロント系（n=855）

管理業務系（n=869）

増加 不変 減少

現状（平均）   DI値

41.3%       - 3.6

36.2%       - 0.2

30.2%       + 1.5

32.1%       - 4.0

＜基幹系ｼｽﾃﾑ＞
売上高別
内製比率の今後

7.5

11.2

17.4

25.0

82.8

71.0

62.6

59.4

9.6

17.8

20.0

15.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=239）

100億～1000億円未満（n=393）

1000億～1兆円未満（n=155）

1兆円以上（n=32）

増加 不変 減少

現状（平均）   DI値

35.9%       - 2.1

44.7%       - 6.6

44.2%       - 2.6

35.9%       + 9.4

＜業務支援・情報系
ｼｽﾃﾑ＞ ｼｽﾃﾑ構築
時の重視事項（開発
ｽﾋﾟｰﾄﾞの順位）別
内製比率の今後

23.0

43.5

11.2

10.5

17.8

7.6

19.1

16.9

12.5

7.2

16.4

14.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

開発スピードを1位に選択（n=152）

開発スピードを5位に選択（最下位）（n=237）

10％未満 10～19％ 20～39％ 40～69％ 70～89％ 90％以上

 平均

41.2

31.1

「ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ設計・構築」の内製比率

・管理業務系は、他のｼ
ｽﾃﾑ分野と比べて自社
開発の比率が低い



55.2

40.1

39.1

33.5

37.9

46.8

31.7

59.6

6.9

13.0

29.5

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

基幹系（n=908）

業務支援・情報系（n=876）

Web・フロント系（n=851）

管理業務系（n=870）

自社開発プログラム 業務パッケージ ASP・SaaS

＜ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの形態＞基幹系ｼｽﾃﾑでは自社開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが根強い
ものの、全般的に業務ﾊﾟｯｹｰｼﾞの適用が進む。ASP／SaaSなど利用
型ｻｰﾋﾞｽの採用は、Web・ﾌﾛﾝﾄ系ｼｽﾃﾑで顕著。
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ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの
形態（現状）

6.3

26.0

27.5

6.4

24.0

37.8

7.4

16.9

29.5

4.8

22.7

27.6

66.0

66.1

71.0

65.0

64.1

60.4

69.5

75.2

67.9

68.9

67.4

71.3

27.7

7.9

1.5

28.6

11.9

1.8

23.1

7.9

2.6

26.3

10.0

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社開発プログラム（n=839）

業務パッケージ（n=800）

ASP・SaaS（n=713）

自社開発プログラム（n=786）

業務パッケージ（n=817）

ASP・SaaS（n=714）

自社開発プログラム（n=767）

業務パッケージ（n=751）

ASP・SaaS（n=736）

自社開発プログラム（n=787）

業務パッケージ（n=821）

ASP・SaaS（n=696）

基
幹

系

業
務

支
援

・
情

報
系

W
e
b・

フ
ロ

ン
ト
系

管
理

業
務

系

増加 不変 減少

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ形態
の今後の方針

・全般的に、自社開
発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑは減少
傾向にあり、業務
パッケージ、ASP
／SaaSの活用検
討が増えることが
見込まれる。自社
開発が根強く残っ
ている基幹系ｼｽﾃ
ﾑの分野でも、減
らす方向性が3割。



ASP／SaaSなどの利用型ｻｰﾋﾞｽへの期待は、ｺｽﾄ削減と開発ｽﾋﾟｰﾄﾞｱ
ｯﾌﾟ。業務ﾊﾟｯｹｰｼﾞではｺｽﾄ削減と開発ｽﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟに加え、品質向上を
目的とする声も大きい。期待した効果は、概ね実現。
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ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ形態に期待
する効果

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの形態：ASP
／SaaSの「最も期待した
効果」に対する実現度

21.1

30.1

47.5

11.5

25.0

27.4

25.9

29.5

13.2

26.6

5.2

4.4

14.8

7.5

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社開発プログラム（n=748）

業務パッケージ（n=827）

ASP・SaaS（n=562）

コスト削減 開発スピードアップ 品質向上 変更容易性 継承性

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ形態：業務
ﾊﾟｯｹｰｼﾞの「最も期待し
た効果」に対する実現
度

59.1

53.2

60.0

63.2

50.0

68.8

30.5

34.0

32.5

27.8

38.1

20.0

9.5

11.1

6.5

8.1

11.9

11.3

1.0

1.7

1.0

0.9

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=801）

コスト削減（n=235）

開発スピードアップ（n=200）

品質向上（n=234）

変更容易性（n=42）

継承性（n=80）

期待よりも上 期待どおり 期待よりも下 わからない

業務パッケージ

63.1

57.7

69.2

71.4

68.2

66.7

20.6

24.5

16.4

14.3

13.6

26.2

12.0

13.0

8.2

12.9

18.2

7.1

4.3

4.7

6.2

1.4

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=540）

コスト削減（n=253）

開発スピードアップ（n=146）

品質向上（n=70）

変更容易性（n=22）

継承性（n=42）

期待よりも上 期待どおり 期待よりも下 わからない

ASP・SaaS

・業務ﾊﾟｯｹｰｼﾞ利用では、ﾌﾟﾛ
ｾｽの標準化を見据えた「品
質」を確保しつつ、ｺｽﾄ削減、
開発のｽﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟも図りた
い企業の期待がうかがえる



＜開発手法の活用状況＞ｳｫｰﾀﾌｫｰﾙ型開発手法が依然として主流だ
が、ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ・反復型の適用もみられ始めている。ｱｼﾞｬｲﾙ手法の
活用はまだ限定的。
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開発手法の活
用状況 75.5

64.1

55.1

72.7

20.1

28.8

33.0

21.7

4.4

7.1

11.9

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

基幹系（n=737）

業務支援・情報系（n=682）

Web・フロント系（n=660）

管理業務系（n=670）

ウォーターフォール プロトタイピング・反復型 アジャイル型

・全般的にｳｫｰﾀｰ
ﾌｫｰﾙ型の開発手
法が依然として主
流。

・「ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ・反
復型」は、いずれ
の業務ｼｽﾃﾑ分野
でも2割以上の採
用。WEBサイトの
構築や、小規模な
業務ｼｽﾃﾑ開発案
件では適用が広
がっていると推察
する

各開発手法に
期待する効果

6.5

6.3

8.5

8.7

42.0

52.0

68.4

30.0

17.1

4.1

19.1

20.7

2.6

1.6

12.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ウォーターフォール（n=630）

プロトタイピング・反復型（n=460）

アジャイル型（n=246）

コスト削減 開発スピードアップ 品質向上 変更容易性 継承性

・品質重視であれば手堅くｳｫｰﾀｰﾌｫｰﾙ。開発ｽﾋﾟｰﾄﾞの向上に期待がかかるｱｼﾞｬｲﾙ。
ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ・反復型は、その中庸策



既に利用している企業の評価は、ｱｼﾞｬｲﾙ、ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ・反復型ともに
5割以上が期待通り、またはそれ以上と回答。しかし、最も大きな期待
である「開発ｽﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟ」に対しては必ずしも効果を得られていない
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ｱｼﾞｬｲﾙ開発：
最も期待した効果に
対する実現度

ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ・反復型：
最も期待した効果に
対する実現度

45.1

27.8

48.7

54.1

51.1

0.0

19.1

16.7

22.2

13.5

21.3

33.3

32.3

50.0

24.8

29.7

25.5

66.7

3.4

5.6

4.3

2.7

2.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=235）

コスト削減（n=18）

開発スピードアップ（n=117）

品質向上（n=37）

変更容易性（n=47）

継承性（n=3）

期待よりも上 期待どおり 期待よりも下 わからない

アジャイル

54.8

34.6

54.3

63.2

58.5

54.5

20.2

23.1

26.6

15.2

18.3

0.0

23.6

42.3

17.9

20.8

19.5

45.5

1.3

0.0

1.1

0.8

3.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=445）

コスト削減（n=26）

開発スピードアップ（n=184）

品質向上（n=125）

変更容易性（n=82）

継承性（n=11）

期待よりも上 期待どおり 期待よりも下 わからない

プロトタイピング・反復型

・今後、企業による導入
体制や、ｱｼﾞｬｲﾙ手法が
適する領域、成功事例
の共有により、効果的な
導入を企業に促進して
いく必要もありそうだ



今後の方針では、ｳｫｰﾀﾌｫｰﾙ型手法を減らす企業が3割弱。ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾋﾟ
ﾝｸﾞ・反復型、ｱｼﾞｬｲﾙは増加傾向。ただし、現状維持を志向する企業も
多く、開発品質を重視する企業の慎重な姿勢もうかがえる
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業務ｼｽﾃﾑ別
開発手法の今後
の方針

2.1

19.8

22.0

1.8

23.8

26.3

1.4

20.2

28.0

1.6

16.9

19.7

74.5

75.9

76.8

70.6

71.9

72.5

75.4

74.7

71.0

77.7

79.8

78.5

23.5

4.4

1.2

27.7

4.3

1.2

23.3

5.1

1.0

20.7

3.4

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ウォーターフォール（n=678）

プロトタイピング・反復型（n=572）

アジャイル型（n=514）

ウォーターフォール（n=622）

プロトタイピング・反復型（n=555）

アジャイル型（n=502）

ウォーターフォール（n=589）

プロトタイピング・反復型（n=554）

アジャイル型（n=500）

ウォーターフォール（n=622）

プロトタイピング・反復型（n=534）

アジャイル型（n=488）

基
幹

系

業
務

支
援

・
情

報
系

W
e
b・

フ
ロ

ン
ト
系

管
理

業
務

系

増加 不変 減少

非ｳｫｰﾀーﾌｫｰﾙ開
発手法の今後の方
針（現在利用中の
企業の回答）

41.3

34.4

70.2

67.6

69.8

73.4

61.5

57.5

56.0

59.1

7.9

6.4

7.8

6.0

2.2

3.8

2.7

6.5

38.7

36.3

20.6

22.4

26.0

21.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

基幹系（n=265）

業務支援・情報系（n=312）

Web・フロント系（n=321）

管理業務系（n=248）

基幹系（n=91）

業務支援・情報系（n=106）

Web・フロント系（n=150）

管理業務系（n=93）

プ
ロ

ト
タ

イ
ピ

ン
グ

・
反

復
型

ア
ジ

ャ
イ

ル
型

増加 不変 減少

 利用中企

業の割合

37.8

49.2

50.9

39.3

13.0

16.6

23.5

14.4

・既に現在利用している
企業の回答を見ると、
適用範囲を拡大する
意向が強い。

・先行する企業や、大企
業を中心に新しい手法
の検討は増えていくだ
ろう。

・現状維持の企業も、適
用範囲を見据え、先行
する企業での適用状
況、効果に注視する必
要がある



＜ﾆｱｼｮｱ（日本の地方ﾛｹｰｼｮﾝ）/ｵﾌｼｮｱの利用状況＞ ﾆｱｼｮｱの利用
は3割弱だが大手ﾍﾞﾝﾀﾞｰ経由の活用が主と推察。地方ﾍﾞﾝﾀﾞｰと直接
契約するなど、ｺｽﾄ面で活用ﾒﾘｯﾄを直接享受する形態はまだ僅少か。
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売上高別 ﾆｱｼｮｱ、
ｵﾌｼｮｱ開発の利用
状況（現状）

27.7

20.5

28.7

29.2

50.0

20.1

11.5

14.7

34.0

52.9

12.9

11.6

9.8

21.2

15.2

72.3

79.5

71.3

70.8

50.0

79.9

88.5

85.3

66.0

47.1

87.1

88.4

90.2

78.8

84.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=865）

100億円未満（n=234）

100億～1000億円未満（n=380）

1000億～1兆円未満（n=154）

1兆円以上（n=34）

全体（n=870）

100億円未満（n=234）

100億～1000億円未満（n=380）

1000億～1兆円未満（n=159）

1兆円以上（n=34）

全体（n=860）

100億円未満（n=233）

100億～1000億円未満（n=376）

1000億～1兆円未満（n=156）

1兆円以上（n=33）

ニ
ア

シ
ョ

ア
オ

フ
シ

ョ
ア

（
ベ

ン
ダ

ー
経

由
）

オ
フ

シ
ョ

ア
（
直

接
）

利用あり 利用なし

・ﾁｬｲﾅﾘｽｸ、ｵﾌｼｮｱ地域
のｺｽﾄ上昇の影響や、
現地技術者とのｺﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ・ﾄﾗﾌﾞﾙなどを回避す
る選択肢として、開発分
野におけるﾆｱｼｮｱ（日本
の地方ﾛｹｰｼｮﾝ）活用へ
の関心が上昇している

・ﾍﾞﾝﾀﾞｰ経由のｵﾌｼｮｱ活
用では、企業規模（売上
高1000億以上の企業）
の大きい企業での利用
率が高く、大手企業での
ｵﾌｼｮｱ活用の浸透がう
かがえる



今後の方針では、大企業でｿｰｼﾝｸﾞ先の検討が活発化。ｵﾌｼｮｱの増加
を検討する企業の割合も高い。一方、ﾆｱｼｮｱでは、比較的中・小企業
での増加意向が目立つ
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売上高別 ﾆｱｼｮｱ、
ｵﾌｼｮｱ開発の利用
状況（今後の活用
方針）

16.8

11.1

13.2

25.8

45.9

17.0

4.7

14.2

29.5

62.9

9.7

4.3

6.5

20.0

27.8

77.0

83.9

79.2

68.4

51.4

77.1

89.1

79.4

65.4

34.3

84.2

88.6

86.9

76.0

66.7

6.3

5.1

7.6

5.8

2.7

5.9

6.2

6.5

5.1

2.9

6.1

7.1

6.5

4.0

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=764）

100億円未満（n=217）

100億～1000億円未満（n=355）

1000億～1兆円未満（n=155）

1兆円以上（n=37）

全体（n=741）

100億円未満（n=211）

100億～1000億円未満（n=339）

1000億～1兆円未満（n=156）

1兆円以上（n=35）

全体（n=733）

100億円未満（n=211）

100億～1000億円未満（n=336）

1000億～1兆円未満（n=150）

1兆円以上（n=36）

ニ
ア

シ
ョ

ア
オ

フ
シ

ョ
ア

（
ベ

ン
ダ

ー
経

由
）

オ
フ

シ
ョ

ア
（
直

接
）

増加 不変 減少

・ﾆｱｼｮｱでは、技術者との
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝなどｵﾌｼｮｱ
に比べて活用障壁が低
く、比較的小規模な開発
案件で柔軟に対応でき
る点で、中、小企業での
検討も広がっているとみ
ている



ｵﾌｼｮｱの期待効果はｺｽﾄ削減。ﾆｱｼｮｱではｺｽﾄ削減に加え、品質を担
保したい意向。しかし、実際の効果では、思うように期待効果が出ない
ｹｰｽもあり。ﾍﾞﾝﾀﾞｰ、ﾕｰｻﾞｰ双方で検証していくべき課題がある
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ﾆｱｼｮｱ：最も期待する効
果に対する実現度

ｵﾌｼｮｱ（ﾍﾞﾝﾀﾞｰ経由）：
最も期待する効果に対す
る実現度

ｵﾌｼｮｱ（直接）：
最も期待する効果に対す
る実現度

54.1

52.3

51.5

74.5

55.6

33.3

21.8

23.9

24.2

12.8

22.2

40.0

22.3

21.1

21.2

12.8

22.2

26.7

1.8

2.8

3.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=220）

コスト削減（n=109）

開発スピードアップ（n=33）

品質向上（n=47）

変更容易性（n=9）

継承性（n=15）

期待よりも上 期待どおり 期待よりも下 わからない

ニアショア

30.7

32.4

21.1

45.5

40.0

0.0

42.7

47.6

47.4

36.4

20.0

0.0

24.0

16.2

31.6

18.2

40.0

100.00.0

0.0

0.0

0.0

3.8

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=150）

コスト削減（n=105）

開発スピードアップ（n=19）

品質向上（n=11）

変更容易性（n=5）

継承性（n=2）

期待よりも上 期待どおり 期待よりも下 わからない

オフショア（ベンダー経由）

29.8

30.2

40.0

33.3

40.0

0.0

30.9

36.5

20.0

33.3

40.0

0.0

34.0

27.0

30.0

33.3

20.0

100.00.0

0.0

0.0

10.0

6.3

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=94）

コスト削減（n=63）

開発スピードアップ（n=10）

品質向上（n=6）

変更容易性（n=5）

継承性（n=2）

期待よりも上 期待どおり 期待よりも下 わからない

オフショア（直接）

・ｵﾌｼｮｱでは人件費の高まりや
為替の影響などにより、単価
など目に見える単純なｺｽﾄ削
減効果は依然よりも薄れつつ
ある。



＜開発に関する取り組み＞ 大企業は各種開発改善の取り組みに積
極的。特にUML（要件定義）では、海外での業務標準化、ｵﾌｼｮｱなどを
実践している大企業で取り組みが進んでいる

（C）JUAS 2014 97

売上高別 開発に
関する取り組み状況

21.9

21.3

13.6

24.1

21.5

13.2

17.1

15.4

13.7

21.9

19.9

13.6

18.4

21.1

13.4

23.4

20.1

11.8

32.1

25.5

12.4

23.5

22.2

15.4

45.5

45.5

21.2

50.0

46.9

15.6

78.1

78.7

86.4

75.9

78.5

86.8

82.9

84.6

86.3

78.1

80.1

86.4

81.6

78.9

86.6

76.6

79.9

88.2

67.9

74.5

87.6

76.5

77.8

84.6

54.5

54.5

78.8

50.0

53.1

84.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

SOA（n=782）

BPM（n=778）

BRMS（n=779）

UML（要件定義）（n=776）

UML（設計）（n=775）

テスト専門組織（n=781）

SOA（n=228）

BPM（n=227）

BRMS（n=227）

UML（要件定義）（n=228）

UML（設計）（n=226）

テスト専門組織（n=228）

SOA（n=365）

BPM（n=365）

BRMS（n=366）

UML（要件定義）（n=363）

UML（設計）（n=364）

テスト専門組織（n=365）

SOA（n=156）

BPM（n=153）

BRMS（n=153）

UML（要件定義）（n=153）

UML（設計）（n=153）

テスト専門組織（n=156）

SOA（n=33）

BPM（n=33）

BRMS（n=33）

UML（要件定義）（n=32）

UML（設計）（n=32）

テスト専門組織（n=32）

全
体

1
0
0
億

円
未

満

1
0
0
億

～

1
0
0
0
億

円
未

満
1
0
0
0
億

～
1
兆

円
未

満
1
兆

円
以

上

利用あり 利用なし

・SOAを実践している企
業では、BPMやUMLを
実践している企業の割
合が高くなる傾向があ
る。言語だけでなく、開
発を進める上での考え
方、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの可
視化など、一体で改善
に取り組む企業が多い
と考えられる



品質向上を目的とした取り組みとして実践している企業が多く、品質改
善は依然として企業の課題。ただし、最も期待する効果に対する評価
は分かれる
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各取り組みで期待す
る効果（品質向上の
比率の降順）

72.0

68.6

66.9

55.6

46.9

38.9

11.8

8.5

8.4

9.3

13.3

16.2

10.8

10.6

11.4

13.6

12.2

15.6

4.3

6.9

8.4

14.8

16.3

25.7

6.8

11.2

5.3

4.8

3.6

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テスト専門組織（n=93）

UMLﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ（要件定義）（n=188）

UMLﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ（設計）（n=166）

BPM（n=162）

BRMS（n=98）

SOA（n=167）

品質向上 コスト削減 開発スピードアップ 変更容易性 継承性

UML（要件定義）：
最も期待する効果に
対する実現度

40.5

27.3

35.7

47.3

36.4

37.5

26.2

27.3

28.6

28.6

18.2

37.5

31.0

36.4

35.7

21.4

45.5

25.0

2.4

9.1

0.0

2.7

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=168）

コスト削減（n=11）

開発スピードアップ（n=14）

品質向上（n=112）

変更容易性（n=11）

継承性（n=8）

期待よりも上 期待どおり 期待よりも下 わからない

・UML（要件定義）では国
をまたぐプロジェクトの上
流における意思疎通の
共通化により品質改善
を図りたい企業の意図
がうかがえる。
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1. 回答企業のプロフィール

2. トピックス
① ITトレンド（ビッグデータ）
② IT基盤
③ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメントとビジネスイノベーション
② システム開発
③ IT推進組織・IT人材

4. 定点観測
① IT予算
② グローバルIT戦略
③ 情報セキュリティ

主な調査結果
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20.9

20.9

1.0

4.2

4.9

0.7

65.2

6.9

2.0

5.9

2.6

75.5

61.1

36.9

65.0

45.9

39.9

29.2

90.8

51.6

85.2

87.9

12.4

28.4

19.3

31.8

29.7

28.1

5.2

5.2

33.3

10.8

17.0

29.1

0.7

0.3

17.3

3.0

0.3

0.3

0.7

0.3

0.7

1.0

0.7

7.8

1.0

1.6

2.6

1.0

0.7

0.7

1.0

3.3

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①システム企画・構想（n=306)

②要件定義（n=306)

③設計・開発・テスト（n=306)

④プロジェクトマネジメント（n=306)

⑤システム運用（n=305)

⑥システム保守（n=306)

⑦業務改革、新業務定着化推進（n=305)

⑧IT戦略策定（n=306)

⑨ヘルプデスク（n=306)

⑩情報セキュリティリスク管理（n=305)

⑪その他ITマネジメント（n=306)

事業部門（経営企画部門など含む） ＩＴ部門 情報子会社 ベンダー 該当部門なし

19.7

17.0

1.6

3.2

4.3

1.6

60.1

10.1

3.7

5.9

2.1

71.3

51.1

18.1

49.5

22.9

19.7

30.3

84.6

30.3

78.1

74.5

28.7

59.6

41.5

62.2

59.0

54.3

14.4

20.2

0.5

18.6

3.7

10.1

18.6

0.5

0.0

10.1

2.1

2.1

2.1

0.5

1.1

1.6

1.1

3.2

3.2

4.3

6.9

0.0

0.5

1.1

2.1

4.8

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①システム企画･構想（n=188）

②要件定義（n=188）

③設計･開発･テスト（n=188）

④プロジェクトマネジメント（n=188）

⑤システム運用（n=188）

⑥システム保守（n=188）

⑦業務改革、新業務定着化推進（n=188）

⑧IT戦略策定（n=188）

⑨ヘルプデスク（n=188）

⑩情報セキュリティリスク管理（n=187）

⑪その他ITマネジメント（n=188）

事業部門 IT部門 情報子会社 ベンダー 該当部門なし
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＜IT機能別の役割分担＞現状の作業主担当部門を見ると、大企業で
はIT戦略策定と戦略実行の役割分担が進んでいると推察。また、情報
子会社はIT部門の一部、今後はIT部門の役割を共に担う存在に。

現状のIT機能別の
役割分担（従業員
1000人以上の企業）

現状のIT機能別の
役割分担（情報子会
社を持つ企業）

1000人以上の企業

情報子会社を持つ企業
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23.0

19.8

2.2

7.0

5.3

1.6

58.8

16.6

3.2

6.5

3.8

67.9

47.1

16.1

43.9

16.0

17.1

34.2

78.1

25.8

67.0

64.5

7.0

31.6

60.2

45.5

61.0

60.4

53.2

20.5

28.5

1.1

20.4

3.2

17.1

19.8

0.0

0.0

16.7

4.9

1.1

1.1

0.5

0.5

1.1

1.1

1.1

1.6

3.7

4.8

1.6

0.5

1.6

2.1

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①システム企画･構想（n=187）

②要件定義（n=187）

③設計･開発･テスト（n=186）

④プロジェクトマネジメント（n=187）

⑤システム運用（n=187）

⑥システム保守（n=187）

⑦業務改革、新業務定着化推進（n=187）

⑧IT戦略策定（n=187）

⑨ヘルプデスク（n=186）

⑩情報セキュリティリスク管理（n=185）

⑪その他ITマネジメント（n=186）

事業部門 IT部門 情報子会社 ベンダー 該当部門なし

今後、従業員1000人以上の大企業ではIT戦略策定と戦略実行の役割
分担が進むと予測される。従来の業務を情報子会社やﾍﾞﾝﾀﾞｰに移管
し、IT部門の時間をより戦略策定に割けるようにするとみられる

22.8

21.8

0.3

2.3

3.6

0.0

63.7

11.9

1.7

6.0

3.0

72.6

59.7

31.5

63.6

34.7

34.0

32.3

85.8

37.1

76.7

79.1

13.2

30.1

22.2

32.3

31.7

28.8

10.0

13.6

5.0

37.7

11.6

29.0

33.7

0.3

31.5

7.0

3.6

0.3

0.3

0.3

0.3

0.3

0.7

1.0

0.3

0.7

1.3

1.7

3.3

0.3

1.0

0.7

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①システム企画・構想（n=303)

②要件定義（n=303)

③設計・開発・テスト（n=302)

④プロジェクトマネジメント（n=302)

⑤システム運用（n=303)

⑥システム保守（n=303)

⑦業務改革、新業務定着化推進（n=303)

⑧IT戦略策定（n=303)

⑨ヘルプデスク（n=302)

⑩情報セキュリティリスク管理（n=301)

⑪その他ITマネジメント（n=302)

事業部門（経営企画部門など含む） ＩＴ部門 情報子会社 ベンダー 該当部門なし

今後のIT機能別の
役割分担（従業員
1000人以上の企業）

・「③設計・開発・テスト」
「⑤ｼｽﾃﾑ運用」
「⑥ｼｽﾃﾑ保守」
「⑨ヘルプデスク」に加
え、「⑩情報セキュリティ
リスク管理」「⑪その他IT
マネジメント」などにおい
ても、情報子会社やベン
ダーへの委託が進んで
いくことが見受けられる。

・また、情報子会社はIT
部門の一部として、今後
はIT部門の役割を共に
担う存在になっていく

今後のIT機能別の
役割分担（情報子会
社を持つ企業）

1000人以上の企業

情報子会社を持つ企業



＜企業ｸﾞﾙｰﾌﾟにおけるITﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ＞配置人数は「0人」が32.5％と全体
の3分の1であった。要員数は「1～4人」が32.8％と最多である
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※ グループ全体のITマネジメントとは、グループ
全体におけるセキュリティリスク方針策定・管理
、ＩＴ戦略の策定・整合、ＩＴ投資・予算管理、技術
標準策定、調達管理などと定義して調査した

ｸﾞﾙｰﾌﾟITﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ担当者の配置状況（現状）

n=694

5～9人
12.8

10人以上
22.0

1～4人
32.8

0人
32.5

30.6

18.6

38.3

31.8

32.9

62.8

80.3

60.4

55.7

49.0

6.6

1.1

1.3

12.5

18.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=647）

0人（n=183）

1～4人（n=227）

5～9人（n=88）

10人以上（n=149）

増加 不変 減少

現状の配置要員数別 今後のｸﾞﾙｰﾌﾟITﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄ担当者の増減方向性

・現在配置が0人のところで
あっても、今後の方向性と
しては18.6％が増加、つま
り配置を志向している。



＜情報子会社の保有状況＞全体の傾向は、際立った変化はなし。6年
前の08年度からあまり変化はなく、全体では約2割、従業員数1000人
以上の企業では約4割が情報子会社を保有している状況である
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17.0

17.2

16.6

15.6

14.5

15.2

7.8

9.4

8.7

6.6

7.3

6.7

35.4

33.4

33.9

35.0

30.4

33.7

3.5

3.4

5.5

7.6

5.7

5.2

6.1

80.3

79.8

79.8

81.5

83.1

81.3

90.3

88.7

89.5

91.7

91.5

91.1

61.2

61.0

58.6

59.2

64.4

60.2

2.7

3.0

3.6

3.0

2.4

1.9

1.9

1.8

1.7

1.2

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

13年度（n=952）

12年度（n=955）

11年度（n=969）

10年度（n=1046）

09年度（n=989）

08年度（n=834）

13年度（n=618）

12年度（n=647）

11年度（n=665）

10年度（n=715）

09年度（n=683）

08年度（n=570）

13年度（n=291）

12年度（n=308）

11年度（n=304）

10年度（n=331）

09年度（n=306）

08年度（n=264）

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

情報子会社あり（経営権あり） 情報子会社あり（経営権なし） 情報子会社なし

年度別・従業員数別
情報子会社の保有
状況の推移



104

09年度以降のIT部門要員減少の傾向に歯止めがかかり、5年ぶりに
DI値が4.9とプラスとなった。特に従業員数1000人以上の企業では、増
加させる企業が約3割、DI値13.5で大幅な増加へ転じる

（C）JUAS 2013

企業規模別 IT部門要
員数の増減傾向

・「増加」－「減少」を示すDI値
で見ると、IT部門は10年度
の▲10.9を底値として、11年
度▲6.7、12年度は▲1.1とな
り、13年度は4.9と5年ぶりに
プラスに転じた。

・従業員1000人以上の企業
のDI値は、11年度の▲10.9
から、12年度3.0とプラスに
転じ、13年度は13.5と大幅
に伸びた。

23.1

23.3

20.2

20.0

24.5

52.3

52.9

49.0

48.5

18.2

24.4

26.9

30.9

27.0

58.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

13年度（n=948）

12年度（n=996）

11年度（n=999）

10年度（n=1044）

09年度（n=976）

IT
部

門

DI値
4.9

▲1.1

▲6.7

▲10.9

▲2.5

17.1

19.9

19.5

17.7

20.7

34.0

31.1

21.8

24.9

32.8

57.2

56.2

53.0

53.9

45.5

40.7

45.5

40.5

36.7

17.8

22.9

24.3

29.3

25.4

20.5

28.1

32.7

34.5

30.5

65.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

13年度（n=607）

12年度（n=687）

11年度（n=687）

10年度（n=711）

09年度（n=668）

13年度（n=297）

12年度（n=302）

11年度（n=312）

10年度（n=333）

09年度（n=308）

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

増加 不変 減少

DI値
▲0.7

▲3.0

▲4.8

▲11.6

▲4.7

13.5

3.0

▲10.9

▲9.6

2.3
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257

7 2

352

6

206

7 3

25
37

15

287

18
8

192

7 4

39 42

16

271

12 8 3

29

49
31

246

24
8 8 3

17

58

21

302

20

44
30

18 16

185

21

202

0

50

100

150

200

250

300

350

400

IT部門 事業部門 情報子会社 IT部門 事業部門 情報子会社 IT部門 事業部門 情報子会社

全体 1000人未満 1000人以上

（人）

09年度 10年度 11年度 12年度 13年度

＜IT人材の要員動向＞
IT部門、事業部門に大きな変化はなく、情報子会社は大規模化、小

規模化の傾向が鮮明に
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企業規模別 IT部門、事業部門、情報子会社のIT要員数の平均

・IT要員数の平均値を
参考までに示す。従
業員数1000人以上
の企業では、IT部門
は10年度の37人から
少しずつ増え13年度
は58人と増加傾向で
ある。

・企業規模とIT要員数を縦軸と横軸にとり、両者の対応関係を情報子会社の有
無別に見ると、同程度の従業員数の企業であっても、IT要員数には大きなばら
つきが見られ、両者に強い関係性は確認できない。このため、上記のIT要員数
は、企業規模別のIT要員数の大まかな目安として確認していただきたい。

（企業IT動向調査 2013より）
0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

40,000 

45,000 

50,000 

0  100  200  300  400  500 

従
業
員
数

ＩＴ要員数（人）

子会社あり

子会社なし



＜IT部門の年齢構成＞4人に1人が65歳以上という超高齢化社会の中
、IT部門でも高齢化が進行中。現状に危機感を抱き、新規採用や人事
ﾛｰﾃｰｼｮﾝ等の対策を講じている企業との差が明確になりつつある
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1 2 3 4 5 6 

20 代若手層が厚い

（若手中心型） 

30 代ミドル層が厚

い（ミドル中心型） 

30 代ミドル層が少

ない（ミドル空洞型）

40 代以上の層が多い

（シニア中心型） 

どの世代も 

均等 
そ
の
他 

     

 

 40 代以上の 
層が厚い 

 
20 代の 

層が厚い 

 

・最も比率が高かったのは、40代以上の層が厚いシニア中心型

IT部門の年齢構成

3.3

7.9

24.1

25.5

7.9

21.8

52.3

30.9

8.4

9.1

4.0

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①IT部門（n=949）

②情報子会社（n=165）

20代若手層が厚い（若手中心型） 30代ミドル層が厚い（ミドル中心型） 30代ミドル層が少ない（ミドル空洞型）

40代以上の層が多い（シニア中心型） どの世代も均等 その他



1.4

1.8

3.8

4.8

1.4

0.0

5.3

20.3

20.0

20.7

24.7

21.7

22.4

35.7

12.2

7.9

7.2

7.8

4.3

13.4

6.4

59.5

58.2

55.7

45.2

65.2

53.7

39.8

5.4

10.8 6.6

3.0

4.78.2

7.5

8.0

9.7

5.8

1.4

2.4

1.4

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建築・土木（n=74）

素材製造（n=165）

機械器具製造（n=237）

商社・流通（n=166）

金融（n=69）

社会インフラ（n=67）

サービス（n=171）

20代若手層が厚い（若手中心型） 30代ミドル層が厚い（ミドル中心型） 30代ミドル層が少ない（ミドル空洞型）

40代以上の層が多い（シニア中心型） どの世代も均等 その他

いずれの業種ｸﾞﾙｰﾌﾟでも40代以上の層が多い「ｼﾆｱ中心型」が高い比
率を占めている。会社の設立年数とIT部門の年齢構成の相関性も強く
、設立年数が長い企業ほどｼﾆｱ中心型の割合が増加。
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設立年数別
IT部門の年齢構
成

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
IT部門の年齢構
成

11.1

6.4

3.4

2.3

1.3

16.7

41.1

26.9

20.3

13.4

11.1

6.4

6.4

9.0

10.8

50.0

31.9

50.2

56.5

61.8

11.1

8.1 3.9

8.8

7.1

10.8

0.0

7.1

1.9

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

設立して5年未満（n=18）

設立して5年以上30年未満（n=141）

設立して30年以上60年未満（n=297）

設立して60年以上90年未満（n=310）

設立して90年以上（n=157）

20代若手層が厚い（若手中心型） 30代ミドル層が厚い（ミドル中心型） 30代ミドル層が少ない（ミドル空洞型）

40代以上の層が多い（シニア中心型） どの世代も均等 その他

・金融（65.2％）、建
築・土木（59.5％）、
素材製造（58.2％）、
機械器具製造
（55.7％）、社会ｲﾝﾌ
ﾗ（53.7％）では、「ｼ
ﾆｱ中心型」が半数
を超えている。



情報子会社は業種により年齢構成が異なる傾向。40代以上の層が多
い「ｼﾆｱ中心型」が50％を超える業種はないが、一番多い構成である
ことは変わらない。
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業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
情報子会社の年
齢構成

・母数が少ないため
参考情報であるが、
業種によって中心と
なる年齢構成は異
なり、「ミドル中心
型」は商社・流通
（50.0％）、「ミドル空
洞型」は素材製造
（41.7％）が特徴的
であった。

9.1

5.6

16.7

6.3

11.1

0.0

4.3

27.3

19.4

22.2

50.0

16.7

20.0

34.8

9.1

41.7

19.4

18.8

11.1

28.0

4.3

45.5

22.2

33.3

12.5

44.4

32.0

34.8

9.1

6.3 6.3

12.0

4.317.4

8.0

5.6

5.6

16.7

0.0

5.6

0.0

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建築・土木（n=11）

素材製造（n=36）

機械器具製造（n=36）

商社・流通（n=16）

金融（n=18）

社会インフラ（n=25）

サービス（n=23）

20代若手層が厚い（若手中心型） 30代ミドル層が厚い（ミドル中心型） 30代ミドル層が少ない（ミドル空洞型）

40代以上の層が多い（シニア中心型） どの世代も均等 その他



企業が抱える年齢構成の課題は「要員の高齢化への対応」（1位：42.8
％、2位15.5％）と「若年層の確保、採用継続」（1位30.7％、2位41.0％）。
当該世代への更なる対策が求められている
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42.8

30.7

18.3

4.4

1.9

1.8

15.5

41.0

23.1

8.5

11.1

0.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

要員の高齢化への対応

若年層の確保、採用継続

世代別の人材育成

人件費対策

中高年層の活用

その他

（％）

1位（n=928） 2位（n=787）

年齢構成の課題（1位、2位）



年齢構成の課題に対する具体的な施策に関する自由回答からは対策
を講じている企業とそうでない企業の差が鮮明に
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分類 主な回答

採用
<回答数：63>

 新人採用
 中途採用
 新入社員の配属依頼
 若手中途採用の促進
 情報業務配属を前提とした採用面接の実施
 学卒者の定期採用
 派遣社員を増やす
 今まで中途採用のみだったが新卒も人員計画に組み込む
 外部からのキャリア採用
 ＩＴ部門が採用を担当している
 様々な採用活動を行う
 30代ミドル層を中心としたキャリア採用
 新卒の１年おきの採用を開始

異動・ローテーション
<回答数：36>

 配置転換
 事業部門からの異動
 他部門とのジョブローテーション
 情報子会社との人材交流

育成
<回答数：35>

 キャリアパスの明確化
 ベテランから中堅、若手へのスキル、ナレッジ継承（現場での協業、徒弟制度）
 若年層のプロジェクト参画を通して、高齢者(中高年)のスキルを継承
 高齢化している要員についても、教育で戦力化していく

抱えている問題として
<回答数：38>

 現時点で有効な施策なし
 開発に関する情報を次世代に引き継ぐことができない状況
 具体的な策が無く、ベンダーに依存せざるを得ない
 悩んでいるが、解決策が見いだせない
 経営層に具体策がない（訴えてはいるが）
 今のところなし（人員を減らせと言われている）
 ある程度の専門性が必要なこともあり、思うような人員配置をしてもらえない
 上層部がＩＴを理解していない
 人事へ要請を行っているが、進んでいない
 何かよいアイデアがあれば？ 110



25.0

23.5

24.0

21.1

12.8

9.4

9.8

10.2

15.6

10.8

71.6

74.1

73.1

74.6

70.1

75.0

69.2

73.8

80.3

84.9

3.4

2.4

3.0

4.3

17.1

15.5

21.0

16.1

4.1

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①業務改革推進担当（n=939）

②IT戦略担当（n=946）

③システム企画担当（n=943）

④プロジェクトマネージャー（n=934）

⑤開発担当（n=923）

⑥運用管理（n=933）

⑦運用担当（n=933）

⑧ヘルプデスク担当（n=926）

⑨セキュリティリスク管理（n=947）

⑩ITマネジメントスタッフ（n=932）

増加 不変 減少

DI値
21.6

21.1

21.0

16.8

▲4.3

▲6.1

▲11.2

▲5.9

11.5

6.5

＜人材ﾀｲﾌﾟ別IT部門要員＞今後の方向性は人材ﾀｲﾌﾟごとに異なり、
業務改革推進、IT戦略担当、ｼｽﾃﾑ企画を増加させ、開発、運用、
ﾍﾙﾌﾟﾃﾞｽｸは減少を志向。IT部門をより上流へｼﾌﾄさせようとする意向
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・「①業務改革推進担当」のDI値は21.6、「②IT戦略担当」はDI値21.1、「③ｼｽﾃﾑ企画担当」はDI
値21.0と増加志向が明らかである。

・一方で、「⑤開発担当」のDI値は▲4.3、「⑥運用管理」は▲6.1、「⑦運用担当」は▲11.2、「⑧ﾍﾙ
ﾌﾟﾃﾞｽｸ担当」は▲5.9と減少志向であった。

・全体の傾向として、今後、IT部門の要員を業務改革や戦略・企画領域にｼﾌﾄさせようとする企業
の意向が顕著に表れている。

人材ﾀｲﾌﾟ別
IT部門要員数
（今後の方向性）

・開発、運用の現
場が情報子会社
へｼﾌﾄしたり、ｸﾗｳ
ﾄﾞなどの利用によ
り「作らずに使う」
ｼｽﾃﾑが増加する
中、IT部門でもIT
部門要員に求め
られる役割が変
わりつつある。



情報子会社を持つ企業に絞り込んでIT人材ﾀｲﾌﾟの動向を見ると、より
上流へｼﾌﾄさせる現象がより明確に際立ってくる。今後は「①業務改革
推進担当」～「④ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ」の増加傾向がさらに強まる
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人材ﾀｲﾌﾟ別
情報子会社を
持つ企業のIT
部門要員数
（今後の方向
性）
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27.0

24.7

34.4

26.8

4.5

6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①業務改革推進担当（n=175）

②IT戦略担当（n=182）

③システム企画担当（n=178）

④プロジェクトマネージャー（n=170）

⑤開発担当（n=163）

⑥運用管理（n=166）

⑦運用担当（n=163）

⑧ヘルプデスク担当（n=164）

⑨セキュリティリスク管理（n=176）

⑩ITマネジメントスタッフ（n=176）

増加 不変 減少

DI値
33.7

33.6

26.4

23.6

▲15.3

▲19.3

▲27.7

▲18.3

17.1

6.3



①業務改革推進担当

11.1

15.1

14.9

19.0

40.2

54.3

60.6

88.9

81.7

83.1

79.1

52.7

40.0

39.4

0.0

3.2

2.0

1.9

7.1

5.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満（n=81）

100～299人（n=218）

300～499人（n=148）

500～999人（n=158）

1000～4999人（n=224）

5000～9999人（n=35）

10000人以上（n=33）

増加 不変 減少

DI値
11.1

11.9

12.9

17.1

33.1

48.6

60.6

業務改革推進を担う人材をいかに増やすかが大きな課題。規模に比
例して増員意欲は顕著、従業員数1000～4999人の企業は40.2％、
5000～9999人の企業では54.3％、10,000人以上の企業は60.6％

（C）JUAS 2014 113

従業員数別
業務改革推進担当
の今後の方向性

・それでは実際にどうやって育成を行うのか。
別途調査した、「①業務改革推進担当」の育成に有効な施策としては、「事業
部門への異動による実務経験付与」を挙げる企業が多い（57.3％）。

・なお、情報子会社を持つ企業では開発の現場に近い部分を担当するタイプ
（開発担当、運用管理、運用担当など）の育成方法として「情報子会社との人
材ローテーション」の占める割合が高くなる。



設立年数別に業務改革推進担当の今後の方向性をみると、大きな差
はないものの、設立年数が長いほど、改革の必要性があるためか、増
加の傾向が強くなるようである。
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設立年数別
①業務改革推進担当
の今後の方向性

ITとﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの関係
別
①業務改革推進担当
の今後の方向性

①業務改革推進担当

21.1

21.5

20.3

27.1

33.1

68.4

77.9

75.6

70.3

60.8

10.5

0.7

4.1

2.6

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

設立して5年未満（n=19）

設立して5年以上30年未満（n=149）

設立して30年以上60年未満（n=295）

設立して60年以上90年未満（n=303）

設立して90年以上（n=148）

増加 不変 減少

DI値
10.6

20.8

16.2

24.5

27.0

①業務改革推進担当

29.2

25.6

17.2

16.3

67.1

70.8

80.1

81.4

3.7

3.6

2.7

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ITなしではビジネスモデルが成り立たない（n=383）

どちらかといえばITなしではビジネスモデルが成り立たない（n=277）

どちらかといえばITがなくてもビジネスモデルが成り立つ（n=221）

ITがなくてもビジネスモデルが成り立つ（n=43）

増加 不変 減少

DI値

25.5

22.0

14.5

14.0



＜有効な育成施策＞多様化する育成施策のうち、より有効な育成施
策の見極めが求められる。事業部門への異動による実務経験付与は
業務改革推進担当（57.3％）のみならず、他でも比較的有効
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人材ﾀｲﾌﾟ別 有効な育成施策（1位）

57.3

27.1

33.4

14.6

10.9

11.5

12.6

12.4

6.0

10.8

3.7

5.3

6.2

7.9

8.8

9.2

9.0

6.4

4.9

6.1

6.0

15.4

10.2

4.4

2.4

3.1

2.1

3.4

7.8

7.0

6.7

7.2

8.7

15.6

7.6

10.2

8.9

15.1

6.8

11.6

3.6

3.4 36.1

37.5

34.0

55.4

5.1

7.5

18.6

23.8

6.5

7.2

5.2

4.6

4.2

7.5

5.1

4.4

4.4

4.3

4.4

3.6

4.21.8

0.3

0.5

0.7

0.3

5.6

6.5

0.7

13.7

27.9

43.3

33.5

24.3

43.2

4.9

5.9

14.8

20.3

7.7

10.1

1.0

2.7

2.6

3.0

3.0

3.0

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①業務改革推進担当（n=672）

②IT戦略担当（n=657）

③システム企画担当（n=658）

④プロジェクトマネージャー（n=642）

⑤開発担当（n=615）

⑥運用管理（n=618）

⑦運用担当（n=609）

⑧ヘルプデスク担当（n=597）

⑨セキュリティリスク管理（n=637）

⑩ITマネジメントスタッフ（n=602）

事業部門への異動による実務経験付与 情報子会社との人材ローテーション 同業･異業他社との交流機会の充実

ヒューマンスキル研修 ビジネスアナリシス（BA）育成研修 外部の教育研修

自社作成の教育研修 当該人材タイプに関連する資格の取得促進 その他



情報子会社を持つ企業では開発の現場に近い部分を担当するタイプ
の育成方法として「情報子会社との人材ローテーション」の占める割合
が高くなる

（C）JUAS 2014 116

人材ﾀｲﾌﾟ別（情報子会社あり） 有効な育成施策（1位）

情報子会社あり

63.3

35.8

45.3

15.1

12.7

11.5

12.5

10.7

6.3

14.2

9.5

15.2

17.3

25.2

34.1

34.6

33.6

22.1

14.8

19.4

4.1

14.6

8.0

2.9

2.4

3.1

2.3

0.8

10.6

8.2

4.1

5.3

4.0

15.1

7.1

8.5

7.0

13.9

4.2

9.0

4.1

1.4 20.9

22.3

21.1

45.8

2.0

7.2

11.5

15.6

8.6

4.8

3.1

2.3

1.6

8.5

4.5

5.6

5.4

5.5

5.7

4.2

4.50.7

0.0

0.0

0.0

0.0

4.7

2.6

0.0

8.8

20.5

25.4

27.0

12.7

29.1

2.0

4.0

7.9

18.0

5.6

10.4

0.0

0.7

1.3

4.1

3.3

2.7

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①業務改革推進担当（n=147）

②IT戦略担当（n=151）

③システム企画担当（n=150）

④プロジェクトマネージャー（n=139）

⑤開発担当（n=126）

⑥運用管理（n=130）

⑦運用担当（n=128）

⑧ヘルプデスク担当（n=122）

⑨セキュリティリスク管理（n=142）

⑩ITマネジメントスタッフ（n=134）

事業部門への異動による実務経験付与 情報子会社との人材ローテーション 同業･異業他社との交流機会の充実

ヒューマンスキル研修 ビジネスアナリシス（BA）育成研修 外部の教育研修

自社作成の教育研修 当該人材タイプに関連する資格の取得促進 その他
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1. 回答企業のプロフィール

2. トピックス
① ITトレンド（ビッグデータ）
② IT基盤
③ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメントとビジネスイノベーション
② システム開発
③ IT推進組織・IT人材

4. 定点観測
① IT予算
② グローバルIT戦略
③ 情報セキュリティ

主な調査結果
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4.2
0

15
11.1

21.0

14.6

0.0

8.16.4

▲ 4.0

12.6

1.7
6.0

▲ 9.0

13.5

▲ 13.5

14.3

-50%

-40%

-30%

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

構成比

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

40

50
DI値

10％未満増加

10％以上増加

10％未満減少

10％以上減少

【参考】DI値
（計画値）
DI値（予測値）

＜IT予算の現状と今後の見通し＞13年度のDI値は13.5、IT予算を増
やす企業が大幅に増加。14年度のDI値は12.6、IT予算を増やす企業
数は引き続き増加が見込まれる
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IT予算DI値（次年度予測）の推移

・14年度の予測の12.6は2008年のリーマンショック以降、最大の値となっている。DI値の動き
は、10年度の▲4.0を底に、13年度は減少するものの、漸増傾向が続いている。IT予算の実
績を反映している計画値の推移を見ても09年度以降、IT予算の増加傾向は確認できる。



21.5

25.2

31.2

26.1

22.9

32.5

17.3

26.3

26.4

11.0

8.0

3.7

21.0

20.4

10.5

24.0

24.0

21.7

41.1

42.9

32.1

31.2

24.8

18.4

22.9

17.9

2.8

6.1

6.1

11.9

10.2

15.9

14.0

22.3

17.9

30.2

20.2

13.4

14.0

18.9

17.8

21.1

11.5

15.9

24.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

14年度予測 （n=163）

13年度計画 （n=163）

12年度計画 （n=109）

14年度予測 （n=157）

13年度計画 （n=157）

12年度計画 （n=114）

14年度予測 （n=179）

13年度計画 （n=179）

12年度計画 （n=106）

3
0
0
人

未
満

3
0
0
人

～

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

DI値

6.2

9.3

1.9

25.4

11.5

4.4

5.6

18.4

▲1.0

24.2

25.8

29.8

22.1

25.1

32.2

16.5

23.3

25.0

18.5

22.2

20.0

10.5

14.5

4.3

19.5

15.6

9.9

23.3

23.3

28.1

29.6

22.2

15.0

41.1

39.5

30.9

33.3

30.3

19.9

24.3

17.5

1.6

7.4

3.7

5.0

6.5

5.6

9.6

10.8

12.1

16.4

23.3

22.3

31.3

33.3

29.6

40.0

17.7

12.6

13.6

14.1

11.1

22.2

20.0

14.5

25.5

14.3

16.9

21.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

14年度予測 （n=124）

13年度計画 （n=124）

12年度計画 （n=94）

14年度予測 （n=231）

13年度計画 （n=231）

12年度計画 （n=171）

14年度予測 （n=103）

13年度計画 （n=103）

12年度計画 （n=64）

14年度予測 （n=27）

13年度計画 （n=27）

12年度計画 （n=20）

1
0
0
億

円
未

満

1
0
0
～

1
0
0
0
億

円
未

満

1
0
0
0
億

円
～

1
兆

円
未

満
1
兆

円
以

上

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

DI値

10.5

20.2

▲1.0

16.5

11.7

4.1

3.9

10.7

7.7

3.7

▲7.4

▲25.0

企業規模によってIT予算の伸びに差。14年度の予測を見ると、中堅企
業の伸びが大きくなる。特に従業員数300～1000人未満の企業ではDI
値が25.4と大きく、この層がIT投資を支える年に。
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従業員数別
IT予算の増減

・13年度計画値は規模
により明暗が分かれ、
企業規模が小さくなる
ほど、IT予算を増やす
企業が多くなる。14年
度予測も同じ傾向で、
特に100億～1000億円
未満のDI値は16.5と高
い

売上高別
IT予算の増減
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※トリム平均値とは、異
常値によって平均値が
引きずられるのを排除
するため、データの最大
値と最小値付近の値を
平均値の計算から除外

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
売上高に占める
IT予算比率
（計画値ベース）

1.23

0.51

0.83

0.95

0.77

5.07

1.61

1.34

0.50

0.85

0.92

0.72

5.04

1.78

1.18

0.36

0.73

0.85

0.59

4.43

1.22

0.93

0.38

0.72

0.83

0.56

4.34

1.35

0.81

1.20

0.83
0.81

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00 6.00

全体 （n=520）

建築・土木 （n=47）

素材製造 （n=94）

機械器具製造 （n=119）

商社・流通 （n=94）

金融 （n=32）

社会インフラ （n=42）

サービス （n=92）

平均値 13年度

平均値 12年度

トリム平均値 13年度

トリム平均値 12年度

＜売上高に対するIT予算比率＞単純平均で12年度1.20 %、 13年度
1.23%。13年度は売上高の伸び以上にIT予算を伸ばした年。ＩＴ予算比
率はIT装置産業といわれる「金融」が突出



＜開発費と保守運用費＞ 14年度の開発費は企業規模が中位の企業
が牽引。保守運用費の削減は思うように進まない。
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開発費の増減

保守運用費の増減

22.1

16.0

15.6

15.1

15.8

15.4

32.1

46.3

48.3

15.1

13.5

13.5

15.6

8.3

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

12年度計画 （n=358）

13年度計画 （n=480）

14年度予測 （n=480）

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

DI値
10.4

10.0

6.5

33.5

31.9

26.5

6.7

7.9

10.2

24.9

34.4

35.2

7.0

6.0

8.3

27.9

19.8

19.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

12年度計画 （n=358）

13年度計画 （n=480）

14年度予測 （n=480）

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

DI値
8.6

14.0

5.3
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1. 回答企業のプロフィール

2. トピックス
① ITトレンド（ビッグデータ）
② IT基盤
③ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメントとビジネスイノベーション
② システム開発
③ IT推進組織・IT人材

4. 定点観測
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③ 情報セキュリティ
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＜企業のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化＞上場企業の51.2％は既に海外進出済み。1000
億円以上の企業では4社に3社が海外へ進出している。そのうち、業務
ﾌﾟﾛｾｽの「共通化」または「共通化の予定」は約6割。
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51.2

34.9

50.2

73.4

74.4

6.8

6.7

6.1

7.9

10.3

42.0

58.4

43.7

18.6

15.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=927）

100億円未満（n=269）

100億～1000億円未満（n=442）

1000億～1兆円未満（n=177）

1兆円以上（n=39）

既に海外進出している 今後、海外進出を予定している 海外進出の予定は当面ない

売上高別
ﾋﾞｼﾞﾈｽのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
化の現状

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
業務ﾌﾟﾛｾｽの共通
化の状況

5.9

12.8

3.2

6.8

4.9

6.3

7.1

5.7

12.6

7.7

18.3

16.9

2.5

18.8

10.7

6.8

15.1

17.9

11.9

16.4

13.6

31.3

3.6

18.2

23.8

17.9

19.8

24.9

24.7

25.0

25.0

28.4

42.5

43.6

46.8

35.0

54.3

18.8

53.6

40.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=555）

建築・土木（n=39）

素材製造（n=126）

機械器具製造（n=177）

商社・流通（n=81）

金融（n=16）

社会インフラ（n=28）

サービス（n=88）

全世界で共通化済み 全世界で共通化の予定

地域ごと（中国、アジア、米州、欧州など）に共通化済み 地域ごとに共通化の予定

共通化しておらず予定もない

・海外市場の開拓は、幅
広い層の企業にとって
成長を維持するために
不可欠な戦略となってい
る

・目指すべき姿は企業規
模や事業内容によって
異なるが、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙでの
業務ﾌﾟﾛｾｽの共通化は、
短期に解決できるもの
でもなく、長期に渡る課
題といえる。



＜ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙでのITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ＞ｾｷｭﾘﾃｨやｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽで「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙで管理
・標準化」または「地域ごとに管理・標準化」の傾向が強い。まず守りの
領域をしっかり固め、最低限の企業ﾌﾞﾗﾝﾄﾞを保護する意思表示か。
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9.7

7.9

13.3

10.1

12.1

4.6

3.7

21.2

24.6

44.7

32.4

23.4

35.0

30.8

38.9

15.7

16.6

53.0

52.4

15.3

12.9

13.1

18.0

20.4

17.3

14.9

14.4

18.5

17.0

20.2

24.1

23.9

25.3

26.9

21.4

28.7

25.3

16.4

17.1

45.6

55.3

50.5

48.8

51.4

50.4

59.6

56.4

44.1

43.1

21.3

29.8

33.5

27.0

30.8

27.3

41.9

41.3

21.3

21.3

23.2

22.1

28.5

19.9

18.0

20.2

20.8

25.6

16.2

15.2

13.8

13.7

19.2

12.7

11.5

12.4

13.8

16.8

9.2

9.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①IT戦略（戦略策定･展開）（n=544）

②IT予算管理、投資管理（n=544）

③システム開発標準化（n=543）

④IT基盤（n=543）

⑤業務システム（n=543）

⑥情報（マスターやコード体系）（n=544）

⑦ITリソース調達（n=542）

⑧IT人材管理（n=543）

⑨セキュリティ（n=542）

⑩コンプライアンス（n=540）

①IT戦略（戦略策定･展開）（n=530）

②IT予算管理、投資管理（n=531）

③システム開発標準化（手法やツール）（n=531）

④IT基盤（n=529）

⑤業務システム（n=532）

⑥情報（マスターやコード体系）（n=532）

⑦ITリソース調達（n=530）

⑧IT人材管理（n=530）

⑨セキュリティ（n=530）

⑩コンプライアンス（n=531）

現
状

今
後

グローバルで管理・標準化 地域ごとに管理・標準化 海外の事業拠点に任す 特に行わない

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙでのIT
ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの現状
と今後

・現状は「海外の事
業拠点に任す」「特
に行わない」が大半。

・今後はｾｷｭﾘﾃｨやｺﾝ
ﾌﾟﾗｲｱﾝｽ、次にIT戦
略、予算、さらには
IT基盤、業務ｼｽﾃ
ﾑ・情報（ﾏｽﾀｰやｺｰ
ﾄ体系）を目指す

・ﾋﾞｼﾞﾈｽのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ展
開をITの活用で推し
進めようとする中、
従来の個別最適か
らｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ、もしくは
地域での全体最適
へ向けた筋道を描
いているようだ



「現状」では、製造／非製造ともに大差はない。しかし、「今後」ではそ
の差が大きく開き、製造業が非製造業よりもｸﾞﾛｰﾊﾞﾙITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽを強化
しようとしていることが示されている。
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12.7

4.3

3.0

21.1

24.9

54.0

34.9

26.4

40.0

35.2

46.4

16.1

16.1

59.6

58.4

14.0

11.0

10.0

16.1

18.7

15.7

12.4

12.7

18.1

16.8

17.9

24.7

21.6

24.1

25.3

18.8

31.2

27.4

15.8

16.0

50.7

62.7

56.3

53.8

56.9

54.7

66.9

63.2

48.0

47.1

18.6

30.5

36.6

26.6

30.7

25.9

42.5

44.2

19.5

20.1

18.3

17.7

25.0

15.7

14.4

17.0

16.4

21.1

12.8

11.1

9.6

9.9

15.4

9.3

8.9

8.9

10.3

12.3

5.1

5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①IT戦略（戦略策定･展開）（n=300）

②IT予算管理、投資管理（n=300）

③システム開発標準化（手法やツール）（n=300）

④IT基盤（n=299）

⑤業務システム（n=299）

⑥情報（マスターやコード体系）（n=300）

⑦ITリソース調達（n=299）

⑧IT人材管理（n=299）

⑨セキュリティ（n=298）

⑩コンプライアンス（n=297）

①IT戦略（戦略策定･展開）（n=291）

②IT予算管理、投資管理（n=292）

③システム開発標準化（手法やツール）（n=292）

④IT基盤（n=290）

⑤業務システム（n=293）

⑥情報（マスターやコード体系）（n=293）

⑦ITリソース調達（n=292）

⑧IT人材管理（n=292）

⑨セキュリティ（n=292）

⑩コンプライアンス（n=293）

現
状

今
後

グローバルで管理・標準化 地域ごとに管理・標準化 海外の事業拠点に任す 特に行わない

製造業ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙでのIT
ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの現状
と今後
（製造業）

・製造業では物を売
る拠点が海外依存
にｼﾌﾄするのみなら
ず、物作り拠点も海
外へｼﾌﾄしており、ｸﾞ
ﾛｰﾊﾞﾙでの開発・生
産・物流・販売の最
適な情報基盤が求
められている結果と
もいえる。



14.8

11.1

7.0

11.9

10.2

11.5

4.9

4.5

21.3

24.3

33.5

29.3

19.7

28.9

25.5

29.7

15.1

17.2

45.0

45.0

16.8

15.2

16.9

20.5

22.5

19.3

18.1

16.4

18.9

17.3

23.0

23.4

26.8

26.8

28.9

24.7

25.6

22.7

17.2

18.5

39.3

46.3

43.2

42.6

44.7

45.1

50.6

48.0

39.3

38.3

24.7

28.9

29.7

27.6

31.0

28.9

41.2

37.8

23.5

22.7

29.1

27.5

32.9

25.0

22.5

24.2

26.3

31.1

20.5

20.2

18.8

18.4

23.8

16.7

14.6

16.7

18.1

22.3

14.3

13.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①IT戦略（戦略策定･展開）（n=244）

②IT予算管理、投資管理（n=244）

③システム開発標準化（手法やツール）（n=243）

④IT基盤（n=244）

⑤業務システム（n=244）

⑥情報（マスターやコード体系）（n=244）

⑦ITリソース調達（n=243）

⑧IT人材管理（n=244）

⑨セキュリティ（n=244）

⑩コンプライアンス（n=243）

①IT戦略（戦略策定･展開）（n=239）

②IT予算管理、投資管理（n=239）

③システム開発標準化（手法やツール）（n=239）

④IT基盤（n=239）

⑤業務システム（n=239）

⑥情報（マスターやコード体系）（n=239）

⑦ITリソース調達（n=238）

⑧IT人材管理（n=238）

⑨セキュリティ（n=238）

⑩コンプライアンス（n=238）

現
状

今
後

グローバルで管理・標準化 地域ごとに管理・標準化 海外の事業拠点に任す 特に行わない

非製造業
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ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙでのIT
ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの現状
と今後
（非製造業）



＜ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIT戦略の現状と今後のｷﾞｬｯﾌﾟ＞
最大の理由はｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材不足。ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙに進出している企業の半数
（56.9％、1位～3位の合計）が感じる共通の課題

（C）JUAS 2013 127

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIT戦略の
現状と今後のｷﾞｬｯﾌﾟ
（1位～3位）

・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIT戦略の拡大
が望まれる中、その最
大の阻害要因となって
いるのが「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ要員
の不足」である。またそ
の原因である「言語の
壁」や「商習慣の違い」
が大きな阻害要因となっ
ている。

18.8

18.5

13.8

13.7

11.0

8.5

5.6

4.4

2.9

2.5

0.4

9.8

18.1

12.0

8.6

12.4

4.5

7.3

5.9

18.1

14.5

8.7

12.3

8.3

8.5

3.6

17.2

6.9

20.0

0.8

0.6

0.9

0.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

グローバル要員の不足

言語の壁

商習慣の違い

グローバルでの組織体制の整備

海外展開のノウハウが乏しい

文化の違い

ビジネスのグローバル化が進まない

法制度の違い

インフラ･アーキテクチャーの統一

その他

BCPの確立

（％）

1位（n=520）

2位（n=491）

3位（n=447）



ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの推進のためには海外拠点との積極的なｺﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝや人材育成のための施策を展開することが不可欠。しかし、約7割
の企業が年1回の会議も実施していない。
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ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの推進のため実施している取り組み（複数回答）

31.5

31.5

23.9

14.8

21.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

海外拠点のIT組織長と、年に1回以上
ガバナンスに関する会議を開催している

海外拠点が展開するプロジェクトの審査を行っている

海外拠点にIT駐在員を派遣して推進している

海外拠点のIT組織部員と、年に1回以上
ガバナンスに関する会議を開催している

その他

（％）

（n=305）

・自由記入欄からは、各社、海外拠点の規模や海外IT組織の有無によって様々な工夫が分かる。
・頻繁なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが行えないため、ITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの方針や役割をﾙｰﾙ化すること、そして徹底するために
定期的な訪問監査や実態調査をしている企業も多かった。また、遠隔地であるためにTV会議やSNSをフ
ル活用しながら、海外と少しでも頻繁なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝをするよう努力している姿も見受けられる。

・様々な工夫を凝らしながら積極的なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを行うこと、地道な努力の積み重ねこそがｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｶﾞﾊﾞﾅ
ﾝｽの推進に大切なことと思われる。



さまざまな工夫を凝らしながら積極的なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを行うこと、地道な
努力の積み重ねこそがｸﾞﾛｰﾊﾞﾙITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ推進の要といえる
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ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの推進のための工夫（ｱﾝｹｰﾄ自由回答）

分類 グローバルガバナンス推進のための工夫

目指す姿のルール化・役割定義 • 国毎・機能毎に目指すガバナンスレベルを設定し、役割を合意
• 拠点毎・単独ｼｽﾃﾑの変更やマスター変更などを認めないなどのルール化を実施
• グローバルｼｽﾃﾑ展開を見据え極ITへ方針を打ち出し
• 海外IT子会社のTopに財務に加え経営成績の分析と今後の見通しを報告させるようルール化
• ROI最大化のための標準化（ルール化）をし、海外と合意

定期的な会議によるガバナンス
推進

• 年2回のFace to face会議で、海外拠点の組織長に提案・合意をしながら推進
• 毎年海外極と方針会議を開催し戦略整合
• 隔週で主要な海外拠点IT部門とTV会議を行い連携
• 年１回のIT担当者会議で標準化・統制の意義を理解
• セキュリティポリシーの統一と月次報告会の実施
• 主要国のIT組織長との交流
• 年1回以上出張で海外ITの実態調査を実施
• 海外子会社に専属IT要員を配置せず、親会社担当役員の定期出張時にガバナンスを徹底

監査によるガバナンス推進 • 内部統制の一貫で海外拠点監査にあわせてITガバナンスのチェックを実施
• 定期的なIT監査を実施
• 監督会社によるIT投資審議の体制を構築
• IT内部統制として規定を作りチェック・指導を実施
• グローバル規程の策定と監査の実施
• 定期的なスタッフ派遣による視察・提案

ガバナンス推進体制構築 • 海外極にもバーチャルのガバナンス推進体制を構築
• 重要拠点には能力の高いITマネージャーの設置を検討
• ICT推進担当者を駐在させガバナンスを推進

その他 • 拠点規模が小さい場合は過剰投資とならないよう、国内ｼｽﾃﾑの簡易版ﾊﾟｯｹｰｼﾞ化をして展開
• SNSの活用
• TV会議の活用
• 勉強会による事例共有
• 日本語が話せる現地員の採用
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1. 回答企業のプロフィール

2. トピックス
① ITトレンド（ビッグデータ）
② IT基盤
③ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメントとビジネスイノベーション
② システム開発
③ IT推進組織・IT人材

4. 定点観測
① IT予算
② グローバルIT戦略
③ 情報セキュリティ

主な調査結果

130



＜情報セキュリティ対策＞
不安が大きい情報セキュリティ対策の自己評価。ほとんどの項目に対
して対策が大幅に不足。
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19.2
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19.1

22.5

25.5

25.5

32.5

26.7

45.1

18.0

28.7

37.1

44.6

44.3

48.6

52.1

56.0

53.8

54.5

47.7

62.3

44.7

75.4

59.0

53.4

43.3

36.6

34.2

28.8

21.4

20.7

20.0

19.9

11.0

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑧擬似的な標的型メールを従業員に送付して開封するか否かのテスト
の実施（n=974）

⑨監査機関による社内ネットワークへの侵入テストによる脆弱性評価
（n=977）

⑦ソーシャルメディアポリシーの作成（n=983）

⑥情報セキュリティ対策を実行推進する人材の社内育成（n=996）

⑬社内ネットワーク上のマルウェアおよび攻撃パケットの挙動を分析･検
知するソリューションの導入（n=992）

⑩情報セキュリティポリシー違反時の懲罰規程の策定と適用（n=990）

④情報セキュリティ教育の実施（n=999）

②情報セキュリティポリシーの定期的な見直し実施（n=998）

③情報セキュリティ状況確認（監査等）の実施（n=998）

⑤情報漏えい等の情報セキュリティ事故を報告･対応する体制の確立
（n=998）

⑫社内の各部門の情報セキュリティ対策システムの集中管理と統合運
用（n=992）

①情報セキュリティポリシーの確立（n=1000）

⑪社内の各部門の情報セキュリティ対策ソフトの統一化（n=996）

十分な対策ができており不安はない 同業他社並みの対策はできているが多少不安 あまり対策が進んでおらずかなり不安

情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の自己評価（「対策ができておらず不安」降順）

・標的型攻撃の手
口は従来のﾒｰﾙ
を発端とする攻撃
にとどまらず、攻
撃対象の利用者
がよく利用する
Webｻｲﾄにｳｲﾙｽ
を感染させた上で
待ち伏せるなど、
多様化している。
高度化する攻撃
への対策を実行
推進する人材の
確保や社内ﾈｯﾄ
ﾜｰｸ上の怪しい
ﾃﾞｰﾀの挙動を分
析・検知するｿﾘｭｰ
ｼｮﾝの導入等が大
きな課題となって
いると思われる



9.5

10.2

7.1

37.1

32.3

28.4

53.4

57.5

64.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

13年度（n=983）

12年度（n=967）

11年度（n=964）

十分な対策ができており不安はない 同業他社並みの対策はできているが多少不安 あまり対策が進んでおらずかなり不安

＜ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱ対策＞企業のｾｷｭﾘﾃｨを脅かす存在は、社外からの攻
撃だけではない。従業員による情報漏えいなど社内にもﾘｽｸは潜む。
対策を行っても危機感を持つ企業が約4割。
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年度別 ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱﾎﾟﾘ
ｼｰの作成状況

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙとITの関係別
ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱﾎﾟﾘｼｰの作成
の状況

・企業におけるSNSのﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
や広告などへの利用は、急速
に一般化している一方で、企業
の対策は全体的に遅れている

・十分な対策ができており不安は
ない企業の割合はこの3年ほぼ
横ばい。

・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙをITに依存している
企業ほど、対策は若干進んで
いるものの、万全とはいえない
様子が伺える

12.8

7.3

7.9

2.2

41.3

35.4

32.8

35.6

45.9

57.3

59.4

62.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ITなしでは
ビジネスモデルが成り立たない（n=407）

どちらかといえばITがなくても
ビジネスモデルが成り立つ（n=288）

どちらかといえばITなしでは
ビジネスモデルが成り立たない（n=229）

ITがなくても
ビジネスモデルが成り立つ（n=45）

十分な対策ができており不安はない 同業他社並みの対策はできているが多少不安 あまり対策が進んでおらずかなり不安



＜情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の企業ｸﾞﾙｰﾌﾟでの取組み＞完全にｸﾞﾙｰﾌﾟ全体を
対象としている」は約4割。情報ｾｷｭﾘﾃｨ事故の影響度別に見ると、ｲﾝ
ﾊﾟｸﾄが大きいほどｸﾞﾙｰﾌﾟ全体での取り組みが進む
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情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の
企業ｸﾞﾙｰﾌﾟでの取
組み 完全にグループ全体

を対象としている
39.6

全部ではないが一部
のグループ会社につ

いては対象としている
37.3

グループ会社につい
ては各社の独立した

活動としている
23.1

企業グループに属
している（n=753）

情報ｾｷｭﾘﾃｨ事故の
影響度別
情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の
企業ｸﾞﾙｰﾌﾟでの取
組み

55.6

43.6

26.3

28.2

35.9

42.6

16.2

20.5

31.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業の存続に関わる影響がある（n=117）

大きな影響がある（n=390）

部分的に影響がある（n=209）

完全にグループ全体を対象としている 全部ではないが一部のグループ会社については対象としている

グループ会社については各社の独立した活動としている

同じｸﾞﾙｰﾌﾟでも、企業によって規模やｾｷｭﾘﾃｨﾘｽｸは異なる。体力的に親会社や大規模な企業
と同じ対策を打てない企業もあるだろう。しかし、ｾｷｭﾘﾃｨ問題が顕在化すると、ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体に
波及する。今後、ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体でｾｷｭﾘﾃｨ対策を進めていくことがさらに求められてくるだろう。



＜情報ｾｷｭﾘﾃｨﾘｽｸおよび対策に対する経営の理解＞経営が積極的
に取り組む企業は少数。ｾｷｭﾘﾃｨに係わるﾋﾞｼﾞﾈｽﾘｽｸを正しく認識し経
営判断できるよう、普段からの情報提供と課題共有が必要。
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情報ｾｷｭﾘﾃｨﾘｽｸお
よびその対策に対
する経営の理解

CISOの設置状況別
情報ｾｷｭﾘﾃｨﾘｽｸお
よびその対策に対
する経営の理解

n=991

わからない
8.7

自社におけるセキュリ
ティリスクおよび対策
状況を理解・認識して

いない
6.6

自社におけるセキュリ
ティリスクは認識して
いるが、対策はIT部門
など担当部門に任せ

ている
60.4

経営またはCISOが昨
今の日本企業を取り
巻くセキュリティリスク
の深刻さを重要視し、
貴社への対策につい
て率先して関与し、残
存するリスクについて

も認識している
24.3

46.3

30.6

17.4

33.6

3.6

50.0

62.0

77.8

56.9

52.7

2.5

3.2

4.2

4.4

17.0

5.1

26.8

0.7

4.2

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

役職として定義されたCISOがいる（n=80）

IT部門・業務を担当する役員がそれにあたる（n=405）

IT部門・業務を担当する部門長がそれにあたる（n=144）

IT部門・業務以外の役員・部門長がそれにあたる（n=137）

CISOはいない、
あるいは“CISO”に対する実質的な認識はない（n=224）

経営またはCISOがセキュリティリスクの深刻さを重要視し、対策について率先して関与し、残存するリスクについても認識している

自社におけるセキュリティリスクは認識しているが、対策はIT部門など担当部門に任せている

自社におけるセキュリティリスクおよび対策状況を理解・認識していない

わからない

・当然といえば当然の結果
だが、ｾｷｭﾘﾃｨに関連する
組織・人材に手厚い企業
ほど、経営がｾｷｭﾘﾃｨﾘｽｸ
に対して強く認識している



＜高度化する情報ｾｷｭﾘﾃｨに必要な人材育成＞専門知識・ｽｷﾙを備え
た人材の育成・確保が欠かせないが自社での育成はﾊｰﾄﾞﾙが高い。
自社で行うべきことと外部に任せることを見極めた対応が肝心
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情報ｾｷｭﾘﾃｨﾘｽｸに対す
る経営の理解度別
情報ｾｷｭﾘﾃｨに必要な人
材の育成

3.5

8.1

2.0

0.0

31.1

47.2

29.0

12.7

39.8

31.9

42.3

46.0 41.3

26.7

12.8

25.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=978）

経営またはCISOが昨今の日本企業を取り巻くセキュリティリスクの深
刻さを重要視し、貴社への対策について率先して関与し、残存するリス

クについても認識している（n=235）

自社におけるセキュリティリスクは認識しているが、対策はIT部門など
担当部門に任せている（n=596）

自社におけるセキュリティリスクおよび対策状況を理解・認識していな
い（n=63）

十分にできている ややできている できていない そもそも、自社での育成できるとは思っていない

1.3

3.7

2.7

42.1

30.0

24.3

36.8

40.5

40.5

19.7

25.8

32.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増加（n=76）

不変（n=827）

減少（n=37）

こ
こ

数
年

の

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

リ
ス

ク

管
理

要
員

の
増

減

十分にできている ややできている できていない そもそも、自社での育成できるとは思っていない

ここ数年のｾｷｭﾘﾃｨﾘｽｸ
管理要員の増減別
情報ｾｷｭﾘﾃｨに必要な人
材の育成

22.7

0.5

21.0 3.7 52.6

91.36.1 2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①コンサルティング会社など
外部スキルの活用（n=999）

②ホワイトハッカーなど
専門人材の採用（n=989）

実施済み 検討中 検討後見送り 未検討

情報ｾｷｭﾘﾃｨ高度化へ
の対応状況

・ｾｷｭﾘﾃｨの技術や動向はどん
どん変化するため、ﾕｰｻﾞｰ企
業のIT部門にとっては、人材
育成のﾊｰﾄﾞﾙはかなり高い



＜情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の今後の対策強化予定＞今後3年以内の対策強
化予定は、まずは情報セキュリティ教育から（53.9％）。 情報ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟ
ﾘｼｰの定期的な見直し（51.1％）が続く
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自社単体の今後の対策強化予定

47.7

51.1

44.8

53.9

44.2

40.3

39.8

26.6

29.0

28.1

36.3

39.4

42.4

52.3

48.9

55.2

46.1

55.8

59.7

60.2

73.4

71.0

71.9

63.7

60.6

57.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①情報セキュリティポリシーの確立（n=889）

②情報セキュリティポリシーの定期的な見直し実施（n=896）

③情報セキュリティ状況確認（監査等）の実施（n=884）

④情報セキュリティ教育の実施（n=892）

⑤情報漏えい等の情報セキュリティ事故を報告･対応する体制の確立
（n=886）

⑥情報セキュリティ対策を実行推進する人材の社内育成（n=888）

⑦ソーシャルメディアポリシーの作成（n=896）

⑧擬似的な標的型メールを従業員に送付して開封するか否かのテスト
の実施（n=909）

⑨監査機関による社内ネットワークへの侵入テストによる脆弱性評価
（n=897）

⑩情報セキュリティポリシー違反時の懲罰規程の策定と適用（n=890）

⑪社内の各部門の情報セキュリティ対策ソフトの統一化（n=888）

⑫社内の各部門の情報今後の強化予定システムの集中管理と統合運
用（n=890）

⑬社内ネットワーク上のマルウェアおよび攻撃パケットの挙動を分析･検
知するソリューションの導入（n=897）

あり なし



現状の対策に不安に感じても人材不足や予算その他の問題で対策強
化は進まない。全体平均より高いのは情報ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰの確立、情
報ｾｷｭﾘﾃｨ事故を報告・対応する体制の確立、教育の実施、のみ
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現時点の対策状況別 （あまり対策が進んでおらずかなり不安） 今後の対策強化予定

あまり対策が進んでおらずかなり不安

60.7

48.0

38.4

53.5

49.5

36.8

37.9

21.9

19.5

20.9

31.6

31.1

37.2

39.3

52.0

61.6

46.5

50.5

63.2

62.1

78.1

80.5

79.1

68.4

68.9

62.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①情報セキュリティポリシーの確立（n=107）

②情報セキュリティポリシーの定期的な見直し実施（n=204）

③情報セキュリティ状況確認（監査等）の実施（n=198）

④情報セキュリティ教育の実施（n=271）

⑤情報漏えい等の情報セキュリティ事故を報告・対応する体制の確立（n=194）

⑥情報セキュリティ対策を実行推進する人材の社内育成（n=405）

⑦ソーシャルメディアポリシーの作成（n=494）

⑧擬似的な標的型メールを従業員に送付して開封するか否かのテストの実施

（n=686）

⑨監査機関による社内ネットワークへの侵入テストによる脆弱性評価（n=533）

⑩情報セキュリティポリシー違反時の懲罰規程の策定と適用（n=311）

⑪社内の各部門の情報セキュリティ対策ソフトの統一化（n=98）

⑫社内の各部門の情報セキュリティ対策システムの集中管理と統合運用（n=190）

⑬社内ネットワーク上のマルウェアおよび攻撃パケットの挙動を分析・検知するソ
リューションの導入（n=349）

あり なし
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11.0

22.2

54.7

40.9

41.9

55.6

11.4

89.0

77.8

41.1

56.8

53.0

37.0

85.7

5.1

2.3

0.0

4.2

7.4

2.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①スマートフォン・タブレットの紛失/盗難（n=191）

②スマートフォン・タブレットの悪意あるアプリケーションによる事故

（n=9）

③大量のスパムメール攻撃によるメール遅延（n=95）

④ソフトウェアの脆弱性を突いた攻撃（n=88）

⑤Webサイトを狙った攻撃（n=117）

⑥脆弱なパスワードが原因のセキュリティ事故（n=27）

⑦特定の企業から情報を盗み出したりシステムをダウンさせたりする
標的型攻撃（n=35）

甚大な被害あり 軽微な被害あり 被害なし

＜情報ｷｭﾘﾃｨの脅威＞この1年間での攻撃または事故の発生状況と
して、最も多かったのはｽﾏｰﾄﾌｫﾝ・ﾀﾌﾞﾚｯﾄの紛失／盗難で約2割。被
害があった割合が高いのは脆弱なﾊﾟｽﾜｰﾄﾞが原因のｾｷｭﾘﾃィ事故

138

この1年間の攻
撃または事故の
発生有無

この1年間の攻撃
または事故によ
る被害の状況
（攻撃や事故の
発生した企業対
象）

2.8

3.7

2.6

5.4

4.2

7.5

6.3

6.2

5.6

77.1

93.7

86.2

83.4

81.5

91.0

90.8

1.0

9.6

9.1

12.2

20.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①スマートフォン･タブレットの紛失/盗難（n=950）

②スマートフォン･タブレットの
悪意あるアプリケーションによる事故（n=946）

③大量のスパムメール攻撃によるメール遅延（n=986）

④ソフトウェアの脆弱性を突いた攻撃（n=983）

⑤Webサイトを狙った攻撃（n=985）

⑥脆弱なパスワードが原因のセキュリティ事故（n=984）

⑦特定の企業から情報を盗み出したり
システムをダウンさせたりする標的型攻撃（n=984）

発生した 発生した可能性もあるが把握していない 発生していない・標的型ｻｲﾊﾞｰ攻撃な
ど、被害を受けている
ことの検知が難しいも
のもあり、被害なしが
本当にそうとは言い
切れない



企業規模の大きい企業が攻撃や事故の比率が高くなっているが、規
模の小さい企業がﾘｽｸが少なく、対策も万全かというと、必ずしもそう
ではない。
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従業員数別
この1年間の攻撃また
は事故の発生有無

1000人未満

6.4

8.1

2.4

4.4

5.1

7.9

6.0

5.9

4.8

84.2

95.0

86.5

85.7

85.9

91.8

93.9

0.6

1.2

2.3

8.4

13.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①スマートフォン・タブレットの紛失/盗難（n=619）

②スマートフォン・タブレットの悪意あるアプリケーションによる事故（n=616）

③大量のスパムメール攻撃によるメール遅延（n=646）

④ソフトウェアの脆弱性を突いた攻撃（n=644）

⑤Webサイトを狙った攻撃（n=645）

⑥脆弱なパスワードが原因のセキュリティ事故（n=645）

⑦特定の企業から情報を盗み出したりシステムをダウンさせたりする標的型

攻撃（n=644）

発生した 発生した可能性もあるが把握していない 発生していない

1000人以上

3.5

7.4

2.7

6.8

7.1

7.5

7.5

63.3

91.2

84.7

79.3

72.9

88.8

83.4

13.9

20.0

33.2

12.5

3.7

9.2

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①スマートフォン・タブレットの紛失/盗難（n=286）

②スマートフォン・タブレットの悪意あるアプリケーションによる事故（n=285）

③大量のスパムメール攻撃によるメール遅延（n=295）

④ソフトウェアの脆弱性を突いた攻撃（n=294）

⑤Webサイトを狙った攻撃（n=295）

⑥脆弱なパスワードが原因のセキュリティ事故（n=294）

⑦特定の企業から情報を盗み出したりシステムをダウンさせたりする標的型
攻撃（n=295）

発生した 発生した可能性もあるが把握していない 発生していない

・「⑦標的型攻撃」が「発生
していない」と回答した比
率は1000人未満の企業
では93.9％、1000人以上
の企業では83.4％である
が、実際には攻撃の有無
を検知すること自体が難
しく、また情報資産の窃
取などの被害を受けたか
どうかの判断も簡単では
ない。「何も起こっていな
いから、（たぶん）受けて
いない」と判断した企業も
多いのではないか。



情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の現状と今後の対策をみると、今後（3年以内）の強
化予定では最も高い「ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ・ﾀﾌﾞﾚｯﾄの紛失／盗難」でさえ5割に満
たない。
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情報ｾｷｭﾘﾃｨ脅
威対策の自己評
価

20.8

16.3

21.3

16.4

16.7

15.6

13.7

58.0

57.7

64.9

70.2

68.5

67.5

64.8

21.2

26.1

13.8

13.3

14.8

16.9

21.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①スマートフォン･タブレットの紛失/盗難（n=765）

②スマートフォン･タブレットの悪意あるアプリケーションによる事故
（n=732）

③大量のスパムメール攻撃によるメール遅延（n=807）

④ソフトウェアの脆弱性を突いた攻撃（n=803）

⑤Webサイトを狙った攻撃（n=802）

⑥脆弱なパスワードが原因のセキュリティ事故（n=794）

⑦特定の企業から情報を盗み出したりシステムをダウンさせたりする
標的型攻撃（n=789）

十分な対策ができており不安はない 同業他社並みの対策はできているが多少不安 あまり対策が進んでおらずかなり不安

情報ｾｷｭﾘﾃｨ脅
威対策の今後の
強化予定
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61.9

59.4
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①スマートフォン･タブレットの紛失/盗難（n=790）

②スマートフォン･タブレットの悪意あるアプリケーションによる事
故（n=760）

③大量のスパムメール攻撃によるメール遅延（n=802）

④ソフトウェアの脆弱性を突いた攻撃（n=798）

⑤Webサイトを狙った攻撃（n=803）

⑥脆弱なパスワードが原因のセキュリティ事故（n=793）

⑦特定の企業から情報を盗み出したりシステムをダウンさせたり
する標的型攻撃（n=793）

あり なし



この1年間の攻撃または事故の発生有無別に対策予定を見ると差が
見られる。現状に不安を抱えながらも、実際に事故や攻撃を受けるま
では、なかなか対策に手が回らない状況を示している
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攻撃または事故の発生
状況別 ｾｷｭﾘﾃｨ脅威
に対する今後の対策強
化予定

攻撃や事故が発生した
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①スマートフォン・タブレットの紛失/盗難（n=182）

②スマートフォン・タブレットの悪意あるアプリケーションによる事故
（n=9）

③大量のスパムメール攻撃によるメール遅延（n=85）

④ソフトウェアの脆弱性を突いた攻撃（n=84）

⑤Webサイトを狙った攻撃（n=116）

⑥脆弱なパスワードが原因のセキュリティ事故（n=24）

⑦特定の企業から情報を盗み出したりシステムをダウンさせたりする標
的型攻撃（n=33）

あり なし

発生していない・わからない

40.9

38.7

30.6

34.5
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39.4

59.1
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69.4
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66.2

63.1

60.6
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①スマートフォン・タブレットの紛失/盗難（n=604）

②スマートフォン・タブレットの悪意あるアプリケーションによる事故
（n=745）

③大量のスパムメール攻撃によるメール遅延（n=715）

④ソフトウェアの脆弱性を突いた攻撃（n=711）

⑤Webサイトを狙った攻撃（n=684）

⑥脆弱なパスワードが原因のセキュリティ事故（n=766）

⑦特定の企業から情報を盗み出したりシステムをダウンさせたりする標
的型攻撃（n=756）

あり なし



参考：
「企業IT動向調査報告書」の読み方
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■この分厚い報告書のどこから
読めばよいのか、どういう視
点で読み解けばよいのか、戸
惑ってしまう方もいるかもし
れません。そこで、ご参考ま
でに、本報告書の価値を引き
出すために（読み解くため
に）の持つべき視点の一例を
ご紹介します

②あえて他社・他部門の視点で
読み解き、視野を広げてみる

これからのシステム部門、そしてIT人
材に求められることは、広範囲かつ多
角的な視点で状況を把握し、様々なシ
ナリオを想定した上で、進むべき方向
性を見極めることです。本報告書が少
しでも貢献できれば幸いです。


